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請  求  の  趣  旨 

１ 東京都教育委員会が，別紙１懲戒処分一覧表の「懲戒処分発令日」欄記載の日

付で，同一覧表記載の原告番号１番から１５番までの各原告に対しておこなった，

同一覧表の「懲戒処分の内容」欄記載の懲戒処分をいずれも取消す。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

との判決を求める。 

 

請  求  の  原  因 

第１ 本件訴訟の意義と概要 

１ 本件は毀損された「個人の尊厳」の回復を求める訴えである 

 (1) 精神的自由の否定が個人の尊厳を毀損している 

   本件は原告らに科せられた懲戒処分の取消を求める訴えであるところ、本件

各懲戒処分の特質は、各原告の思想・良心・信仰の発露を制裁対象としている

ことにある。原告らに対する公権力の行使は、原告らの精神的自由を根底的に

侵害し、そのこと故に原告らの「個人の尊厳」を毀損している。 

   原告らは、いずれも、公権力によって国旗・国歌（日の丸・君が代）に対す

る敬意表明を強制され、その強制に服しなかったとして懲戒処分という制裁を

受けた。しかし、原告らは、日本国憲法下の主権者の一人として、その精神の

中核に、「国旗・国歌」ないしは「日の丸・君が代」に対して敬意を表すること

はできない、あるいは、敬意を表してはならないという確固たる信念を有して

いる。 

   国旗・国歌（日の丸・君が代）をめぐっての原告らの国家観、歴史観、憲法

観、人権観、宗教観等々は、各原告個人の精神の中核を形成しており、国旗・

国歌（日の丸・君が代）に対する敬意表明の強制は、原告らの精神の中核をな

す信念に抵触するものとして受け容れがたい。職務命令と、懲戒処分という制

裁をもっての強制は、原告らの「個人の尊厳」を毀損するものである。 

 (2) 国旗・国歌（日の丸・君が代）強制の意味 

   国旗・国歌が、国家の象徴である以上、原告らに対する国旗・国歌への敬意

表明の強制は、国家と個人とを直接対峙させて、その憲法価値を衡量する場の

設定とならざるを得ない。 
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   国家象徴と意味付けられた旗と歌とは、被強制者の前には国家として立ち現

れる。原告らはいずれも、個人の人権が、価値序列において国家に劣後しては

ならないとの信念を有しており、国旗・国歌への敬意表明の強制には従うこと

ができない。 

   また、国旗・国歌とされている「日の丸・君が代」は、歴史的な旧体制の象

徴である以上、原告らに対する「日の丸・君が代」への敬意表明の強制は、戦

前の軍国主義、侵略主義、専制支配、人権否定、思想統制、宗教統制への、容

認や妥協を求める側面を否定し得ない。 

   日の丸・君が代」は、原告らの前には、日本国憲法が否定した反価値として

立ち現れる。原告らはいずれも、日本国憲法の理念をこよなく大切と考える信

念に照らして、日の丸・君が代への敬意表明の強制には従うことができない。 

   国旗・国歌(日の丸・君が代)に敬意を表明することはできないという、原告ら

の思想・良心・信仰にもとづく信念と、その発露たる儀式での不起立・不斉唱

の行為とは真摯性を介して分かちがたく結びついており、公権力による起立・

斉唱の強制も、その強制手段としての懲戒権の行使も各教員の思想・良心・信

仰を非情に鞭打ち、その個人の尊厳を毀損するものである。司法が、このよう

な個人の内面への鞭打ちを容認し、これに手を貸すようなことがあってはなら

ない。 

 (3) 教育者の良心を鞭打ってはならない 

   また、本件は教育という営みの本質を問う訴訟でもある。 

   原告らは、次代の主権者を育成する教育者としての良心に基づいて、真摯に

教育に携わっている。その教育者が教え子に対して自らの思想や良心を語るこ

となくして、教育という営みは成立し得ない。また、教育者が語る思想や良心

を身をもって実践しない限り教育の成果は期待しがたい。『面従腹背』こそが教

育者の最も忌むべき背徳である。本件において各原告が、「国旗不起立・国歌不

斉唱」というかたちで、その身をもって語った思想・良心は、教員としての矜

持において譲ることのできない、「やむにやまれぬ」思想・良心の発露なのであ

る。これを、不行跡や怠慢に基づく懲戒事例と同列に扱うことはけっして許さ

れない。 

   国旗・国歌(日の丸・君が代)への敬意表明の強制によって、教育現場の教員と
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しての良心を鞭打ち、その良心の放棄を強制するようなことがあってはならな

い。 

 (4) 原告らに、踏み絵を迫ってはならない 

   原告らは、公権力の制裁を覚悟して不起立を貫き内なる良心に従うべきか、

あるいは心ならずも保身のために良心を捨て去る痛みを甘受するか、その二律

背反の苦汁の選択を迫られることとなった。原告らの人格の尊厳は、この苦汁

の選択を迫られる中で傷つけられている。 

   原告らの苦悩は、江戸時代初期に幕府の官僚が発明した踏み絵を余儀なくさ

れたキリスト教徒の苦悩と同質のものである。今の世に踏み絵を正当化する理

由はあり得ない。キリスト教徒が少数だから、権力の権威を認めず危険だから、

という正当化理由は成り立たない。 

   思想・良心・信仰の自由の保障とは、まさしく踏み絵を禁止すること、原告

らの陥ったジレンマに人を陥れてはならないということにほかならない。個人

の尊厳を掛けて、自ら信ずるところにしたがう真摯な選択は許容されなければ

ならない。 

   以上のとおり、本件は毀損された原告らの「個人の尊厳」の回復を求める訴

えである。その切実な声に、耳を傾けていただきたい。 

２ 本件は公権力行使の限界を問う訴えである 

  憲法訴訟における違憲論は、大別して、原告の憲法上の基本権の侵害を理由と

する主張と、公権力に対する憲法上の制限規定違反主張の２方法がある。本件訴

えにおいては、前者を違憲論の「主観的アプローチ」とし、後者を「客観的アプ

ローチ」と呼称する。 

  この理解は、憲法の全体系を人権保障部門と、人権保障に奉仕すべき統治機構

部門とに二分する通説的理解に基づく。原告が、公権力の行使によって憲法が至

高の価値とする人権を侵害されたという構成の違憲主張が主観的アプローチであ

り、権力機構の一機関がその権限を踰越して無効な権力行使をしたとする違憲主

張の構成が客観的アプローチである。 

  本件では、憲法19条・20条・23条を根拠に主観的アプローチの違憲論を展開

するのみならず、客観的アプローチの違憲主張も展開する。 

  その主たるものは、公権力は国民に向かって「国家に敬意を表明せよ」と命令
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する権限はないということである。「そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるも

のであつて、その権威は国民に由来」するのは自明の事理である。主権者国民か

ら権限を授与された公権力には自ずから限界がある。国民から授権された公権力

が、権力の淵源である主権者国民に対して、公権力の集約点である国家に対して

敬意表明を強制することはできない。論理的にパラドックスと言わざるを得ない。 

  主権者から権限を授与された公権力も、国民に対する国旗・国歌（日の丸・君

が代）への敬意表明の強制は、授与された権限を踰越するものとしてなしえない。 

  また、公権力が教育行政としてなしうるものは教育条件の整備であって、教育

への不当な支配は禁じられている。教育現場での国旗・国歌（日の丸・君が代）

への敬意表明の強制は、判例法が積み重ねてきた教育に対する不当な支配にほか

ならない。 

  本件は、客観的アプローチにおいて、公権力行使の限界を問う訴えでもある。 

３ 本件は既に決着のついた問題ではない 

  詳細は後述するが、本件は東京都教育委員会が発出した「１０・２３通達」に

基づく、東京都内公立学校での卒業式等の儀式行事式における「国歌斉唱」時の

起立斉唱を強制する職務命令違反を理由とする懲戒処分の取消を求める訴えであ

る。同種訴訟の提訴はこれまでもいくつもあり、最高裁判決に至っている事案も

ある。 

  しかし、本件の最高裁判決は、けっして判例として確立したものとはなってい

ない。何よりも、国旗・国歌（日の丸・君が代）強制に関する最高裁判決の説得

力不足が覆いがたいからである。この点において、アメリカ合衆国連邦最高裁判

所が 1943 年に、公権力による国旗に対する忠誠の強制を違憲としたバーネット

判決とは対照をなしている。 

  本訴状の構成は、違憲違法論を、まず客観的アプローチから論じて、次いで主

観的アプローチに至っている。これまでの同種事案に対する判決例は、客観的ア

プローチには見るべき判断をしていない。また、最高裁判例が積み上げてきた教

育の本質論や教育への公権力不介入の原則についての判断も欠けている。 

  さらには、近時の最高裁判決が関心を持ち始めている、国際的な条約や国際機

関の日本への勧告等を論拠とする主張についてもこれまでの同種事案についての

判決は無視を続けている。本件では、これらの諸点について十分な主張と挙証を
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尽くすことになる。とりわけ最近ユネスコと ILOの合同委員会であるセアートが

日本政府に対して、国旗・国歌(日の丸・君が代)の強制を是正するよう発出した勧

告を援用しての主張は初めてのものである。 

  貴裁判所には、十分に耳を傾けていただきたい。 

４ 人権保障の国際水準は、国旗・国歌の強制を認めない 

 (1) 2019 年、ILO（国際労働機関）と UNESCO（国際連合教育科学文化機関）

は、式典の国歌斉唱時に、職務命令に従って起立斉唱できない教員に懲戒処分

を課している日本の現状について是正を求める勧告（以下「CEART 勧告」と

いう。）を採択して、公表した。 

   CEART 勧告は、CEART（ILO/UNESCO 教職員勧告適用合同専門家委員

会）が、2018年に採択した勧告であるが、翌2019年に、ILOとUNESCOで、

それぞれ正式に承認され、公表されるに至ったものである。 

   日本における卒業式等における起立斉唱の強制について、国際機関から、是

正を求める具体的な勧告が採択されたのは初めてのことである。 

 (2) CEART勧告は、起立斉唱の強制が、個人の価値観や意見を侵害するおそれ

があることを指摘するが、そのことだけで是正勧告を行ったものではない。 

   勧告は、式典において、教員には、職務を誠実に遂行する義務があるとし、

また、式典において国歌斉唱を行うことが、教育的意義を有する可能性をも指

摘する。 

   しかし、強制をすることについては、一線を画す。 

   CEART 勧告は、愛国的な行為が肯定的なものになるのは、それが自発的に

行われた場合であることを指摘し、強制は民主主義とは相容れないことを指摘

する。 

   そして、職務中の教員の義務や、国歌起立斉唱の教育的意義を踏まえても、

起立斉唱命令を静かに拒否する「不服従の行為」が、市民的権利として認めら

れることを明らかにした。その上で、日本に対し、「不服従の行為」に対する懲

戒処分を避けるために、教員団体と対話することなどを求めたのである。 

 (3) 今回採択されたCEART勧告から、以下のことが導き出せる。 

  ① 人権保障の国際水準、もしくは国際社会が考える民主主義社会のあるべき

姿からすれば、 
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  ② 職務中の教員が、式典で国歌の起立斉唱を命ずる職務命令を発出されても 

  ③ それを静かに拒否することは、市民的権利として保障され、 

  ④ その「不服従の行為」に対して懲戒処分を課すことは許されない。 

  ということである。 

 (4) 2019 年に、国際機関から、都教委が国歌の起立斉唱を強制している現状に

ついて是正勧告がなされた。 

   本件では、この事実を踏まえ、判断がなされなければならない。 

５ 貴裁判所の責務 

  いうまでもなく、憲法の命じるところに従って行政の非違を糺し、憲法の理念

を実現することこそが、司法本来の役割である。司法が公権力の違法な行使を看

過し追認することで、結果として人権の侵害に手を貸すようなことがあってはな

らない。 

  原告らは、その司法本来の役割に期待して、毀損された「人間としての尊厳」

を回復すべく、本件提訴に及んでいる。この切実な原告らの願いに真摯に向きあ

った、貴裁判所の審理と判決を望むものである。 

 

第２ 当事者 

１ 原告ら 

  原告らは，いずれも東京都に採用され，東京都立学校に勤務する教員または教

員であった者であって，別紙２「卒入学式における懲戒処分一覧表」の「処分時

勤務校」欄記載の東京都立学校において同一覧表の「卒入学式の実施日」欄記載

の日時に施行された卒業式等において，国歌斉唱の際に起立斉唱しなかったこと

から，各学校長の起立斉唱を命じる職務命令に従わなかったことを理由として，

同一覧表の「懲戒処分発令日」欄記載の日付で，同一覧表の「懲戒処分の内容」

欄記載の懲戒処分を科され，あるいは，別紙３「再処分一覧表」の「訴訟で取り

消された処分」欄記載の懲戒処分について取消を求める訴訟を提起し，同一覧表

「判決確定日」欄の記載の日に各懲戒処分を取消す判決が確定したのち，同一覧

表「再処分」欄の「懲戒処分発令日」欄記載の日付で行った，同一覧表の「再処

分欄」の「懲戒処分の内容」欄記載の各懲戒処分を科された者である。 

  なお，原告らは，いずれも，別紙１懲戒処分一覧表の「懲戒処分の内容」欄記
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載の懲戒処分を不服として，東京都人事委員会に対し，同一覧表の「審査請求申

立日」欄記載の日付で，同一覧表の「懲戒処分の内容」欄記載の懲戒処分の取消

しを求める審査請求を申し立てているが，いずれの原告についても審査請求の申

立から３か月以上が経過しており，かつ，現在までいずれの原告に対しても東京

都人事委員会による採決は出されていない。 

２ 被告 

  東京都教育委員会は，別紙２「卒入学式における懲戒処分一覧表」の「処分時

勤務校」欄記載の東京都立学校において同一覧表の「卒入学式の実施日」欄記載

の日時に施行された卒業式等において，国歌斉唱の際に起立斉唱しなかったこと

から各学校長の起立斉唱を命じる職務命令に従わなかったことを理由として，同

一覧表の「懲戒処分発令日」欄記載の日付で，同一覧表の「懲戒処分の内容」欄

記載の懲戒処分を行い，あるいは，別紙３「再処分一覧表」の「訴訟で取り消さ

れた処分」欄記載の各懲戒処分を取消す判決が確定したのち，同一覧表の「再処

分」欄の「懲戒処分発令日」欄記載の日付で行った，同一覧表の「再処分」欄の

「懲戒処分の内容」欄記載の各懲戒処分を行った者である。 

 

第３ 本件各処分に至る経過 

１ 10・23通達発出と校長に対するその後の指導の経過 

 (1) 10・23通達の作成経過 

  ア 1999年，国旗及び国歌に関する法律（以下、「国旗国歌法」という。）が

制定され，慣習上の存在に過ぎなかった日の丸・君が代がそれぞれわが国の

国旗・国歌であると，法律によって明確に位置づけられた。 

    同法案の審議の際には，「法制化に伴い，学校教育における国旗・国歌の

指導に関する取り扱いを変えるものではない」「本法案は，国旗・国歌の根

拠について，慣習であるものを成文法として明確に位置づけるものでござい

ます。これによって国旗・国歌の指導にかかわる教員の職務上の責務につい

て変更を加えるものではございません。」などと，同法の制定によって，教

育現場での国旗・国歌の取り扱いにつき，これまでと異なる新たな義務を課

すものではないという政府答弁が繰り返しなされた。 

  イ しかし，実際の教育現場では，同法制定前後から卒業式・入学式で国旗掲
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揚・国歌斉唱の実施が強化されていった。1998 年 11 月 20 日付で都立高等

学校校長らに対し「都立高等学校における国旗掲揚及び国歌斉唱の指導の徹

底について（通知）」（10教指企第247号），1999年10月19日には都立

高等学校の各校長に対し「入学式及び卒業式における国旗掲揚及び国歌斉唱

の指導について（通達）」（11教指高第203号）が発出される等，国旗掲揚

および国歌斉唱の徹底がはかられた。 

  ウ 文部省の全国調査によれば，都立高校（全日制）の 1998 年度卒業式およ

び1999年度入学式における国旗掲揚の実施率がそれぞれ84．0％と85.0％，

同じく国歌斉唱の実施率がそれぞれ 3.9％と 3.4％と全国でも最低レベルで

あったが，上記のような度重なる指導により，2000 年度卒業式および 2001

年度入学式では，国旗掲揚及び国歌斉唱の実施率はいずれも100％になった。 

    もっとも，各学校の会場設営や国旗掲揚の方法，国歌斉唱の伴奏や実際の

実施方法は各学校が実情に合わせて決め，さらに，都立学校の中には卒業式

を生徒が主催するところもあったため，学校毎に国旗掲揚の方法，国歌斉唱

の方法等式典の内容が多少異なるのがむしろ当然であった。 

    また，大多数の都立学校において，国歌斉唱前に保護者や生徒に対し，文

書や口頭で「内心の自由に関する説明」がなされていた。2001年の段階で行

った調査によれば，同年度の入学式においては，生徒に対し「内心の自由」

を何らかの形で説明した全日制の高校が 111 校，定時制の高校が 49 校，合

計 160 校あり，同年度の卒業式では，全日制の高校で 69 校，定時制の高校

で29校，合計98校あった。 

    それはたとえば次のような内容のものである。 

本日の卒業式，誠におめでとうございます。心よりお祝いを申し上げま

す。 

さて，本校では，従来から東京都教育委員会教育長の通達により，儀式的

行事においては，国旗を掲揚し，国歌を斉唱することになっております。 

生徒と保護者のみなさまにおいては，式の進行上，国歌斉唱については，

次のことにご留意下さい。 

① 卒業式は，歌うこと，歌わないことの自由が保障されています。どち

らにするかは，おひとりおひとりが判断してお決め下さい。 
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② 卒業式は，着席や退席の自由が保障されています。どちらにするか

は，おひとりおひとりが判断してお決め下さい。 

③ 国歌斉唱の発声は，教頭が行います。 

なお，卒業式は，主役の卒業生にとって，厳粛の上にも感動的で心温

まるものとなりますよう，式の運営にご協力をよろしくお願いいたし

ます。 

                                  平成 14 年 3 月吉日 校長」 

（都立市ヶ谷商業高等学校の例） 

    国民の間に様々な意見の対立がある国歌斉唱の是非に関しては，卒業式出

席者の思想・良心の自由を尊重し，なおかつ国歌斉唱の無理強い等がかえっ

て意見対立を際だたせて，温かい心で卒業生を送るという卒業式本来の意義

を損なうことのないよう配慮してなされていたものである。 

  エ ところが，教育現場での国歌の起立斉唱の強制は，石原慎太郎氏が都知事

に就任すると，同氏の個人的理念・信条の発現としての色彩も帯びることと

なって，それ以前にも増して一層強まりだした。石原都知事と，これに同調

する一部の都議会議員が，東京都の教育現場に「日の丸・君が代を強制する」

ことを通じて，支配・統制を強めるべきであるとの意見を公然と出し，実行

しようとするようになった。 

    2003 年 3 月には多数の都立学校の卒業式に都議会議員が出席し，その後

都議会で卒業式の状況に関する意見が出されることになった。中でも，石原

都知事（当時。なお、以下に記載する人名に付された肩書はいずれも当時の

もの）に迎合する一部都議会議員らからは，それまでの都立学校の卒業式の

あり方に否定的な意見が相次いで出された。 

  オ 同年 4 月 10 日の都教委定例会議では，国歌斉唱時に一部生徒や教員が起

立しないこと，司会が内心の自由の説明をすること，式典会場がフロア形式

（舞台壇上で挨拶，卒業証書授与を行わず，全てを平場で行うよう会場設営

すること。そのほとんどが卒業生と在校生の対面形式を採る。）で行ってい

る学校があることなどの「課題」がある，と近藤精一・指導部長の発言があ

り，さらに横山洋吉・教育長より，「そもそも国旗・国歌については強制し

ないという政府答弁から始まっている混乱だ。」との発言がなされた。5 月
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22日の定例会においても，卒・入学式の実施状況について資料付きの報告が

なされた。ただし，この時点では，主に会場の設営等について議論されてお

り，教職員の起立斉唱についてはとくに議論されていなかった。 

  カ 都教委は，同年 6 月 27 日，「都立学校における卒業式及び入学式が，学

習指導要領に基づき，より適正に実施されるために」と称して，「都立学校

等卒業式・入学式対策本部（以下，「対策本部」という。）」を設置し，ま

た対策本部に幹事会を設置した。対策本部の構成員は7名，幹事会の構成員

は15名であった。 

  キ 対策本部および幹事会は，2003 年 7 月 9 日に第 1 回対策本部および第 1

回幹事会を開催した。その後2003年8月26日に第2回幹事会，2003年10

月1日に第2回対策本部および第3回幹事会，同月9日に第4回幹事会，同

月 17 日に第 3 回対策本部を開いた。この中で各都立学校の卒業式等におい

て前方壁面に国旗を掲揚させ，国歌斉唱時に教職員全員を起立させ斉唱させ

るための通達作りを行った。 

    その結果策定されたのが10・23通達である。 

 (2) 10・23通達発出とその後の「指導」 

  ア 10・23通達および別紙実施指針の内容 

   (ｱ) 10・23通達 

     都教委は，2003 年 10 月 23 日，東京都教育長名で都立学校の各校長に

対し，「入学式，卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱の実施について」

と題する通達（以下「10・23通達」という。）を発した。 

     この10・23通達は，都立学校の各校長に対し，第2項で，「入学式，卒

業式等の式典を別紙『入学式，卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱に

関する実施指針』のとおり行うよう求めるものであり，第3項で「教職員

が通達に基づく校長の職務命令に従わない場合は，服務上の責任を問われ

ることを，教職員に周知すること」を内容とするものである。 

   (ｲ) 別紙実施指針 

     そして，別紙実施指針は，国旗を掲揚すべき場所，方法，時間が詳細に

規定されており，また，「式次第に『国歌斉唱』と記載する」，「式典の司会

者が，『国歌斉唱』と発声し，起立を促す。」，「国歌斉唱は，ピアノ伴奏等
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により行う」など入学式，卒業式等の式典における国旗掲揚，国歌斉唱の

具体的方法について詳細な定めがなされたものである。 

     このように，別紙実施指針は，国旗掲揚，国歌斉唱の実施方法につき，

都立学校の各校長の裁量が認められる余地がない一義的内容を詳細に定

めたものである。10・23通達は，別紙実施指針と一体として実施されるも

のであるから，東京都教育長が，都立学校の各校長に対して実施指針に定

められた方法によって国旗掲揚，国歌斉唱を実施するよう強制したもので

あった。 

15教指企第569号 

平成15年10月23日 

都立高等学校長 

都立盲・ろう・養護学校長  

東京都教育委員会教育長 

横 山 洋 吉 

「入学式，卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱の実施について（通達）」 

記 

１ 学習指導要領に基づき，入学式，卒業式等を適正に実施すること。 

２ 入学式，卒業式等の実施に当たっては，別紙「入学式，卒業式等における

国旗掲揚及び国歌斉唱に関する実施指針」のとおり行うものとすること。 

３ 国旗掲揚及び国歌斉唱の実施に当たり，教職員が本通達に基づく校長の職

務命令に従わない場合は，服務上の責任を問われることを，教職員に周知す

ること。 

 

別紙 

 「入学式，卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱に関する実施指針」 

１ 国旗の掲揚について 

  入学式，卒業式における国旗の取扱いは，次のとおりとする。 

(1) 国旗は，式典会場の舞台壇上正面に掲揚する。 

(2) 国旗とともに都旗を併せて掲揚する。この場合，国旗にあっては舞台壇上

正面に向かって左，都旗にあっては右に掲揚する。 
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(3) 屋外における国旗の掲揚については，掲揚塔，校門，玄関等，国旗の掲揚

状況が児童・生徒，保護者その他来校者が十分認知できる場所に掲揚する。 

(4) 国旗を掲揚する時間は，式典当日の児童・生徒の始業時刻から終業時刻と

する。 

２ 国歌の斉唱 

  入学式，卒業式等における国歌の取扱いは，次のとおりとする。 

(1) 式次第には，「国歌斉唱」と記載する。 

(2) 国歌斉唱に当たっては，式典の司会者が，「国歌斉唱」と発声し，起立を促

す。 

(3) 式典会場において，教職員は，会場の指定された席で国旗に向かって起立

し，国歌を斉唱する。 

(4) 国歌斉唱は，ピアノ伴奏等により行う。 

３ 会場設営等について 

  入学式，卒業式等における会場設営等は，次のとおりとする。 

(1) 卒業式を体育館で実施する場合には，舞台壇上に演台を置き，卒業証書を

授与する。 

(2) 卒業式をその他の会場で行う場合には，会場の正面に演台を置き，卒業証

書を授与する。 

(3) 入学式，卒業式等における式典会場は，児童・生徒が正面を向いて着席す

るようにする。 

(4) 入学式，卒業式等における教職員の服装は，厳粛かつ清新な雰囲気の中で

行われる式典にふさわしいものとする。 

   (ｳ) 通達発出までに十分な検討を経ていないこと 

     この10・23通達が発出されるまでに，対策本部は3回しか開催されず，

時間もせいぜい 3 時間程度であった。幹事会も，4 回しか開催されておら

ず，時間も5時間程度であった。また，学者や有識者を呼んでヒアリング

を行った形跡はまったくない。 

     通達を指導・助言にとどまらず校長への「職務命令」という性格を明確

にして発出する点，また，命令の内容が校長への命令にとどまらず「個々

の教職員の一挙手一投足」にまで及んでいる点などで，10・23通達は1999
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（平成11）年の通達から質的に大転換している。それにもかかわらず，こ

のような拙速な手続しか踏んでいないことからしても，最初に「結論あり

き」の対策本部会議・幹事会であることは明らかであった。 

  イ 校長に職務命令発出の裁量がなかったこと 

   (ｱ) 10・23通達発令後の都教委による一連の指導 

    ａ 都教委は，2003 年 10 月 23 日，都立学校の全校長らを対象にして，

「教育課程の適正実施に係る説明会」を開催し，校長らに対し，10・23

通達を配付したうえ，全体会の場で，入学式，卒業式等の式典において

「国旗は舞台壇上正面に掲揚すること。」，「屋外の国旗掲揚の時間帯は，

始業時から終業時まで，すなわち，全日制であれば8時15分から17時

ころまでとすること。」など国旗の掲揚場所，掲揚すべき時間について，

あるいは「教職員は国旗に向かって起立し国歌を斉唱させること。」，「国

歌斉唱のピアノ伴奏については，会場にピアノがあればピアノで伴奏す

ること。ピアノがない場合は，運び込むか考えること。やむを得ない場

合はCD伴奏。ピアノ伴奏は専科の教師に命令すること。」など国歌斉唱

の実施方法について細部にわたる「指導」を行った。 

      加えて，同説明会においては，「教師を職務命令に従わせること」，「職

務命令を出すに当たっては，いつ，どこで，誰に向かって発したか記録

すること。」，「式典の妨害があった場合には職務命令で排除すること。」，

「（国歌斉唱時に）座っている人にその場で職務命令を出すのは難しい

から，必ず事前に職務命令を出すこと。」，「教職員が会場を設営しない場

合，職務命令で行わせること。」，「職務命令についてはマニュアルを作成

するので，それに従うこと。」，「教職員が起立しない場合，現認確認をし，

都教委に報告をすること。都教委は報告を受けて，服務上の責任を問う。

教育庁を挙げて体制を作る。」など，教職員に対する職務命令の発令方法，

教職員の不起立等の現認方法及び都教委への報告等について詳細な指

示を行った。 

    ｂ 都教委は，2003 年 10 月 23 日，前記全体会に引き続いて学区毎の連

絡会を開催し，主任指導主事らが，都立学校の校長に対し，10・23通達

について，「国旗の『舞台壇上正面』とは，壇上正面の壁面を指す。上か
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ら吊り下げる場合を含む。三脚は不可である。」「本件通達の法的根拠は，

学習指導要領に基づくものである」「国旗，都旗，校旗の3枚を掲揚する

場合は，正面に国旗，向かって左に都旗，向かって右に校旗とすること」

「ピアノがある学校は，当然ピアノ伴奏をすること。ピアノを会場に持

ち込むことができる学校も同様である。伴奏者のいないところでピアノ

伴奏が不可能な場合は，ピアノ伴奏ができない理由を都教委に文書で提

出すること。音楽教員のいない学校は伴奏可能な教師に伴奏を命ずるこ

と。伴奏可能な教師が誰もいない学校はCD等で伴奏する場合もあるの

で，都教委に相談すること」その他国旗及び都旗の入手方法，国歌斉唱

の実施方法，10・23通達の適用対象の式典等々について詳細な指導を行

った。 

      また，同連絡会において都教委は，都立学校の入学式，卒業式等の式

典に際して従前行われていた「内心の自由の説明」をすることを禁じ，

式典運営方法についても「教師はできる限り会場内に入れること。……

会場外の受付・警備の係は必要最低限の人数とすること。会場内の人数

は指導部で把握する」など細部にわたる指導を行い，「卒業式には，全都

立学校に教育庁職員を必ず派遣する。課長級以上を1名，他に1名ない

し数名の指導主事を派遣する。」ことを明らかにし，都教委の指導内容が

実施されているか都教委自ら確認することを強調した。 

    ｃ 都教委は，2003 年 11 月 11 日に開催された都立高校校長連絡会にお

いて，「卒業式や入学式について，まず形から入り，形に心を入れればよ

い。形式的であっても，立てば一歩前進である」などと指導し，各校長

に対し 10・23 通達が校長への職務命令であることを再度強調した上，

10・23通達を活用して国旗掲揚・国歌斉唱の「適正実施」を徹底するよ

う指導を行った。 

      その後も，都教委は，2003年12月9日に開催した都立高校校長連絡

会全体会において，各校長に対し職務命令につき「訴訟対応上，必ず書

面で立会人をつけて行うこと」など職務命令の具体的発出方法を指示し

た上，「校長から不協和音を出さないこと」などの指導を行うなど，毎月

の校長連絡会の席等で事細かな「指導」を繰り返した。 
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    ｄ また，都教委は，2004年1月30日に開催された5学区の臨時校長連

絡会において，10・23通達に関するＱ＆Ａ及び「卒業式・入学式の実施

に当たって（Ａ高校の周年行事の実施例）」と題する資料が配布された。

同日配布されたQ＆Aには，①教職員は可能な限り全員式場に入れるこ

と，②教師の参列状況及び国歌斉唱時の起立状況を確認するため座席指

定が必要であること，③司会（や国歌斉唱の発声）は主幹等（の教師）

が行い，教頭は行わないこと，④国歌斉唱時の（不起立の）確認は管理

職が行い，教育委員会職員は補助であることなどが記載されており，前

記「Ａ高校の周年行事の実施例」と題する資料には，①2 週間前までに

式の実施要項（会場図，座席表，式次第，役割分担表等を含む。）を作成

すること，②1 週間前までに教職員全体に対して口頭で包括的な職務命

令を発令すること，③前日までに教職員個人に対して文書で職務命令を

発令すること，④式当日は国歌斉唱状況を確認し，不起立等の職務命令

違反があった場合には，校長が当該教職員に事実を確認し，報告書を作

成することなど，都教委が必要と考える一連の流れが詳細に記載されて

いた。 

      都教委は，卒業式の進行等卒業式の具体的な実施方法，内容について

まで具体的かつ詳細な指示を行ったのである。 

    ｅ 都教委は，2004 年 2 月から 3 月までの間，各学区担当指導主事によ

り都立学校の校長らに対して，2004 年 3 月の卒業式について，直接又

は電話，電子メールなどを用いて継続的な指導を行い，事前に卒業式実

施要項（式場図，進行表，教職員の座席一覧表）を提出させるとともに，

その内容に問題がある場合には修正をさせるなど，卒業式の実施方法に

ついて細部にわたる指導を行った。 

   (ｲ) 卒業式当日の監視状況 

    ａ 都教委は，2004 年 3 月に実施された都立高校の卒業式にそれぞれ複

数の職員を派遣した。派遣された教育庁職員は，1 名が設置者としてあ

いさつし，他の職員は教職員の座席の後に座り，「国歌斉唱」の式次第へ

の記載の有無，「国歌斉唱」「起立」の号令の有無，国歌斉唱時の教職員，

生徒及び保護者の起立，不起立の状況等を確認し，国歌斉唱時に起立し
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なかった教職員，ピアノ伴奏をしなかった教職員がいた都立高校では，

校長及び教頭が，都教委の指示に従って，式典当日に当該教職員に対し，

起立を促すなどしたうえ，不起立ないしピアノ伴奏拒否の事実確認をす

るとともに，都教委人事部学区担当管理主事に対し，電話で服務事故発

生の報告をした。 

    ｂ 不起立・不伴奏の教職員がいた都立学校では，校長が予め用意された

ひな形を使用して，服務事故報告書を作成し，これを都教委人事部職員

課に提出した。なお，都教委人事部職員課は，校長から提出された服務

事故報告書の案文につき修正を指示するなどした。また，都教委は，上

記服務事故報告書の提出を受けた後，指導主事らによって国歌斉唱時に

起立しない教職員がいた学校の校長等から事情聴取をした。 

      なお，服務事故報告書は職員課で用意したひな形を使用するようにあ

らかじめ指示されており，その結果，全ての服務事故報告書の「校長の

所見」欄に「東京都教育委員会の厳正なる処分又は措置をお願いしたい」

旨記載された。 

    ｃ 校長は，服務事故報告書を正式に押印して作成する前に人事部職員課

に案文を提出してお伺いを立て，多くの校長が人事部から修正を指示さ

れた。 

    ｄ また，都教委は校長から服務事故報告書を提出させた後，指導主事ら

を大量に動員して，不起立等の教職員がいた学校の校長に対し，「服務事

故の監督責任に関する事情聴取」を行い，「事情聴取書」を作成した。そ

の事情聴取の中では，校長に対し，対象教職員の業績評価や「校長の学

校経営に対する支援」の程度等まで聞いた上，「あなたは，この事故をど

のように受け止めていますか。また，その責任をどのように取ろうと考

えていますか。」と聞き，校長の責任問題と結びつけることによって校長

を一段と身動きの取れない状況に追い込むものであった。 

   (ｳ) 個別職務命令発出の強制 

    ａ 10・23通達発出当時教育長であった横山洋吉は，別件訴訟の証人尋問

において，「校長は，本件通達を受けた場合，所属の教職員に対して，必

ず職務命令を発しなければならないかどうか」という質問に対し，「必ず
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しも職務命令を発するかどうかは校長の裁量であって，これを故もって

発しなければならないものではございません。」と証言し，続いて職務命

令の出し方について質問され，「職務命令を出すかどうか，あるいは出す

として，どういう方式で出すかについては，校長の判断でございます。」

と証言している。 

      しかし，これまで見たように，都教委は，10・23通達を，校長らに対

する「職務命令」であるという性格を明確にして発出した上，その後の

校長連絡会（全体，学区毎），個別の指導等を通じて校長らに「指導」の

徹底を図っているのであり，このような「指導」は，卒業式・入学式等

を 10・23 通達のとおりに実施させることを意図したものであり，その

中には当然，校長により所属の教職員に対する職務命令を発出させると

いうことが含まれていたのである。 

      すなわち，横山教育長は「……10・23通達は，当然に教師に対する職

務命令，つまり国旗に向かって起立し，国歌を斉唱するよう，職務命令

が出されるということを前提にしていますね。」との問いに対し「はい。」

と明確に肯定しているところである。 

    ｂ 10・23通達発出までは，都立高校において「職務命令」が出されるこ

と自体が稀であったが，10・23通達及びその後の一連の「指導」の結果，

現実に，2004年3月の都立学校の卒業式では，全ての学校で，校長が所

属の教職員らに対して「指定された席で国旗に向かって起立し国歌を斉

唱すること」を含む職務命令が発出されたのである。 

   (ｴ) 文書による個別職務命令を発出しなかった校長に対する締め付け 

    ａ 2004 年 3 月に実施された卒業式において，都立高校のうち西高校及

び新宿高校の2校では個別的職務命令は文書でなく口頭で発出されたが，

米長邦夫教育委員は，2004年5月24日の教育委員会定例会でこの2校

の校長を痛烈に批判し「……教育委員会の方針に逆らった，あるいはそ

れに従わない学校長がいるのであれば，指導していただきたい……学校

長に対して個別職務命令書を出せと言ったのにもかかわらず，それに従

わなかった校長がいるのであれば，それは規律違反ですから，指導部長

がその校長を呼びつけて，そしておわびさせることをやってもらいた
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い。」と近藤指導部長に迫った。 

    ｂ 中村正彦教育長は，2005（平成17）年12月8日の都議会本会議にお

いて，古賀俊昭議員が，式典実施要綱を引用して個別職務命令書を作成

した校長を名指しにし，職務命令の形骸化であると非難する質問を行っ

たのに対し，「……今後は，職務命令として必要な要件を参考として通知

するとともに，校長連絡会等におきまして周知を図るなど，卒業式，入

学式等の適正な実施に向けて校長を支援してまいります。なお，職務命

令の発出に課題のある学校につきましては，個別に指導の徹底を図って

まいります。」と答弁した。 

    ｃ このように，10・23通達発令後は，都教委の指導どおりに職務命令書

を発出しないならば，当該校長が「課題のある校長」として教育委員会

や都議会の場で名指しされ，厳しく指弾されたのである。 

   (ｵ) 小括 

     以上のとおり，各都立学校校長は，10・23通達のとおりに卒業式・入学

式等を実施するよう都教委から職務命令を受けており，かつ，教職員の座

席指定，内心の自由の説明の禁止等々，事細かな点に至るまで「指導」さ

れており，校長自ら卒業式などの式典の内容を決定することができなくな

っていた。 

     また，発出すべき職務命令の内容は都教委に指示されており，都教委の

指導どおりの職務命令書を発しなかった校長に対しては，教育委員や都議

から非難が浴びせられる事態となっており，職務命令を発出しないという

判断はできない状態になっていた。 

     したがって，校長らにおいて，卒業式の内容を決定することなどできず，

職務命令についても，その内容の決定及び発出の必要性の有無の判断すら

できなかったのであって，各校長に裁量など残されていなかったのである。 

  ウ 各学校に裁量が残されていなかったこと 

    10・23通達およびその後の都教委の執拗な「指導」および上記職務命令に

より，ほぼすべての都立学校において 10・23 通達の実施要綱のとおり会場

設営が行われることになった。各学校で決めることが許されていたのは，旗

の大きさや紅白幕の有無などに限られていた。すなわち，生徒の座席はすべ
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て壇上正面の日の丸に向かって並べられ，職員の座席も同様に正面に向けら

れ，どこに座るか座席が指定され，また，これまでよく行われていたフロア

形式，対面形式などによる卒業式は事実上禁止されるなど，都教委が定めた

やり方以外は認められなくなったのである。 

 (3) 10・23通達以降の処分ありきの大量処分の強行 

  ア 個別事情を考慮しない一律・画一的な処分 

   (ｱ) 2003（平成15）年10月31日，都立足立西高等学校で周年行事が開催

された。これは 10・23 通達発令後，最初の周年行事であった。その後，

11月8日に都立深沢高校，同月14日に都立東大和南高校，12月16日に

都立杉並高校でそれぞれ周年行事が行われた。10・23通達発出以降に実施

された周年行事に際しては，6校10名の教職員の不起立が報告された。 

   (ｲ) 都教委は，2004（平成16）年1月26日，東大和南高校の周年行事にお

いて起立しなかった教職員に対する事情聴取を皮切りに 6 校 10 名につい

て校長及び教職員本人の事情聴取を行った。事情聴取に際しては，当該教

職員の業績評価，労働組合に所属しているか否か，校長に協力的かどうか

等，こと細かに個別の事情が聴取された。 

   (ｳ) 2月4日，平成15年度第18回教職員懲戒分限委員会が開催され，6校

10名の教職員に対し，懲戒処分（戒告処分）の答申が出され，同月12日

に開催された東京都教育委員会第3回定例会において戒告処分が決定され，

同月 17 日周年行事関係の 6 校 10 名の教職員に対して戒告処分が発令さ

れた。 

  イ 懲戒処分ありきの処分手続き 

    懲戒処分に当たっては，一人一人の対象者ごとに個別の事情が十分に考慮

されて，一人一人の対象者ごとに審査がされるべきである。しかし，都教委

は，周年行事において起立しなかった者について，同時期に起きた同種事案

として十把一絡げにして処分したのである。 

    これは，起立しなかったあるいはピアノ伴奏しなかった教職員について懲

戒処分を科すことが，10・23通達発令のときからの既定路線であったからで

ある。 

    すなわち，通達発出前の2003年8月26日に開催された卒業式・入学式対
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策本部第2回幹事会において，すでに「今回の通達は，結果をもって処分す

るかどうかである」との議論がなされていた経過からすれば，起立しなかっ

た教職員の処分が既定路線となっていたことが明らかにされているのである。 

    それゆえ，事情聴取においてこと細かに個別の事情が聴取されているが，

処分の審査の過程においては，個別の事情は全く考慮されず，処分に反映さ

れることはなく，それゆえすべての者に戒告処分という一律，画一的な処分

がなされたのである。 

  ウ 事情聴取における立ち会いの拒否，メモの禁止 

    2004 年 3 月に行われた卒業式において起立しなかったあるいはピアノ伴

奏をしなかった教職員170名余について，2004年3月22日ころから26日

までに校長及び当該教職員の事情聴取が行われた。 

    この懲戒処分に向けた事情聴取においては，原告ら被処分者は懲戒処分と

いう自らに対する不利益処分に関する手続きであることから，弁明の機会へ

の弁護士の立ち会いを求めたが，都教委は何らの不都合がないにもかかわら

ず，弁護士の立ち会いを認めなかった。すなわち，都教委は，原告が，事情

聴取を受けるために呼び出された聴取場所に出向いているにもかかわらず，

弁護士の立ち会いを求めただけで，一方的に事情聴取を受ける意思がないな

どと断定し弁明の機会を奪ったのである。 

    さらに，都教委は，教職員本人に付与された弁明の機会（事情聴取）にお

いて，何ら不都合がないにもかかわらず，テープ録音はおろか，本人がメモ

を取ることさえ禁止し，事情聴取を経て作成され，自らが署名押印した事情

聴取書の写しを交付することを求めても，これを拒否したのである。 

  エ 教育庁開闢以来の異例の手続きであったこと 

    また，通常，懲戒処分手続きの事情聴取に関与するのは人事部の職員に限

られるところ，このときの事情聴取は，懲戒処分を担当する人事部以外に，

たとえば，福利厚生部から福利課長，給付課長，福利課企画調整担当係長，

給付課資格係長が，生涯学習スポーツ部からスポーツ振興係長，文化財担当

副参事，社会教育課長，主任社会教育主事，国体準備担当副参事，社会教育

課地域振興係長などが，総務部から契約管財課長，教育政策室人権教育調整

担当課長，教育政策室企画担当課長，情報化推進担当副参事，企画担当課長，
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総務課文書係長などが，学務部から営繕課長，学校健康推進課長，学校経営

指導課長，高等学校教育課健康推進係長，営繕管理係長などが動員され，教

育庁始まって以来の異例の態勢を敷いて，文字通り東京都教育庁をあげて管

理職を動員して行われたのである。 

    そして，このことは，後述するとおり，「見せしめ」として年度内に処分す

ることに固執した都教委が，通常は懲戒処分の事情聴取など担当しない者を

も大量に動員して形ばかりの事情聴取を行ったにすぎないことを白日の下に

晒す結果となっているのである。 

  オ 「見せしめ」としての懲戒処分 

   (ｱ) 都教委人事部は，3月29日，卒業式について，①不起立等の教職員171

名を懲戒処分とする，②不起立の再雇用職員5名の再雇用採用選考合格を

取り消すとの処分原案を策定した。 

     同日，横山教育長は，人事部が策定した処分原案を，教職員懲戒分限審

査委員会に諮問した。同日，教職員懲戒分限審査委員会は，会議を開くこ

となく，持ち回り協議によって，人事部原案通り，171 名を戒告処分とし

たうえ，5名の再雇用職員採用選考合格を取消すという答申をした。 

   (ｲ) 翌 30 日，東京都教育委員会臨時会が開催され，上記教職員懲戒分限審

査委員会の答申通りの処分が決定された。同日のうちに，14名の教職員に

対し，翌 31 日に残る 157 名の教職員に対し，それぞれ懲戒処分が発令さ

れた。また，再雇用職員5名について合格の取消しが行われた。 

   (ｳ) 3 月の卒業式で起立しなかった都立盲，ろう，養護学校の教職員につい

て，4 月 5 日までに校長及び当該教職員の事情聴取が行われた（1 名につ

いては 4 月 5 日午後 1 時 40 分に呼び出しを受けていたが，事情聴取は行

われなかった）。 

     同日までに，対象となった教職員のうち9名に戒告，残る1名につき減

給 10 分の 1・1 月の懲戒処分との人事部原案が策定され，横山教育長は，

即日，人事部原案を教職員懲戒分限審査委員会に答申した。 

     教職員懲戒分限審査委員会は，即日，人事部原案通り，9名を戒告，1名

を減給10分の1・1月とする処分を答申した。同日午後4時，東京都教育

委員会臨時会が開催され，教職員懲戒分限審査委員会の答申通りの処分が
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決定された。 

     翌6日，10名の処分が発令された。 

  カ 前例のない持ち回り決議による懲戒分限委員会の決議 

    前述の通り，前例のない人事部職員課以外の者を借り出して不起立者に対

する一斉の事情聴取を行い，さらに，これまた前例のない持ち回り（回覧）

による懲戒分限審査を行うという，前代未聞の拙速な手続によって懲戒処分

を発令した。 

    特に，上記(ｳ)に際しては，4 月 5 日午後 1 時 40 分に対象教職員を事情聴

取のために呼び出していながら，同日午後4時から教育委員会臨時会が開催

されている。この臨時会の開催は4月1日に召集決定及び招集通知がなされ

ており，同日午後4時には教育委員会に処分議案が上程されることが既定路

線となっていたのである。事情聴取には少なくとも 30 分程度は要すること

からすれば，懲戒分限審査委員会が 10 名の懲戒分限審査に当たる時間は 2

時間弱しか確保されていなかったことになる。これは，懲戒分限審査委員会

は懲戒処分を適正にみせかけるための傀儡にすぎず，事情聴取内容にかかわ

らず処分内容まですべて事前に決められていたことを示すものである。 

  キ 拙速な処分の理由 

    このように形だけ整えてまで，3月中に処分を行ったのは，2003（平成15）

年度の卒業式で起立しなかったあるいはピアノ伴奏しなかった教職員につい

て，2004（平成16）年度の入学式前に懲戒処分を発令する必要があったから

である。 

    すなわち，3 月の卒業式で数多くの教職員が起立せずあるいはピアノ伴奏

しなかったことから，4月の入学式の前に「起立（ピアノ伴奏）しなければ，

処分されるぞ」という脅し，言い換えれば「見せしめ」のために，これらの

者に対して懲戒処分を発令しておく必要に迫られたのである。 

  ク 入学式における処分の経過 

   (ｱ) 2004 年 4 月中に，3 月の卒業式で起立しなかった教職員 2 名と 4 月に

行われた入学式で起立しなかったあるいはピアノ伴奏しなかった教職員

36名の合わせて38名について校長及び当該教職員の事情聴取が行われた。 

   (ｲ) 5 月 17 日までに 38 名のうち33 名を戒告処分とし，残る3 名について
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は減給10分の1，1月とする人事部原案が策定され，教職員懲戒分限審査

委員会に諮問された。 

   (ｳ) 教職員懲戒分限審査委員会は，同月 24 日までに人事部原案通りの答申

を行ない，同月24日に開催された東京都教育委員会第10回定例会におい

て，答申通りの処分が決定され，翌25日，38名に対し処分が発令された。 

  ケ 都教委の組織的な実施態勢 

    これまで見てきたように，校長らに卒業式等を 10・23 通達どおりに実施

させて，個別職務命令を間違いなく発令させるために，都教委は万全の実施

態勢を整えた。 

    この点は，2003年7月9日付けの「都立高等学校における『国旗・国歌』

の現状と課題」と題する高等学校教育指導課作成の文書にも良く現れている。

同文書は，「都立高等学校における『国旗・国歌の適正な実施』は，学校経

営上の弱点や矛盾，校長の経営姿勢，教職員の意識レベル等がすべて集約さ

れる学校経営上の最大の課題であり，この課題の解決なくして学校経営の正

常化を図れない。」と位置づけている。 

    さらに，「内心の自由」の説明をすることが式の適正な実施を妨げている

こと，卒業式等における教員の不起立，都議会議員を招待しないことが「課

題」であるとしている。 

    そして，次のような方策をとることが記載されている。 

   「４ 完全実施に向けた具体的課題 

   （1）校長への「通達」 

   （2）起立しない教員 

   （3）課題校の校長への支援 

   （4）指導訪問による学校への指導・助言 

   （5）「新実施指針」への記載事項 

   （6）正面掲揚に向けた予算的支援 

   （7）その他                     」 

   「６ 全校・全課程の卒業式に都庁職員を派遣 

   （1）職務内容 

   （2）出席者 
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   （3）派遣体制           」 

   「7 卒業式・入学式の実施後の調査 

   （1）調査方法 

   （2）調査項目 

   （3）調査結果の公表 

   （4）調査結果に基づく指導      」 

    ここに記載されている方策が，既に見たように，10・23通達発出以降全都

立学校を対象に組織的・画一的に行われたのである。 

  コ 教職員らに対する懲戒処分等 

   (ｱ) 戒厳令下ともいうべき以上のような状況の中，2003 年度周年行事，同

年度卒業式，2004 年度入学式における君が代斉唱時の不起立またはピア

ノ伴奏拒否を理由として，延べ243名もの都立学校・都内公立小中学校教

職員に対し，戒告・減給等の前例のない大量の懲戒処分が強行された。 

   (ｲ) このような大量のかつ苛酷な処分は，その後，2004 年度卒業式以降も

継続された。ただし、本件の先行訴訟である2012年1月16日最高裁第一

小法廷判決において、減給以上の処分については「相当性を基礎づける具

体的な事情」を要する、と判示されたため、以降、都教委は原則として不

起立3回までは戒告、不起立4回以上を減給処分とするようになった。 

     本件懲戒処分までの都立学校（都立高校・特別支援学校）及び小中学校

における処分者の人数，内訳等（発令時）は，次のとおりである。ただし、

前述の最高裁判決及びそれ以降の同趣旨の判決により、減給処分及び停職

処分の多くは取り消されている（それに伴う再処分については以下の数字

には含まない）。 

年度・行事 処分者合計 内訳 

2004年度卒業式関係 

 

 

53名 39名 戒告処分 

10名 減給10分の1（1ヶ月） 

4名 減給10分の1（6ヶ月） 

2005年度入学式関係 10名 6名 戒告処分 

3名 減給10分の1（1ヶ月） 
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  1名 停職（1ヶ月） 

2005年度周年行事関係 1名 1名 停職（1ヶ月） 

2005年度卒業式関係 33名 21名 戒告処分 

10名 減給10分の1（1ヶ月） 

1名 停職（1ヶ月） 

1名 停職（3ヶ月） 

2006年度入学式関係 5名 2名 戒告処分 

3名 減給10分の1（1ヶ月） 

2006年度周年行事 1名 1名 減給10分の1（1ヶ月） 

2006年度卒業式関係 35名 20名 戒告 

11名 減給10分の1（1ヶ月） 

1名 減給10分の1（3ヶ月） 

1名 停職（1ヶ月） 

1名 停職（3ヶ月） 

1名 停職（6ヶ月） 

2007年度入学式関係 7名 2名 戒告 

3名 減給10分の1（1ヶ月） 

2名 減給10分の1（6ヶ月） 

2007年度卒業式関係 20名 

 

9名 戒告 

7名 減給10分の1（1ヶ月） 

2名 減給10分の1（6ヶ月） 

2名 停職（6ヶ月） 

2008年度入学式関係 2名 

 

1名 戒告 

1名 減給10分の1（1ヶ月） 

2008年度卒業式関係 12名 4名 戒告 

1名 減給10分の1（1ヶ月） 

4名 減給10分の1（6ヶ月） 

1名 停職（3ヶ月） 

2名 停職（6ヶ月） 
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2009年度入学式関係 1名 1名 減給10分の1（6ヶ月） 

2009年度卒業式関係 4名 1名 減給10分の1（1ヶ月） 

1名 減給10分の1（6ヶ月） 

2名 停職（1ヶ月） 

2010年度入学式関係 3名 1名 戒告 

2名 減給10分の1（1ヶ月） 

2010年度卒業式関係 6名 2名 戒告 

1名 減給10分の1（1ヶ月） 

2名 減給10分の1（6ヶ月） 

1名 停職（1ヶ月） 

2011年度入学式関係 1名 1名 戒告 

2011年度卒業式関係 3名 3名 戒告 

2012年度入学式関係 1名 1名 戒告 

2012年度卒業式関係 6名 5名 戒告 

1名 減給10分の1（1ヶ月） 

2013年度入学式関係 3名 2名 戒告 

1名 減給10分の1（1ヶ月） 

2013年度卒業式関係 4名 3名 戒告 

1名 減給10分の1（1ヶ月） 

2014年度入学式関係 2名 1名 減給10分の1（1ヶ月） 

1名 減給10分の1（6ヶ月） 

2014年度卒業式関係 1名 1名 減給10分の1（1ヶ月） 

2015年度入学式関係 1名 1名 減給10分の1（1ヶ月） 

2015年度卒業式関係 4名 3名 戒告 

1名 減給10分の1（1ヶ月） 

2016年度卒業式関係 2名 1名 戒告 

1名 減給10分の1（1ヶ月） 

2017年度卒業式関係 1名 1名 戒告 
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   (ｳ) また，都教委は，2004 年 4 月から退職後再雇用職員として合格した者

または前年度から引き続き再雇用職員として勤務予定であった者合計8名

に対し，2003 年度卒業式において国歌斉唱時に起立しなかったことを理

由として，勤務が始まるわずか 2 日前の 2004 年 3 月 30 日にその合格取

消しを通知した。 

     不起立教員には懲戒処分が下されるのみならず，再発防止研修を受けさ

せられ，さらに定年退職後の再雇用も認められないという，二重三重の「見

せしめ」が行われたのである。 

   (ｴ) さらに，都教委は，卒業式・入学式当日の派遣職員による調査結果等に

基づき，国歌斉唱時に生徒の不起立が多かった都立学校に「調査」と称し

て職員を派遣し管理職や教員の事情聴取を行った。そして，後述するよう

に，2004 年 5 月 25 日，合計 67 名の管理職および教員について，「指導

不足による生徒の不起立」「不起立を促す教員の不適切な言動」等を理由

として，「厳重注意」「注意」「指導」を行う旨発表し，同年6月中にこ

れを行った。 

 (4) 不起立教員に対する再発防止研修の徹底 

  ア 不起立を「服務事故」と捉えて「再発防止研修」の実施を求める古賀議員

の質問に対する答弁 

    2004年6月8日の都議会本会議代表質問において，古賀俊昭議員の 

     「仮に，研修センターでの研修を数日あるいは一日受講する際に，当初

から教育公務員としての反省の態度が全く見られず，また成果も上がっ

ていない場合，研修の延長，あるいは再研修を命じるべきであります。

重要な法令違反を犯し，反省もしていない者を教員として教壇に戻すこ

とはあってはならないと考えますが，いかがでしょうか。」 

   との質問に対し，横山教育長は， 

     「処分を受けた教員の研修についてですが，卒業式，入学式等におきま

して，校長の職務命令に違反し，処分を受けた教員に対しまして，再発

防止の徹底を図っていくことは重要でございます。これらの教員等に対

しまして，服務事故再発防止研修を命令研修として受講させ，適正な教

育課程の実施及び教育公務員としての服務の厳守などについて，自覚を
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促してまいります。なお，受講に際し，指導に従わない場合や成果が不

十分の場合には，研修修了とはなりませんので，再度研修を命ずること

になりますし，また，研修を受講しても反省の色が見られず，同様の服

務違反を繰り返すことがあった場合には，より厳しい処分を行うことは

当然のことであると考えております。」 

    と答弁した。 

  イ 再発防止研修の実施 

   (ｱ) この答弁の後，2004年6月28日に，君が代不起立等の職務命令違反を

理由とする懲戒処分に対して，人事委員会に対して審査請求し，その審理

が継続している中，「再発防止研修」なる名称の研修の受講を命じる処分が

発令されている。また，2005年にも複数回にわたり同様の処分が発令され

ている。 

     また，「反省もしていない者を教員として教壇に戻すことはあってはな

らないと考えますが，いかがでしょうか。」という古賀議員の質問に対して，

横山教育長は，「……受講に際し，指導に従わない場合や成果が不十分の場

合には，研修修了とはなりませんので，再度研修を命ずることになります

し，また，研修を受講しても反省の色が見られず，同様の服務違反を繰り

返すことがあった場合には，より厳しい処分を行うことは当然のことであ

ると考えております」と答弁している。 

     その結果，不起立を繰り返すたびにより重い処分が課されるようになっ

ていたのである。 

   (ｲ) 再発防止研修は，東京都教職員研修センターにおいて実施される基本研

修および専門研修を受講することが命じられるほかに，勤務校において実

施される校内研修を受講することが必要とされている。 

     このうち校内研修は，全体研修と，グループ研修，個別研修の三種が実

施されている。研修の対象は被処分者に限られず，全体研修は，全教職員

を対象に実施される。 

     これは，原告被処分者らにとって，自らの行為によって，同僚に不必要

な時間をとらせる結果となっている。すなわち，処分を受けていない教職

員も出席しなければならず，処分されていない教職員にも連帯罰を与える
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やり方で行われているのである。 

     また，この校内研修は，処分後に異動や退職者があった場合でも，処分

事由の発生した前任校で実施されることとなっており，例えば，処分者が

転出した後でも前の同僚が出席を余儀なくされるのである。 

     都教委は，このような不必要な全教職員を対象とする校内研修を強行す

ることにより，原告被処分者と処分されていない教職員との利害対立を作

り出そうとしているのであり，短期間での異動とあわせて，学校内におい

て被処分者を孤立させる意図のもとに行われているのである。 

   (ｳ) 2012年以降，再発防止研修の強化が図られている。2011年までの再発

防止研修は，研修センターにおける全体研修において「地方公務員法（服

務規律）について」の講義を受講し，受講報告書の提出を求められるにと

どまっていた。 

     2012 年以降は，研修センターでの全体研修に先立って所属校研修とし

て受講前報告書の提出が義務付けられ，研修センターでの全体研修終了後

には，研修センターで個別研修の時間が設けられ，振り返りシートの作成

が求められるようになった。全体研修の内容も「地方公務員法（服務規律）

に加えて「教育における国旗掲揚と国歌斉唱の意義と教職員の責務につい

て」の受講が義務付けられるようになっている。 

     特に，受講前報告書では，「服務事故を起こしたときの気持ち」の記載が

要求され，個別研修では，一人の被処分者につき，都教委側から講師・司

会・記録2名に校長の合計5名が同席する中で，被処分者に対して「国旗

に向かって起立し，国歌を斉唱することを命じた職務命令に対して，どの

ようにするべきですか。」あるいは「法令等や上司の職務上の命令に従って

職務を遂行することは，公務員としての責務です。このことを踏まえ，あ

なたは今後，公務員としてどのように職務を遂行していこうと思います

か。」といった個人の思想にかかわる質問に対し，被処分者が回答を読み上

げさせられる。 

     さらに，研修終了後提出が求められる受講報告書には，「国旗・国歌の指

導について，教師自ら範を示すことが大切であることが理解できた。」ある

いは「今後，服務事故を起こさないために，校長の職務命令に従うべきで
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あることが理解できた。」などのチェック欄が設けられている。 

     すなわち，被処分者に対し，自らの思想の告白を強要し，繰り返し自己

に非があると認めさせようとするためのプログラムとして構築されてい

るのであって，再発防止研修が，被処分者に思想の告白を強要し，その転

向を迫るものとなっている。 

     2012年以降の再発防止研修は，繰り返し同一内容の研修を受けさせ，自

己の非を認めさせようとするものとなっており，再発防止研修の受講自体

が著しい精神的苦痛を与えるものとなっている。 

 (5) 小括 

   以上のとおり，10・23通達は，それまでの通達とは異なり，教育現場におい

て個別職務命令を出させ，起立しなかった教職員に対する懲戒処分をする仕組

みとして構築されているのである。 

   そして，大量処分の強行や被処分者に対する再発防止研修の強化を通じて，

教職員に対する国歌の起立斉唱の義務付けを貫徹が図られてきたのである。 

２ 10・23通達による卒業式等の変質～特別支援学校の例 

 (1) 特別支援学校における卒業式等の意義 

  ア はじめに 

    特別支援学校（旧養護学校）においては，特に児童や生徒の知的レベルや

身体的レベルから普通学級とは異なる実態があり，10・23通達にあるような

卒業式の形式を強制することは特別支援学校の実態を知らないか，無視し，

児童生徒への対応の柔軟性を破壊するものである。 

  イ 特別支援学校の児童･生徒の実態 

    東京都教育委員会の2009（平成 21）年の調査によれば，都内の特別支援

学校には，重度・重複障がいを持つ生徒が相当数在籍（小学部 23％，中

学部 20％，高等部 10％）しており，教育上の大きな課題となっている。 

    例えば，「東京都特別支援教育推進計画『第二次実施計画』骨子（案）に

ついて（2007年7月都教育庁）」においては，「障害の重度・重複化，多様

化に対応する個に応じた教育の推進 」が「基本的な検討課題」となっている」

などと示されている。 
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  ウ 本件通達や職務命令以前の特別支援学校の卒業式について 

   (ｱ) 特別支援学校での卒業式 

     特別支援学校における行事（卒業式等）は，日常の教育活動の成果を発

表する場である。そのために，特別支援学校では長年にわたり様々な実践

や試行錯誤を積み重ね，その中で生まれてきたのがフロア形式や対面式で

ある。通常の壇上形式は，子どもたち全員が壇上に向かって坐る形式であ

るが，フロア形式は，子どもたちがフロアに円形に坐るなど，子どもたち

同士の顔が身近に見える形式である。また，対面式とは，フロア形式の一

つで，子どもたちがフロアで向かい合って坐る形式である。肢体不自由児

にとっては，フロア形式は，壇上での卒業証書授与が自力では困難な生徒

の自力参加の可能性を拡大するものであり，バリアフリーの考え方を推し

進めるものであり，また，横になったり座ったりすることしかできない生

徒にとっても，行事への参加の実感を深めるものである。 

     また，知的障がい等がある児童，生徒の中には，その認識能力の低さか

ら，自己の置かれている状況を把握することが困難である者，対人コミュ

ニケーションに困難を有する者が非常に多い。したがって，集団行動をと

る場合，集団の前に立った教員が全体に指示するだけでは足らず，一人ひ

とりに同じ指示を与える個別指導が絶えず必要となる。フロア形式や対面

式は，教員の指示や友だちの行動を「より見やすく，気づきやすく」する

ことができ，一緒にやろうという意欲や模倣しようという気持ちを膨らま

せることができる。しかし，壇上形式では，壇上で行われる行動が遠すぎ

て，小さな動きや表情を読み取ることが困難となり，かつ，他に意識が分

散しやすくなる。 

     このような理由で，特別支援学校の入学式，卒業式および周年行事では，

フロア形式や対面式が行われてきたのである。 

   (ｲ) 壇上形式と比較した対面・フロア形式の意義 

     対面・フロア形式で行われる卒業式は， 

    ⅰ フロア形式では自力で移動できる子は自分の力で校長のところまで行

き卒業証書をもらい，それを見守る方もその卒業生を間近で見ることが

できる。 
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      演壇を設置した場合，そもそも，特別支援学校には肢体不自由で壇上

に上ることそのものが困難な児童・生徒も多く，彼ら彼女らが自力で移

動して卒業証書を受け取ることが困難となる。 

    ⅱ 対面式では，児童・生徒が直接対面することで，お互いの表情を読み

取り，共に卒業を祝うことを体全体で感じ取ることができる。特別支援

学校の生徒は，近くで直接見たり触れたりすることを通じて初めて卒業

式に参加することの意義を理解することがある。まして壇上に上っての

証書の授与などは肉体的にも困難が伴い，かえって児童・生徒に不安と

苦痛を与えるだけである。 

 (2) 特別支援学校の実態に対する都教委の認識 

   前記(1)で述べた特別支援学校における現状，実態について，都教委自身，形

式的にはこのような実態は認めており，また，フロア形式等も許されるかのよ

うな発言をしている。 

   特別支援学校において，壇上形式を一律に行うものであるかについて，横山

教育長，近藤指導部長は，都議会文教委員会において， 

    「障害の程度によっては起立ができない児童・生徒や壇上に上がることが

できない児童・生徒もいることは承知している。起立ができなかったり壇

上に上がることができない児童・生徒については，その児童・生徒の障害

の状態や特性などを考慮して学校長が判断するものであると考えている」 

  と答弁している。 

   そして，これが基本的な都教委の考え方であるとしている。 

   また，近藤は，東京都人事委員会の口頭公開審理での証人尋問において， 

    「（フロア形式については）それぞれその障害の程度とか障害の種別によ

って，その学校で判断してやってきたものだと考えております。」 

  と述べ，都教委の基本方針として，特別支援学校については児童生徒の障がい

の状況などに応じ校長が判断し，個別に配慮して対応するものであるというこ

とを確認した。 

   さらに，同審理のために提出した「陳述書」においても， 

    「卒業証書を壇上で授与するということも，養護学校等（現特別支援学校）

におきましては，児童生徒の障害の種類や程度などに応じて校長が判断し，
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個別に配慮しながら対応している場合があります。」 

  と述べているところである。 

 (3) 10・23通達後の卒業式等における壇上形式の強要 

  ア 都教委は，形式的には，特別支援学校の卒業式等の形態について，前記(2)

に述べたように，児童・生徒の障がいの程度，種別によって，当該校長の判

断するものとしている。 

  イ しかし，現実には，10・23通達以後の2003年度の卒業式にあっては，フ

ロア形式はまったくなくなり，すべて壇上形式となった。近藤は，2003（平

成15）年度の卒業式，2004（平成16）年度の入学式について，2004（平成

16）年 5 月 24 日の教育委員会第 9 回定例会で，卒業式における卒業証書の

授与は，都立学校は全校で壇上での卒業証書の授与を実施した，入学式につ

いてもすべて演台を使用したと報告している。 

    そして近藤は指導部長として，今年行われました卒業式，入学式につきま

しては参加された人々から賞賛の声も多く寄せられているところでございま

す，などと誇らしげに報告しているのである。 

  ウ 特別支援学校に関しては，児童・生徒の特性を考慮するといいながら，そ

の実態は，すべての学校において，100パーセント，10・23通達とおり壇上

形式となっている。 

    後述(4)で述べるような弊害を多発させておきながら，このような指導・強

制がなされるのはきわめて不自然で，作為的である。このことは，異常な強

制，強力・強烈な指導が行われたことを如実に示している。この事実こそが，

10・23通達の強制力が，個々の校長の権限をしばり，個々の学校内の教師の

自由な意見交換を不可能にしていることを明らかにするものと言えるのであ

る。 

  エ 2003年の10・23通達は，卒業式や入学式の儀式行事の形式を予め定めら

れた実施指針のとおりにやれというものであった。これは壇上に国旗を掲揚

して，壇上で卒業証書を授与し，その間児童・生徒は壇上を見上げて定めら

れた椅子にじっと座ることを強制するものでもある。このような形態を強要

することは，じっとしていること自体が困難な児童・生徒がいる特別支援学

校の実態を無視するものである。 
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 (4) 壇上形式の卒業式等に対する反対の声，不具合の内容 

   2003 年度以降に壇上形式で行われた卒業式につき，東京都障害児学校教職

員組合の行ったアンケートによれば，以下の事実，あるいは意見を持つ児童生

徒，教職員，保護者がいることが明らかになっている。 

  ア 肢体不自由児校で，会場の前3分の1がスロープという異様な形態となり，

在学生にとっては舞台が遠く何をやっているのかわからない。 

  イ 知的障がい児校で，卒業生も在校生も正面向きで座っていることで，何を

やっているか把握することが困難な生徒が多くいた。 

  ウ 舞台を見続ける状態では何をやっているかわからない生徒もいた。そのた

め，対面式に途中で変わると「あっ，〇〇さんだ」という声があちこちであ

がり，式の意味を理解した生徒がいた。 

  エ 前が見えないので児童がじっと座っていられなかった。 

  オ 卒業生および在学生から「どうしてこんな式なの」という声が上がった 

  カ 「誰のための卒業式か」という声があったこと。 

  キ 校長は通達を読み上げるだけで質問は受け付けないという状況に，教職員

や児童生徒が不満を抱いていること。 

  ク はじめに実施指針ありきという状況，「おしつけはおかしい」という声，

処分をかざしての強制に強い怒りを感ずる等，通達の強制実施については多

くの反対の声があること。 

  ケ 車椅子で酸素ボンベを引く生徒については校長が壇上から降りて証書を授

与した学校があった。 

  コ 長時間同じ姿勢を続けることが厳しい生徒が続出したとの報告があった。 

  サ 伝統的に行っていた生徒作成のステンドグラスの展示を認めなかった学校

があった。 

  シ スロープ形式については，スロープが急で危なかった，大型車椅子は壇上

での方向転換が狭くて危険だった。 

  ス 「おいわいのことば」を「祝辞」に「おくることば」を「答辞」にされ，

壇上で受け取りたくないと生徒が遅刻し校長室で授与される例があったとい

う報告もあった。 

   以上は報告例の一部であるが，いずれも，これまで障がい児学校として，児
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童・生徒の特色を考慮し，教師，児童・生徒，保護者，学校が創意工夫して行

ってきた卒業式などの式を一律化する強力な押し付けによって発生した弊害で

ある。 

   これらの報告例をみると，10・23通達による一律強制が，障がい児学校現場

の柔軟な教育姿勢をいかに阻害していったのかがよくわかるのである。 

 (5) 10・23通達後の卒業式の評価 

   以上のように，10・23通達後の卒業式の実態は，都教委が，卒業式等の形式

は，児童生徒の障がいの種類や程度に応じ，個々の校長が判断するものと言い

ながら，校長自体，通達に封じ込まれ，個別の対応などできず，弊害を無視し

て職務命令を出し，通達の実現をはかるということが一律に行われたことを証

明する結果となっている。 

   このようなことから，都教委が，特別支援学校について，柔軟な運用 をと

答弁しても，実際は，個々の校長を強制し，個々の教師を強制して，10・23通

達を実施させたことは明らかなのである。特別支援学校等の卒業式，入学式の

壇上での実施が 100％であったのは，そのように都教委が仕組んだからなので

ある。 

   そして，その後の卒業式，入学式については，前にもまして強制が強まって

いるのである。 

   なお、ここには特別支援学校の例を挙げたが、全日制ないし定時制高校にお

いても、10・23通達どおりの式（「壇上に国旗を掲揚する」「壇上で卒業証書

を授与する」等）を強いられたために、これまで各学校で創意工夫して作り上

げられてきた卒業式や入学式の会場設営や式次第を変更せざるを得なくなって

いった。 

３ 10・23通達発出の必要性がなかったこと 

 (1) 10・23通達発出直前の都立学校の状況 

  ア 1999（平成11）年通達発出に至る経過 

    1989年学習指導要領改訂以降，毎年文部省が全国で「国旗掲揚・国歌斉唱」

実施率の調査が行われてきた。ここで調査の対象となっていたのは，学校の

「実施率」，すなわち，学校として，卒業式等で「国旗を掲揚したか」「国歌

を斉唱したか」とであって，個々の教職員や生徒の行動については調査対象
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とされていなかった。 

    すなわち，学習指導要領改訂後も，文科省は国旗の掲揚及び国歌の斉唱に

ついては，「学校」毎に実施されているか否かを調査し，実施することが指導

要領を「適正実施」することとして指導を続けていたのである。 

  イ 1998（平成10）年通知及び実施指針 

    その後，東京都の「国旗国歌」実施率が全国平均より低いことを受けて，

都教委は，1998（平成10）年11月9日通知及び11月20日実施指針を発出

した。 

    その内容は，「国旗掲揚及び国歌斉唱の実施状況については，前回の平成7

年春の調査に比べて全体としては実施率が上昇しているものの，いまだ実施

されていない学校があり，また一部の都道府県において依然として実施率が

低い状況があるとの指摘があります」というものであり，実施率の低さが問

題にされているが，個々の教員や生徒の国旗掲揚・国歌斉唱時の態度が問題

とされることはなかった。 

  ウ 国旗国歌法制定と1999（平成 11）年文部省通知 

    そして翌年，1999（平成11）年8月に国旗国歌法が制定され，その制定直

後の1999（平成11）年9月17日文部省通知では，「この法律の施行に伴っ

て，このような学校におけるこれまでの国旗及び国歌に関する指導の取扱い

を変えるものではありません」とされている。 

    国旗国歌法制定以前から，国旗及び国歌に関する指導は，学校ごとに国旗

掲揚，国歌斉唱が「実施」されているか否かという点が指導の対象となって

おり，個々の教職員や生徒の国歌斉唱時の態度まで指導対象とはなっていな

かった。 

    この通知においても，国旗国歌法制定によって，それまでの「国旗及び国

歌に関する指導の取扱いを変えるものではない」ことが確認されており，同

法の制定が「国旗及び国歌に関する指導」の取り扱いを変える根拠とはなり

えない。 

  エ 1999（平成11）年対策本部及び1999（平成 11）年通達 

    その後，都教委内部に卒入学式対策本部が設置され，1999（平成11）年通

達が発出された。この通達はこれまでと同じように，学校ごとに国旗掲揚，
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国歌斉唱を「実施」することを求め，その「実施」方法の指導をするもので

あった。すなわち，個々の教職員や生徒の国歌斉唱時の行為を個別に取り上

げて，指導することを求めるものではなかったのである。 

  オ 2000（平成12）年度以降は実施率100パーセントとなったこと 

    上述の経過を経て，2000（平成12）年には，都立学校においても，国旗掲

揚・国歌斉唱の「実施率」は100パーセントとなった。都教委は，この成果

につき，2001（平成 13）年 4 月 12 日，第 6 回教育委員会定例会で，2000

（平成12）年度卒業式及び2001（平成13）年度入学式の実施状況について

報告し，教育委員からは「指導部で指導した成果」であると評価されている。

この時点では，都立学校の卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱に関して，

都教委が「通達」を発出して是正を図るべき課題などは存在していなかった

のである。 

    すなわち，いまだ，国旗掲揚が壇上正面に掲揚されているか，あるいは壇

上に三脚で掲揚されているとか，出席した教職員や保護者が国歌を起立斉唱

したか否か，生徒が国歌を起立斉唱したか否か，式に先立って生徒や保護者

に対し内心の自由の説明を行ったか否か，ピアノによる伴奏で国歌斉唱が行

われたか等々については，都教委が，義務付けを伴う指導をするべき事項と

して捉えていなかったのである。 

  カ 2001（平成13）年6月12日の文科省通知 

    2001（平成13）年5月25日の文科省通知でも，これまでと同様「国旗掲

揚及び国歌斉唱の全校実施が達成されていない都道府県及び指定都市教育委

員会にあっては，域内のすべての学校において卒業式及び入学式における国

旗掲揚及び国歌斉唱が実施されるよう指導の徹底をお願いします」という記

載があるにとどまり，これを受けた都教委において，2001（平成13）年6月

12日，「学校における国旗及び国歌に関する指導について（通知）」が発出さ

れているが，その内容は「平成12年度卒業式及び平成13年度入学式におい

ては，一定の改善が図られましたが，今後とも，各学校における国旗及び国

歌の指導がいっそう適切に行われますよう指導の徹底をお願いします」とい

うものである。この文言からも，都教委は，学校ごとの国旗掲揚及び国歌斉

唱の実施率が 100％になったことを「改善が図られた」と評価し，国歌の掲
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揚方法，国歌の斉唱の伴奏方法，さらには出席者が起立斉唱したか否かなど

について，「指導」が必要であるとは受け止めていなかったのである。 

  キ 小括 

    以上のとおり，2001年までに，都立学校においては国旗掲揚及び国歌斉唱

は100％実施されるようになっており，10・23通達が問題にしているような

「課題」が，不適切な実施であるとして指導対象とはされていなかったので

ある。 

    1989年学習指導要領改訂以降，教育現場の教職員より，国旗国歌を強制的

に卒業式等で実施することについて少なからぬ反対があったことは事実であ

るが，1999年通達と2000年以降の「実施率100％」により，都教委の言う

「課題」は既に存在しなくなっていた。都教委がさらに「指導」しなければ

ならない「不適切な状況」はなくなっていた。 

    にもかかわらず，「実施率100％」達成後に，かかる現場の状況とはまった

く異なるところから来る政治的圧力によって都教委の方針が転換され，個々

の教師や生徒の起立斉唱を強制するものになっていくのである。 

    すなわち，10・23通達は，学校現場における学習指導要領の適正実施の必

要性から発出されたものではないのである。 

 (2) 教育委員による都教委への方針変更の圧力 

  ア 2003（平成15）年4月10日第7回都教委定例会 

    都教委の方針に変更が迫られるきっかけと見られるのが，2003（平成15）

年4月10日の都教委定例会である。 

    この定例会においては，国旗国歌の実施についての聞き取り調査について

報告がなされている。その中で，実施上の課題として，国歌斉唱時，一部の

教員や生徒が起立をしないということ，その原因として内心の自由の説明を

している学校があること，「昨年より改善されてきている」が，フロア形式で

行う学校が一部に残っていること，が問題として指摘されている。しかしこ

こでは，国旗の三脚掲揚やピアノ伴奏についての指摘はなされていない。 

    これに関し，委員から，適正に実施できていない学校名について公表する

こと，区市町村教育委員会についても指導すべきであるであるという意見が

強力になされている。 
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    この定例会では，「国旗・国歌の実施率は 0 から 100％になったのです」

「やってないところはないのですよ」と，教育長が，実施率が 100％になっ

たことの成果や，実施態様についても「昨年より改善されてきている」とい

う評価をしているのに対し，一部の委員が「あなたたちの腰が引けているよ

うに思ったのです」「官僚のきれいな説明に過ぎないような気がしますね」と

さらに問い詰め，都教委の対応を非難し，さらには国旗国歌法制定時の政府

答弁について「だから政府答弁が間違っているのです」と，堂々と政府答弁

を否定する発言がなされている。 

    このように，都教委としては，国旗掲揚・国歌斉唱実施率が 100％になっ

たことを評価し，さらにすべての学校に一律に指導する，といったことにつ

いては消極的であったのに，一部の委員の強硬な意見により，次第に態度を

変えざるを得なくなってきたのである。 

  イ 2003（平成15）年5月22日第9回都教委定例会 

    定例会は，前述の3月6日の調査結果を基に，卒業式・入学式の実態につ

いて報告・質疑応答がされている。 

    このときは国旗の掲揚方法（壇上正面掲揚か三脚か）及びそれに付随して

壇上を使わない形式（フロア形式・対面形式）をしている学校の指導につい

て，式次第に「国歌斉唱」の記載がなかった学校についての報告がなされて

いる。ただ，このときにも，不起立教員の問題点やピアノ伴奏の有無につい

ては，特に課題として取り上げられてはいない。そして，「改善されていない

学校につきましては引き続き指導を行ってまいりたいと思います」と，これ

までと同様に指導していくことを述べている。 

    そして，教育長からは，地域の都議会議員が卒業式に招待されるようにな

り，「その感想はいいものが多くなっています」と，都議会議員も満足するよ

うな卒業式が多くなっていることが報告されている。 

    ところが，教育委員からは「やっていないところがあったら本当にマスコ

ミの人でも入れたらいいじゃないですか」「1校でも2校でもそういうところ

があると，やはり全体に影響してくるんです。だから，決まりは決まりと言

うことできっちりやると言うことは大切ですよ」と，さらなるプレッシャー

がかけられている。これらのやりとりも，上記定例会議事録により客観的に
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明らかである。 

    このように，当初は実施率が100パーセントになって満足していた都教委

の方針が，2003（平成 15）年 4 月から 5 月にかけて，教育委員らの執拗な

追及により，変更を余儀なくされたのである。 

 (3) 10・23通達発出と都議会議員の関係 

  ア 対策本部設置と土屋都議会議員との質疑応答 

    2003（平成15）年6月25日，都立学校等卒業式・入学式対策本部が設置

される。そのわずか1週間後の2003（平成15）年7月2日都議会本会議に

おいて，卒業式等に際しての内心の自由の説明と国歌斉唱時に起立しない教

職員が存在することに関する質問に対し，横山洋吉教育長は，次の通り答弁

した。 

     「国歌斉唱時に関し内心の自由を説明することについてでございますが，

卒業式や入学式等におきましては，学習指導要領に示された意義を踏ま

えまして，国旗を掲揚するとともに，国歌を斉唱するよう児童生徒に対

して指導しなければならないものでございます。卒業式や入学式等は，

厳粛かつ清新な雰囲気の中で，新しい生活の展開への動機づけを行うた

めの儀式的行事でございまして，国歌斉唱に当たって，司会者が教員（ﾏ

ﾏ）に対し内心の自由について説明することは，極めて不適切であると考

えております。今後，都教育委員会は，学習指導要領に基づく卒業式，

入学式等の適正実施に向けて，新たな実施指針を策定し，各学校及び区

市町村教育委員会を指導してまいります。 

      次に，国歌斉唱時に教職員が起立しないことについてでございますが，

卒業式，入学式において，児童生徒に我が国の国旗・国歌の意義を理解

させ，これを尊重する態度を育成すべき教員が，国歌斉唱時に起立しな

いということは，あってはならないことでございます。都教育委員会は，

今後，卒業式，入学式における国歌斉唱の指導を適正に実施するよう，

各学校や区市町村教育委員会を強く指導してまいります。」 

    この答弁は，対策本部設置直後のものであるが，その時間的近接性からし

ても，これらの一部議員の発言が対策本部設置及びその後の議論に多大な影

響を与えている。 
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  イ 2004（平成16）年3月16日の都議会予算特別委員会での答弁 

    ●土屋都議 

      「卒業式などでクラスの大半が国歌を歌えない，歌わないという状態

であった場合，教師の指導力に不足があるか，あるいは教師による誘

導的な指導が行われていたかと言うことになると思いますが，いかが

でしょうか。」 

    〇横山教育長 

      「学習指導要領に基づきまして国歌の指導が適切に行われていれば，

歌えない，あるいは歌わない児童生徒が多数いると言うことは考えら

れませんし，その場合は，ご指摘の通り，指導力が不足しているか，

学習指導要領に反する恣意的な指導があったと考えざるを得ません。」 

    ●土屋都議 

      「これは肝心なことなので確認をしたいんですが，たとえば5クラス

あって，そのうちの4クラスでは生徒が起立をし，国歌を斉唱したが，

1 クラスのみ生徒が起立せず，国歌も斉唱しなかったとしたら，その

クラスは学習指導要領に基づく指導がなされていないと考えていいん

でしょうか。」 

    ○横山教育長 

      「そのとおりでございます。」 

    ●土屋都議 

      「その場合，そのクラスの指導を担当した教員は，処分対象と考えて

よろしいでしょうか。」 

    ○横山教育長 

      「おっしゃるような措置をとることになります。」 

    この応答でも，一都議の，起立しなかった生徒の指導に当たった教職員を

処分せよという要求に対し，教育長がその場で「おっしゃるようにする」と

応じており，一都議の言うなりに処分を行う考えを表明するに至っているの

である。 

  ウ 2004（平成16）年6月8日都議会本会議での質疑答弁 

    ●古賀都議 
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      「仮に，研修センターでの研修を数日あるいは一日受講する際に，当

初から教育公務員としての反省の態度が全く見られず，また成果も上

がっていない場合，研修の延長，あるいは再研修を命じるべきであり

ます。重要な法令違反を犯し，反省もしていない者を教員として教壇

に戻すことはあってはならないと考えますが，いかがでしょうか。」「軽

微な処分を繰り返すのではなく，職務命令として，学習指導要領規定

の遵守を発出すべきと考えますが，いかがでしょうか。」 

    ○横山教育長 

      「処分を受けた教員の研修についてですが，卒業式，入学式等におき

まして，校長の職務命令に違反し，処分を受けた教員に対しまして，

再発防止の徹底を図っていくことは重要でございます。これらの教員

等に対しまして，服務事故再発防止研修を命令研修として受講させ，

適正な教育課程の実施及び教育公務員としての服務の厳守などについ

て，自覚を促してまいります。 

       なお，受講に際し，指導に従わない場合や成果が不十分の場合には，

研修修了とはなりませんので，再度研修を命ずることになりますし，

また，研修を受講しても反省の色が見られず，同様の服務違反を繰り

返すことがあった場合には，より厳しい処分を行うことは当然のこと

であると考えております。」 

       「今後，校長の権限に基づいて，学習指導要領や通達に基づいて児

童生徒を指導することを盛り込んだ職務命令を出し，厳正に対処すべ

きものと考えております。」 

    この答弁のわずか20日後の6月28日に，卒業式等における国歌の起立斉

唱命令違反を理由とする懲戒処分を科されたものに対して，「再発防止研修」

の受講を命じる職務命令が発令されている。 

    また，横山教育長が「より厳しい処分を行うことは当然のことであると考

えております」と答えたとおりに，実際，不起立の回数が増える度に処分の

内容が重くなっており，不起立1回目：戒告，2回目：減給10分の1（1か

月），3 回目：減給 10 分の 1（6 か月），4 回目：停職 1 か月，5 回目：停職

3 か月となっている（前述の通り、この回数ごとに処分を急速に過重する方
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法は 2012 年最高裁判決において否定されたものの、その後も都教委は、過

重の程度は緩めたものの不起立 3 回目までは戒告、3 回以上は減給、という

累積過重の方針を取り続けている）。 

    さらに，「学習指導要領や通達に基づいて児童生徒を指導することを盛り

込んだ職務命令を出し，厳正に対処すべき」という回答の通り，2004年度周

年行事からは，職務命令に新たに「学習指導要領及び 10・23 通達に基づい

て児童生徒を指導する」という文言が付け加えられるようになったのである。

ここでも，一都議の要求とその意を直ちに汲んで動く都教委の関係が見て取

れる。 

  エ 2005 年 12 月 8 日の都議会定例会における古賀都議と中村教育長の質疑

答弁 

    中村教育長は，2005年12月8日の都議会本会議代表質問において，古賀

俊昭議員の次の質問に対し以下のように答弁した。 

    ●古賀都議 

      「本日は，大東亜戦争の大詔渙発より64周年にあたります。……（中

略）……実施指針，通達の趣旨をさらに周知徹底する必要があると思

いますが，見解はいかがでしょうか。……（中略）……実際，都立西

高等学校，西校の前校長石川氏は，個別職務命令を発出しなかった校

長の一人ですが，この後任の垣添校長も，個別職務命令を式典実施要

項に判をついただけ，それも欠席者には渡していないといったありさ

まで，実質的に職務命令を形骸化させています。（中略）残念ながらこ

うした敵前逃亡も一部にあるのです。とすると，職務命令を出す際の

基準を都教委として示す必要があると思います。」 

    ○中村教育長 

      「職務命令は，あくまでも校長の権限と責任に基づいて発出されるも

のではありますが，今後は，職務命令として必要な要件を参考として

通知するとともに，校長連絡会等におきまして周知を図るなど，卒業

式，入学式等の適正な実施に向けて校長を支援して参ります。なお，

職務命令の発出に課題のある学校につきましては，個別に指導の徹底

を図ってまいります。」 
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      「卒業式等において学級の生徒の多くが起立しないという事態が起こ

った場合には，その後，他の学校の卒業式等において同様の事態が発

生するのを防止するため，生徒を適正に指導する旨の通達を速やかに

発令いたします。」 

    この答弁の後，2006（平成18）年2月10日には，井出指導部長名で，校

長の教職員に対する職務命令の内容について，「児童・生徒への指導に当たっ

ては，学習指導要領に基づき適正に指導することを明示すること。」を含む3

項目について留意するよう求める，校長に対する「入学式・卒業式等の適正

な実施について（通知）」が出された。 

    さらに，都教委は，同年3月13日に，中村教育長名により，「上記通達及

び通知の趣旨をなお一層徹底するとともに，校長は自らの権限と責任におい

て，学習指導要領に基づき適正に児童・生徒を指導することを，教職員に徹

底するよう通達する」という内容の通達を発出しているのである。 

 (4) 石原都知事の関与 

   2004 年 4 月 9 日に実施された教育施策連絡会において，石原都知事が「今

度，私よりも非常に熾烈ではっきりしている横山教育長が，教育委員の皆さん

と頑張ってくれて，当然のことですけれども，国旗・国歌というものを公立の

学校の中での入学式，卒業式に，1 つの規範として，ルールとしてうたってい

ただく。」と述べている。これは，これまで述べたような都教委の方針に，2003

年4月に都知事に再選した石原慎太郎氏の特異な思想があらわれていることは

明らかである。 

 (5) 小括 

   以上のとおり，1989年学習指導要領改訂以降，教育現場の教職員より，国旗

国歌を強制的に卒業式等で実施することについて少なからぬ反対があったこ

とは事実であるが，1999年通達と2000年以降の「実施率100％」により，都

教委の言う「課題」は既に存在しなくなっていた。都教委がさらに「指導」し

なければならない「不適切な状況」はなくなっていたのである。 

   にもかかわらず，「実施率100％」達成後に，かかる現場の状況とはまったく

異なるところから来る政治的圧力によって都教委の方針が転換され，個々の教

師や生徒の起立斉唱を強制するものになっていくのである。 
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   すなわち，10・23通達は，学校現場における学習指導要領の適正実施の必要

性から発出されたものではなく，本件通達前後の都議会議員と都教委の関係を

見ても，この通達そのものが，一部の都議会議員の特殊なイデオロギーを実現

するためになされ，通達後も，都議会議員の指導により，生徒にまで強制が徹

底されるようになっていることは明らかである。 

４ 10・23通達発出の真の意図 

 (1) 教育現場への「命令」の導入 

  ア 通達作成過程における議論と通達の文言 

    卒入学式対策本部及び幹事会においては，1999 年通達の文言と比較検討

しながら，「確実に個々の教職員に校長が職務命令を出すようにさせる」こと

が主眼とされた。そのために「校長が（中略）職務命令を出した場合におい

て」となっていた1999年通達の文言を，「教職員が本通達に基づく校長の職

務命令に従わない場合」と変え，校長が職務命令を出すことが前提となって

いる文言となった。徹底的に「あいまいさを残さない」ことを追求したので

ある。 

    また国歌斉唱は「音楽教員のピアノ伴奏」でなければならないとし，さら

に議論の過程で「等」をなくし例外を認めないことにした。国歌斉唱の伴奏

はピアノでなければならない必然性はまったくなく，むしろ一般的には国歌

斉唱はCDやテープでなされるのが普通であり，1999年通達でも，通達発出

直前の 2003 年 3 月の調査の際にも，まるで問題になっていなかった。にも

かかわらず，物理的に不可能な例外を除いて，すべて「専科音楽教員による

ピアノ伴奏」でなければならないとしたのは，音楽教員に「伴奏させる」命

令に従わせることに拘ったからに他ならない。 

  イ 「個別職務命令」を出させる「指導」 

    そして，先にも述べたとおり，都教委は通達発出時及びその後の管理職へ

の指導においても，個別職務命令の内容から時期，渡し方に至るまで校長に

「指導」し，確実に書面による個別職務命令を発出させることに拘った。 

    そして，2005年12月8日の都議会定例会における古賀都議会議員が2004

年 3 月の卒業式で個別職務命令を書面で出さなかった 2 校については，2 校

の校長を名指しして「敵前逃亡」と非難し，個別職務命令を書面で出すこと
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が徹底された。 

    前述の2校では，個別職務命令が出されていなくても不起立の教員はおら

ず，都教委の言う「適正な実施」はなされていたのである。にもかかわらず

「個別職務命令」に拘るのは，個々の教職員に「職務命令を発出した」とい

う形式を重視し，その「命令」に従わせることを徹底するためとしか考えら

れない。 

  ウ 命令による一律・画一的な教育 

    通達及び職務命令により，都教委は，もともとどのような形で卒業式等の

行事を実施するかという，学校現場の裁量に任されていた事項について，細

部にわたるまで実施指針を作成した。そしてその指針の内容は，「命令」によ

り，全ての学校において一律・画一的に徹底されたのである。かつて障がい

児学校等により，生徒のために創意工夫されてきたフロア形式・対面式等の

会場設営も，すべて否定された。 

    その学校に通う生徒の為を考え，ふさわしい教育をめざすという学校や教

職員の裁量は否定された。教職員は，職務命令により，教育に関する裁量を

奪われ，何よりも「命令」に従うことを徹底されたのである。 

  エ コロナ禍においても続く職務命 

    起立斉唱の「職務命令」は、コロナ禍において様々な学校行事がとりやめ

となり、卒業式や入学式の簡略化が求められる中でも継続している。 

    2020 年 3 月の卒業式は、新型コロナウィルスの感染が蔓延し、都内の学

校において休校措置が取られる中で行われた。そのような非常事態に対応し

て、都教委からは感染防止対策のため式を簡略化・縮小するよう指示がなさ

れたにも関わらず、全都立学校に対して「国歌斉唱を行う方針に変更ありま

せん」との事務連絡が出され、例年通り職務命令が発出され、全校で「国歌

斉唱」が実施された。多くの学校において式典を簡略化・縮小化し、校歌や

生徒の選んだ歌などを取りやめる等の措置が行われたが、「国歌斉唱」だけは、

上記都教委の事務連絡によって必ず実施することを余儀なくされたのである。

当時、都内においてはマスクを手に入れるのが困難な状態であったが、都教

委からは国歌斉唱時のマスク着用についてもなんら確認や注意は無かった。 

    また、2021 年 3 月の卒業式は、都内で緊急事態宣言が出されている中で
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実施されたが、都教委からは、感染防止対策として式全体を簡略化するよう

要請する一方で、国歌については、「国歌斉唱」を式次第に入れ、CDで流す

こと（斉唱は行わない）と通知された。そして教職員に対する職務命令から

国歌「斉唱」は外されたものの、国歌演奏時に「起立」せよ、という命令が

発出された。 

    このように、コロナ禍のような非常時においても、都教委は一方で感染対

策のため式典を簡略するよう要請しておきながら、一方で「国歌斉唱を式典

に入れる」ことを絶対視した。感染症予防という、生徒や教職員の健康・命

にかかわる問題にも増して「国歌斉唱」が最優先されたのである。 

  オ 小括 

    このように 10・23 通達及びその後の指導は，個々の教職員の行動及び教

育活動について，個別職務命令という明確な「命令」を出させることに異常

なまでに執着したものであった。前述の通り，個別職務命令を出さなくても，

通達通りに実施された学校に対しても，後に個別職務命令を出すよう徹底す

るというもので，教育現場において「個別に命令を出させること」自体が目

的の一つだったのである。 

    それは，後述のように個々の教職員を「職務命令違反」で懲戒処分を行う

という前提事実を作るものであると共に，教育現場に「命令」を持ち込み，

上からの命令によって管理職，教職員から最後には生徒まで従わせるという

仕組みの構築だったのである。 

    そして、こういった「職務命令」体制は、10・23通達発出から18年経過

した現在になっても変わっていない。ここ数年、職務命令に従えず起立しな

い職員は毎年ごくわずかであり、ほとんどの学校において不起立者は無く、

通達通りの式が行われている。それにも関わらず、起立斉唱の個別職務命令

は現在でも毎年、卒業式と入学式の度に全教職員に発出され、都教委からの

職員が派遣され、式が監視され続けている。10・23通達以降、教育現場は「上

からの命令に従う」体制が当たり前の日常になってしまっているのである。   

 



54 

 

(2) 命令に従わない教職員の排除 

  ア 都教委の「反対教師徹底排除」の意図 

    鳥海教育委員は，2004年4月9日に実施された教育施策連絡会において，

入学式，卒業式等の式典の国歌斉唱時に起立しない教職員らについて，「あい

まいさを改革のときには絶対残してはいけない。この国旗・国歌問題，100％

やるようにしてくれということを事務局にも教育長にも言っているわけで

すけれども，1 人の人，あるいは 2 人の人だからいいじゃないのと言うかも

しれませんけれども，改革というのは，何しろ半世紀の間につくられたがん

細胞みたいなものですから，そういうところにがん細胞を少しでも残すと，

またすぐ増殖してくるということは目に見えているわけです。徹底的にやる。

あいまいさを残さない。これは非常に重要なことだと思っております。」と述

べている。 

    国旗国歌の強制に反対する教職員らを「がん細胞」と名指しし，徹底的に

排除しようとする都教委の意図は明白である。 

  イ 教職員の座席の指定と「現認」行為 

    前述のように個別職務命令を出させたことは，それにより個々の教職員を

「職務命令違反」で懲戒処分をするためであった。そのために卒業式等実施

要項には教職員の役割分担や座席が指定・記載され，それは事前に都教委に

提出するようにさせられており，当日にはすべての学校に都教委の指導主事

が出席し，教職員の席の後部に座っていた。このように教職員の席を指定し

て名前も特定するようにしたのは，誰が起立しなかったか即座に分かるよう

にというための方法であった。すなわち，都教委は自ら命令に従わない教職

員を「現認」する仕組みを構築していたのである。さらに副校長には教職員

の席の回りを巡回させ，当日の内に校長から事故報告を挙げるとともに本人

に「事実確認」をすることで「不起立教員」の指名を特定して，確実に把握

しようとしたのである。 

  ウ 教職員らに対する不利益処分 

    このような都教委の意図に基づき，「不起立教員」となった教職員らに対し

ては，処分のみならず数々の嫌がらせ，圧力がかけられている。すなわち，

まず当日に，校長に呼び出されて「事実確認」を受ける。この呼び出しは，
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最後のホームルームの最中であるなど，教師と生徒の触れ合いを全く無視す

る中で行われているのである。その後，都教委の事情聴取に呼ばれた後，戒

告や減給等の懲戒処分が発令される。懲戒処分を受けた後もそれで終わりで

はなく，集団の形の服務事故再発防止研修や個別の専門研修，学校の同僚も

巻き込んだ「校内研修」受けさせられる等，徹底的な嫌がらせがなされる。

特に「校内研修」は，本人をただ指導して命令に従わせるというということ

ならばまったく不必要なものであり，学校や同僚を巻き込んで「周囲に迷惑

を掛けている」と本人に心理的圧迫を与えるためになされる嫌がらせ以外の

何物でもない。そして究極的には1回でも不起立があったというだけで，嘱

託再雇用の道が閉ざされ，また後述する通り再任用を途中で打ち切られると

いう直接的な「教育現場からの排除」がなされる。 

  エ 「不起立教員」への嫌がらせ 

    不起立の教職員は些細なことから嫌がらせを受けている。例えば，本件の

先行訴訟（第二次処分取消訴訟）の原告の例であるが，再発防止研修の際に

出席表を忘れたというだけで，後日，授業が入っていたにも関わらず都教委

から事情聴取のための呼び出しを受けたという例もあり，時間割上授業が予

定されているにもかかわらず，自習にしてまで再発防止研修への参加を命令

し，命令に従わず授業を行っていただけで減給10分の1・6月の懲戒処分が

科された例もある。 

    また，起立しなかった，あるいは不起立の意思を示した教職員は，入学式

や卒業式で不起立をしないことを確約しない限り，担任から外される，とい

うことも複数の学校でなされている。多くの教師にとって担任は，生徒と教

科だけでなくホームルームや学校生活の中で日常的に深く関わり，信頼関係

を築いて指導するという，非常にやりがいのあるものであり，希望しても担

任が出来ないということ自体，大変な苦痛であり屈辱である。 

    これらは単なる「学校経営上の校長の判断」ではない。起立しない可能性

のある教職員については，都教委から再三にわたって，指導するよう校長に

指導が入り，また，不起立者を出した学校は予算や人事で不利益を受ける，

という学校や管理職への有形無形の都教委の圧力により，このような「担任

外し」が行われているのである。 
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  オ 再雇用・再任用における不利益 

    前述の通り、通達以降、都教委は、処分を受けた教員について、定年後再

雇用職員の合格・更新を取り消した。その後も、過去5年以内に国歌斉唱の

職務命令違反により懲戒処分を受けた教職員については再雇用職員として

採用しないという運用が続いた。 

    その後、制度が改訂され、現在は、定年後に教員を続ける選択肢としては

非常勤職員制度と再任用職員制度がある。しかし、非常勤職員については、

定年時に、過去5年間に懲戒処分歴がある教員はそもそも任用されないとい

う扱いとなっており、これに該当する被処分者らは不利益を受けている。 

    一方、2008 年以降に発足した再任用職員制度では、定年退職後の教職員

は、懲戒処分歴の有無にかかわらず、希望すれば再任用職員として任用され、

少なくとも公的年金受給開始年齢に達する年度まで（地方公務員法第 28 条

の分限免職事由に該当する場合を除く）再任用が更新されることとなってい

る。そして多くの場合は、本人が希望すれば 65 歳に達する年度まで再任用

が継続されてきた。 

    ところが、原告Mは、2019年3月末で定年を迎える際、再任用職員への

採用を希望したところ、都庁人事部長から所属高校長を通じて、分限免職事

由がないため再任用職員への採用はするものの、2016 年 3 月の戒告処分歴

があることをもって、公的年金支給開始年齢（原告Mの場合は63歳）の年

度以降は任期を更新しない、と通告された。 

    また、原告O も、2020 年 3 月末で定年を迎える際、再任用職員への採用

を希望したところ、同じく、都庁人事部長から所属高校長を通じて、2017年

4月の戒告処分歴があることをもって、公的年金支給開始年齢（原告Oの場

合は64歳）の年度以降は任期を更新しない、と通告された。 

    再任用制度は1年ごとに本人が任用を希望し、それまでの勤務実績等に基

づき更新が判断されることとなっており、本人が当該年度の任用の希望を出

しておらず勤務実績等もないまま適否の審査も経ずに、過去に処分歴がある

ということのみをもって将来の再任用を更新しないことを事前に決定し通告

することは都教委自らが定めた再任用の手続きにも反するものであり、かつ、

国歌斉唱に関する被処分者を狙い撃ちした差別的取り扱いである。 
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  カ 小括 

    このような，通達とそれに伴う個別職務命令，そしてその後の数々の嫌が

らせにより，起立しなかった教員が志を枉げて起立を余儀なくされ，どうし

ても従えないという教職員の中には早期退職によって現場を去らざるを得な

くなった者も現れている。 

    10・23通達とこれに基づく「指導」は，都教委が学校現場への国旗国歌強

制に反対する教職員を敵視し，「がん細胞」と位置づけ，徹底的に不利益取扱

いや嫌がらせを行うことにより，「不起立教員」を職場から排除した。そして

それらの「見せしめ」により，多くの教職員は萎縮し，都教委の「命令」に

逆らうことが出来なくなっていったのである。 

    命令に従わない教職員の排除と「物言わぬ教員」の製造，これが通達発出

の意図であったことは明らかである。 

 (3) 通達を通じた教職員，生徒の思想統制 

  ア 「生徒へは強制しない」はまやかしである 

    都教委は，10･23 通達はあくまで教職員に対するものであって生徒や保護

者に強制するものではないという。しかし，一方で，都教委は国旗掲揚時に

国歌を斉唱することが「国旗国歌に対する正しい認識」であり，この「正し

い認識」を持たせるために「指導」するということを明言してきた。 

    確かに，10・23通達は，生徒に対し直接の不利益処分を科したものではな

い。しかし，実際には，生徒に対する直接間接の「指導」により，生徒に対

しては，生徒の思想や宗教，民族的出自等にかかわらず，起立斉唱させるこ

とを徹底させるものであり，生徒への強制であることは明らかである。 

  イ 「内心の自由」の説明の禁止 

    都教委は 10・23 通達後，生徒に対する内心の自由の説明を禁止した。そ

して，式前にホームルーム等において，国歌斉唱時の起立斉唱をするか否か

は生徒個人の内心の自由に任される等の説明を行ったという教職員について，

「不適正な指導」があったとして，「注意」等を行っている。 

    都教委は，「内心の自由の説明」は，「起立しなくてもよいという誤った考

えを生徒に植え付けることになる」から禁止するのだという。これはとりも

なおさず，国旗掲揚・国歌斉唱時には生徒に対しても，生徒自身の考えで行
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動することは許さず，起立斉唱することが「正しいこと」であって，それ以

外の行動は「正しくないことである」といっているのである。 

    「内心の自由」の指導は，自身の良心や宗教上の理由等により，起立斉唱

したくない，という生徒が，現に少なからず存在するという教育現場の実態

の中でなされてきたものである。しかし，都教委の主張は，これらの生徒に

ついても「起立斉唱することが正しいことであって起立したくないと思うこ

とは間違いである」と教えよ，ということなのである。これは生徒の内心の

自由を無視した強制以外であるというほかない。 

    また，「自分の頭で何が正しいのか」を自分の頭で考えさせ，判断できるよ

うにすることは，高等学校の教育において非常に重要な教育目標の一つであ

る。仮に「社会的マナー」「儀礼」だとしても，「それがマナー，儀礼だから，

正しいかどうか自分で判断せず従え」というのは教育ではないし，それが「社

会的マナー」「儀礼」なのかどうかも含めて，生徒に判断させる教育をするの

が教育条理なのである。 

    都教委の「内心の自由」の説明の禁止は，生徒の内心の自由を無視するも

のである上，さらに「生徒に自分で考えさせ，行動させる」という生徒の自

主性の尊重すらも否定したものなのである。 

  ウ 不起立が多かった生徒の担任や管理職に対する指導 

    同様に，教師が起立しても多くの生徒が不起立だったという事例で，担任

や管理職を「厳重注意」「注意」処分にしている。これもまた，生徒への「起

立斉唱」への圧力であることは明らかである。現に，生徒たちが「起立した

くないが先生が処分されるなら起立しなければならない」と悩み，中には自

らの思いに反して起立を余儀なくされた生徒も存在している。 

  エ 生徒への「起立斉唱」指導の通知，通達 

    10・23 通達後，2006 年 2 月 10 日生徒に直接「起立斉唱」指導をするよ

うに職務命令を出すという通知がだされ，2006年3月13日には「児童・生

徒を指導することを，教職員に徹底する」という通達が出された。これらは，

現に生徒の多くが不起立であったという事実自体を問題視して出されていた

ことからも，直接，生徒に対する「指導」をするためのものであることは明

白である。 
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  オ 式の現場での「起立斉唱指導」 

    実際に10・23通達発出された2003年以降，卒業式等において，生徒に対

して「起立斉唱の指導」がなされている。2007（平成19）年度の卒業式では，

一部の都立学校において，起立しない出席者がいた場合起立を促すこととさ

れ，副校長ら管理職がマイクを通じて起立を求めることとされている。この

ように，卒業式の現場において，現に起立していない生徒に起立をするよう

指導するということが，実際に始められているのである。式の進行中に他の

生徒や保護者もいる面前で「立ちなさい」と繰り返し促されることは，生徒

にとっては大変なプレッシャーであり，その生徒が自分の内心に基づき起立

しないでいることは，きわめて困難であると言わざるを得ない。 

 (4) 真の狙い～「心」を支配する教育 

   このように，10・23通達は，命令によって教職員の思想・良心を否定し教師

の裁量を奪うと共に，生徒に対する「教師の指導」ないし教師に対する不利益

可能性という直接間接の手段により，生徒の思想・良心をも侵害し，生徒にも

教師にも「何も考えず従わせる」ことによってその思想を統制しようとするも

のである。 

   いみじくも，2003 年 11 月 11 日，近藤指導部長は校長連絡会でこのように

発言している。「卒業式や入学式について，まず，形から入り，形に心を入れれ

ばよい。形式的であっても，立てば一歩前進である」と。ここでいう「形」と

は何を指すのか，後から入れる「心」とは何を指すのか。 

   都教委が主張するように単なる社会的儀礼を生徒に指導するだけであれば，

「まずは形」「後から心を入れる」などということはありえない。社会的儀礼と

いう「形」を教えれば済むことである。 

   都教委は，「国旗に向かって起立し国歌を斉唱する」という「形」を，まずは

教職員，生徒にすり込ませ，後に「心」を入れようというのである。ここでい

う「心」とは，国旗国歌が象徴する「国家」，その国家に対する敬意や尊敬の念，

ひいては「愛国心」であることは明らかである。 

   通達は，教職員や生徒に自ら考え，判断させることをやめさせ，まずは「形」

から入ることで，教職員や生徒の「心」をも支配することを企図したものであ

る。これこそが，都教委が，10・23通達を発出した真の狙いである。 
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５ 本件各処分にいたる経過とそのずさんさ 

 (1) 10・23通達にかかわる大量処分の経過 

   関連する別件訴訟や東京都人事委員会口頭公開審理において，臼井勇・人事

部長の証人尋問の結果等から，以下の事実が明らかになっている。 

  ア 一般的な都立学校教職員の服務事故に関する処理の手順 

   (ｱ) まず，校長から教育庁あての事故報告書が端緒になる。 

   (ｲ) 事故者本人および校長のそれぞれから事情聴取をする。 

   (ｳ) 人事部の内部で，処分ないし措置およびその量定についての人事部原案

の策定をおこなう。具体的には，人事部職員課において素案を起案し，こ

れを職員課を中心に人事部内部で検討して人事部原案を策定する。 

   (ｴ) 教育長は，必要があると認めたときは，教職員懲戒分限審査委員会に諮

問する。 

   (ｵ) 教職員懲戒分限審査委員会では，委員長以下，8 名の委員が一同に会し

て，人事部原案の検討・審議をおこなう。 

   (ｶ) 検討・審議の結果，人事部原案と同じ結論がえられたときには，これを

教育長に答申する。ただし，その結論が人事部原案と異なるときは，人事

部に対して原案を差し戻し，あらたな人事部原案を再提出させる。 

   (ｷ) 教育長は，答申をうけて教育委員会に付議し，教育委員会においては，

事実認定および処分量定を検討・審議する（教育委員会の検討・審議の結

果，答申とは異なる結論になった例も過去にある）。 

  イ 十把一絡げの処分 

    一般的に，懲戒処分の審査は，ひとりひとりの教職員ごとに個別の事情が

十分に考慮されて，ひとりひとりについて調査・審査がおこなわれるべきも

のである。同時期に同種事案が多数発生したからといって，けっして十把一

絡げに同一の処分がなされるべきものではない。 

    本件においては校長および教職員本人に対する事情聴取が実施され，当該

教職員の業績評価，労働組合に所属しているかどうか，校長に協力的かどう

か等々，個別の事情がこと細かに聴取されている。にもかかわらず，処分に

は，個別事情はいっさい反映されず同一内容の処分がなされている。 
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  ウ 処分の異例の早さ 

    本件においては処分が異例の早さでなされた。たとえば，卒業式における

不起立については，3 月中に処分が発令されるのが通例となっており，不起

立から処分までの日数は1ヶ月足らずである。 

    通常処分がなされる場合には，上述の(ｱ)～(ｷ)の経過をたどるのが一般的で

あって，どのように短くとも，処分の原因となる行為の時から処分まで，事

実経過の調査も含めて数か月がかけられる。したがって，本件においては，

処分が非常に拙速に行われていることがわかる。 

  エ 持ち回り協議 

    一般に，教職員懲戒分限審査委員会では，委員長以下，8 名の委員が一同

に会して，人事部原案の検討・審議をおこなうことになっている。本件事件

より以前には，実際には会議を開催することなく持ち回りで上記委員会の検

討・審議がおこなわれた例は存在しなかった，ないしはほとんど存在しなか

った。 

    ところが，本件については，実際には会議が開かれることなく，人事部の

策定した処分原案の「回覧協議」に付され，実際には協議がおこなわれなか

ったにもかかわらず，協議されたものと取り扱われているのである。 

  オ 録音・メモの禁止 

    これまで処分を争い、訴訟を提起した原告（関連事件を含む）の中には，

懲戒処分のための事情聴取に際して，自らに対する不利益処分に関する手続

きであることから，弁明の機会への弁護士の立ち会いを求めたところ，事情

聴取自体を拒否したものと取り扱われた者が含まれている。 

    事情聴取を受けるために呼び出された聴取場所に出向いているにもかかわ

らず，弁護士の立ち会いを求めただけで，都教委は，一方的に事情聴取を受

ける意思がないなどと断定し弁明の機会を奪ったのである。 

    また，これまで訴訟を提起した原告（関連事件を含む）の中には，事情聴

取を受けた際に，聴取内容の録音・メモを取ることを求めた者もいたが，こ

れらはいずれも認められなかった。都教委は，教職員に付与された弁明の機

会（事情聴取）において，テープ録音はおろか，本人がメモを取ることさえ

禁止したうえで，一方的に事情聴取書を作成し懲戒処分の審査の用に供して
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いるのである。そして，都教委は，事情聴取を受けた者が，自らが署名押印

した事情聴取書の写しを交付することをも拒否しているのである。 

    すなわち，都教委は，事情聴取の機会を奪い，あるいは弁明の機会として

機能させないようにしたうえで，形式的に事情聴取を実施したものとして本

件処分に及んでいるのである。 

 (2) 処分手続のずさんさ 

  ① 事故報告→諮問→答申→処分発令のあいだの期間が，通常の処分にくらべ

て，余りにも短期間でありすぎ，とりわけ卒業式関係は，教職員懲戒分限審

査委員会の会議も実際にはおこなわれず，ただ単に「回覧協議」（もちまわ

り）で体裁がととのえられただけであって，とうてい慎重な審議がおこなわ

れたといえないこと。 

  ② 処分の審査の過程で，本人・校長からの事情聴取の内容が検討されていな

いこと等，個別の事情がいっさい考慮されず，したがって処分に反映されて

おらず，一律・画一の処分になっていること。 

  ③ 懲戒処分を科すことは，すでに 10・23 通達発出のときからの既定路線で

あり，慎重な審査をせずに，「みせしめ」のために，早期に大量のきびしい

処分をしようとして，処分発令を急いだこと（なお，10・23通達発出前，2003

（平成15）年8月26日の都教委卒業式・入学式対策本部第2回幹事会にお

いてすでに，「今回の通達は，結果をもって処分するかどうかである」とい

う議論がなされていた経過がある）。 

   ずさんな処分手続きであったといわざるを得ない。 

 (3) ずさんな処分は現在もなお継続していること 

   このような処分手続のずさんさは，はじめて不起立による処分のあった2004

（平成16）年から，被告の姿勢に目立った変化はなく，本件訴訟で取消しを求

める2014年から2017年の懲戒処分まで，全て共通する事実である。 

５ 2014年から2017年の本件各処分（別紙２に係る処分）に至る経過 

 (1) 2014年 3月卒業式及び2014年 4月入学式に係る処分 

  ア 原告 A は，2014 年 3 月卒業式において，当時の勤務校である東京都立○

○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由と

して，2014年3月28日付け戒告の懲戒処分を科された（原告Aに対する処



63 

 

分番号①の処分）。 

  イ 原告 B は，2014 年 3 月卒業式において，当時の勤務校である東京都立○

○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由と

する 2014 年 3 月 30 日付け減給 10 分の 1・1 月の懲戒処分を科され（原告

Bに対する処分番号①の処分），また2014年4月入学式において，当時の勤

務校である東京都立○○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に

違反したことを理由とする 2014 年 4 月 28 日付け減給 10 分の 1・1 月の懲

戒処分を科された（原告Bに対する処分番号②の処分）。 

 (2) 2015年 3月卒業式及び2015年 4月入学式に係る処分 

   原告 B は，2015 年 3 月卒業式において，当時の勤務校である東京都立○○

学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由とする

2015 年 3 月 30 日付け減給 10 分の 1・1 月の懲戒処分を科され（原告B に対

する処分番号③の処分），また2014年4月入学式において，当時の勤務校であ

る東京都立○○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したこ

とを理由とする 2015 年 4 月 28 日付け減給 10 分の 1・1 月の懲戒処分を科さ

れた（原告Bに対する処分番号④の処分）。 

 (3) 2016年 3月卒業式及び4月入学式に係る処分 

  ア 原告Mは，2016年3月卒業式において，当時の勤務校である東京都立○

○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由と

して，2016年3月25日付け戒告の懲戒処分を科された。 

  イ 原告N は，2016 年 3 月卒業式において，当時の勤務校である東京都立○

○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由と

して，2016年3月25日付け戒告の懲戒処分を科された。 

  ウ 原告 B は，2016 年 3 月卒業式において，当時の勤務校である東京都立○

○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由と

する 2016 年 4 月 15 日付け減給 10 分の 1・1 月の懲戒処分を科された（原

告Bに対する処分番号⑤の処分） 

 (4) 2017年 3月卒業式に係る処分 

  ア 原告Oは，2017年3月卒業式において，当時の勤務校である東京都立○ 
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○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由と

して，2017年4月20日付け戒告の懲戒処分を科された。 

  イ 原告 A は，2017 年 3 月卒業式において，当時の勤務校である東京都立○

○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由と

して，2017年4月20日付け減給10分の1・1月の懲戒処分を科された（原

告Aに対する処分番号③の処分） 

６ 本件各再処分（別紙３に係る処分）に至る経過 

 (1) 2014年12月17日付け再処分に至る経過 

  ア 原告H は，2005 年 3 月卒業式において，当時の勤務校である東京都立○

○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由と

する 2005 年 3 月 31 日付け減給 10 分の 1・1 月の懲戒処分を受けた。原告

伏見は，上記 2005 年 3 月 31 日付け減給 10 分の 1・1 月の減給処分の取消

しを求める訴訟を提起していたところ（東京地方裁判所平成19年（行ウ）第

591号，控訴審東京高等裁判所平成23年（行コ）第279号），2012年10月

31日，東京高等裁判所は，東京都教育委員会の裁量権の逸脱濫用の違法を認

め，原告Hに対する2005年3月31日付け減給10分の1・1月の懲戒処分

を取り消す判決を言い渡した。同東京高裁判決に対し都教委が最高裁判所に

上告受理申立を行ったが（最高裁判所平成25年（行ヒ）第181号），最高裁

判所第2小法廷は，2013年7月12日付けで東京都教育委員会の上告受理申

立に対して不受理決定を行い，東京都教育委員会の裁量権の逸脱乱用の違法

を認め原告 H に対する減給 10 分の 1・1 月の懲戒処分の取消した 2012 年

10月31日東京高等裁判所判決が確定した。 

    原告Hが，本件訴訟において取消を求める2014年12月17日付け戒告処

分は，上記 2005 年懲戒処分を取消した東京高裁判決が確定した後に，2005

年3月卒業式における起立斉唱命令違反について，再び，東京都立○○学校

校長が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由として科されたも

のである。 

  イ 原告 F は，2005 年 4 月入学式において，当時の勤務校である東京都立○

○学校（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由とする

2005年5月27日付け減給10分の1・1月の懲戒処分を受けた。原告Fは，
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上記 2005 年 5 月 27 日付け減給 10 分の 1・1 月の減給処分の取消しを求め

る訴訟を提起していたところ（第 1 審：東京地方裁判所平成 19 年（行ウ）

第591号，控訴審：東京高等裁判所平成23年（行コ）第279号），2012年

10月31日，東京高等裁判所は，東京都教育委員会の裁量権の逸脱濫用の違

法を認め，原告F に対する 2005 年 4 月 27 日付け減給 10分の 1・1月の懲

戒処分を取り消す判決を言い渡した。同東京高裁判決に対し都教委が最高裁

判所に上告受理申立を行ったが（最高裁判所平成 25 年（行ヒ）第 181 号），

最高裁判所第2小法廷は，2013年7月12日付けで東京都教育委員会の上告

受理申立に対して不受理決定を行い，東京都教育委員会の裁量権の逸脱乱用

の違法を認め原告Fに対する減給10分の1・1月の懲戒処分の取消した2012

年10月31日東京高等裁判所判決が確定した。 

    原告Fが，本件訴訟において取消しを求める2014年12月17日付け戒告

処分は，上記2005年懲戒処分を取消した東京高裁判決が確定した後に，2005

年4月入学式における起立斉唱命令違反について，再び，東京都立○○学校

校長が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由として科されたも

のである。 

  ウ 原告C及び同D，同Eは，2006年3月卒業式において，当時の各勤務校

である東京都立学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反した

ことを理由とする 2006 年 3 月 31 日付け減給 10 分の 1・1 月の懲戒処分を

受けた。原告 C，同 D，同 E は，上記 2006 年 3 月 31 日付け減給 10 分の

1・1月の減給処分の取消しを求める訴訟を提起していたところ（第1審：東

京地方裁判所平成19年（行ウ）第591号，控訴審：東京高等裁判所平成23

年（行コ）第279号），2012年10月31日，東京高等裁判所は，東京都教育

委員会の裁量権の逸脱濫用の違法を認め，原告 C 及び同 D，同 E に対する

2006 年 3 月 31 日付け減給 10 分の 1・1 月の懲戒処分を取り消す判決を言

い渡した。同東京高裁判決に対し都教委が最高裁判所に上告受理申立を行っ

たが（最高裁判所平成 25 年（行ヒ）第 181 号），最高裁判所第 2 小法廷は，

2013年7月12日付けで東京都教育委員会の上告受理申立に対して不受理決

定を行い，東京都教育委員会の裁量権の逸脱乱用の違法を認め，原告C及び 
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同D，同 E に対する減給 10 分の 1・1 月の懲戒処分の取消した 2012 年 10

月31日東京高等裁判所判決が確定した。 

    原告 C 及び同D，同 E が，本件訴訟において取消しを求める 2014 年 12

月17日付け戒告処分は，いずれも上記2006年3月31日付け懲戒処分を取

消した東京高裁判決が確定したのちに，2006 年 3 月卒業式における起立斉

唱命令違反について，再び，各都立学校校長（当時）が発出した国歌の起立

斉唱命令に違反したことを理由として科されたものである（原告Dに対する

処分番号①の処分，原告Eに対する処分番号①の処分）。 

  エ 原告G は，2006 年 4 月入学式において，当時の勤務校である東京都立○

○学校（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由とする

2006年5月26日付け減給10分の1・1月の懲戒処分を受けた。原告Gは，

上記 2006 年 5 月 26 日付け減給 10 分の 1・1 月の減給処分の取消しを求め

る訴訟を提起していたところ，（第 1 審：東京地方裁判所平成 19 年（行ウ）

第591号，控訴審：東京高等裁判所平成23年（行コ）第279号），2012年

10月31日，東京高等裁判所は，東京都教育委員会の裁量権の逸脱濫用の違

法を認め，原告Gに対する2006年5月26日付け減給10分の1・1月の懲

戒処分を取り消す判決を言い渡した。同東京高裁判決に対し都教委が最高裁

判所に上告受理申立を行ったが（最高裁判所平成 25 年（行ヒ）第 181 号），

最高裁判所第2小法廷は，2013年7月12日付けで東京都教育委員会の上告

受理申立に対して不受理決定を行い，東京都教育委員会の裁量権の逸脱乱用

の違法を認め，原告 G に対する減給 10 分の 1・1 月の懲戒処分の取消した

2012年10月31日東京高等裁判所判決が確定した。 

    原告Gが，本件訴訟において取消しを求める2014年12月17日付け戒告

処分は，上記 2006 年 5 月 26 日付け懲戒処分を取消した東京高裁判決が確

定した後に，2005年4月入学式における起立斉唱命令違反について，再び，

東京都立○○学校校長が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由

として科されたものである（原告Gに対する処分番号①の処分）。 

 (2) 2015年 3月30日付け及び同年4月28日付け戒告処分に至る経過 

  ア 原告A及び同L は，2007年3 月卒業式において，当時の勤務校である各

東京都立学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを
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理由とする2007年3月30日付け減給10分の1・1月の懲戒処分を受けた。

原告A及び同Lは，上記2007年3月30日付け減給10分の1・1月の減給

処分の取消を求める訴訟を提起していたところ（東京地方裁判所平成 22 年

（行ウ）第94号），2015年1月16日，東京地方裁判所は，東京都教育委員

会の裁量権の逸脱濫用の違法を認め，原告A及び同Lに対する減給10分の

1・1 月の懲戒処分を取り消す判決を言い渡した。都教委は原告 A 及び同 L

に対する敗訴部分について控訴することなく，同判決は 2015 年 1 月 30 日

に確定した。 

    原告A 及び同L が，本件訴訟において取消しを求める 2015 年 4 月 28 日

付け戒告処分は，上記 2007 年 3 月 30 日付け懲戒処分を取消した東京地裁

判決が確定した後に，2007 年 3 月卒業式における起立斉唱命令違反につい

て，再び，各東京都立学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違

反したことを理由として科されたものである（原告Aに対する処分番号②の

処分）。 

  イ 原告D 及び同 I は，2007 年 4 月入学式において，当時の勤務校の校長が

発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由として，2007 年 5 月 25

日付けにて原告D は減給 10 分の 1・6 月，同 I は減給 10 分の 1・1 月の懲

戒処分を受けた。原告D 及び原告 I は，上記 2007 年 5 月 25 日付けの原告

Dにつき減給10分の1・6月，同 Iにつき減給10分の1・1月の減給処分の

取消を求める訴訟を提起していたところ（東京地方裁判所平成22年（行ウ）

第94号），2015年1月16日，東京地方裁判所は，東京都教育委員会の裁量

権の逸脱濫用の違法を認め，原告 D に対する減給 10 分の 1・6 月の懲戒処

分及び原告 Iに対する減給10分の1・1月の懲戒処分を取り消す判決を言い

渡した。都教委は原告D及び同 Iに対する敗訴部分について控訴することな

く，同判決は2015年1月30日に確定した。 

    原告 D 及び同 I が，本件訴訟において取消しを求める 2015 年 4 月 28 日

付け戒告処分は，上記 2007 年 5 月 25 日付け懲戒処分を取消した東京地裁

判決が確定した後に，2007 年 4 月卒業式における起立斉唱命令違反につい

て，再び，当時の勤務校の校長が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したこ 
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とを理由として科されたものである（原告Dに対する処分番号②の処分）。 

  ウ 原告 J及び同K は，2008 年 3 月卒業式において，当時の勤務校である東

京都立学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理

由とする 2008 年 3 月 31 日付け減給 10 分の 1・1 月の懲戒処分を受けた。

原告J及び同Kは，上記2008年3月31日付け減給10分の1・1月の減給

処分の取消を求める訴訟を提起していたところ（東京地方裁判所平成 22 年

（行ウ）第94号），2015年1月16日，東京地方裁判所は，東京都教育委員

会の裁量権の逸脱濫用の違法を認め，原告J及び同Kに対する減給10分の

1・1 月の懲戒処分を取り消す判決を言い渡した。都教委は原告 J 及び同 K

に対する敗訴部分について控訴することなく，同判決は 2015 年 1 月 30 日

に確定した。 

    原告 J が本件訴訟において取消しを求める 2015 年 3 月 30 日付け戒告処

分及び原告K が本件訴訟において取消しを求める 2015 年 4 月 28 日付け戒

告処分は，いずれも，上記2008年3月31日付け懲戒処分を取消した東京地

裁判決が確定した後に，2008 年 3 月卒業式における起立斉唱命令違反につ

いて，再び，東京都立学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違

反したことを理由として科されたものである。 

  エ 原告G は，2009 年 3 月卒業式において，当時の勤務校である東京都立○

○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由と

する 2009 年 3 月 31 日付け減給 10 分の 1・6 月の懲戒処分を受けた。原告

G は，上記 2009 年 3 月 31 日付け減給 10 分の 1・6 月の減給処分の取消し

を求める訴訟を提起していたところ（東京地方裁判所平成 22 年（行ウ）第

94号），2015年1月16日，東京地方裁判所は，東京都教育委員会の裁量権

の逸脱濫用の違法を認め，原告 G に対する減給 10 分の 1・6 月の懲戒処分

を取り消す判決を言い渡した。都教委は原告Gに対する敗訴部分について控

訴することなく，同判決は2015年1月30日に確定した。 

    原告G が本件訴訟において取消しを求める 2015 年 4 月 28 日付け戒告処

分は，いずれも，上記2009年3月31日付け懲戒処分を取消した東京地裁判

決が確定した後に，2009年3月卒業式における起立斉唱命令違反について， 
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再び，東京都立○○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反

したことを理由として科されたものである（原告Gに対する処分番号②の処

分）。 

 (3) 2018年 2月21日付け及び2020年12月25日付け戒告処分に至る経過 

  ア 原告 E は，2011 年 3 月卒業式において，当時の勤務校である東京都立○

○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由と

する 2011 年 3 月 30 日付け減給 10 分の 1・6 月の懲戒処分を受けた。原告

E は，上記 2011 年 3 月 30 日付け減給 10 分の 1・6 月の減給処分の取消し

を求める訴訟を提起していたところ（東京地方裁判所平成 26 年（行ウ）第

119号），東京地方裁判所は，2017年9月15日，東京都教育委員会の裁量権

の逸脱濫用の違法を認め，原告 E に対する減給 10 分の 1・6 月の懲戒処分

を取り消す判決を言い渡した。都教委は原告Eに対する敗訴部分について控

訴することなく，同判決は2017年9月29日に確定した。 

    原告 E が本件訴訟において取消しを求める 2018 年 2 月 21 日付け戒告処

分は，上記2011年3月30日付け懲戒処分を取消した東京地裁判決が確定し

た後に，2011年3月卒業式における起立斉唱命令違反について，再び，東京

都立○○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを

理由として科されたものである（原告Eに対する処分番号②の処分）。 

  イ 原告 B は，2013 年 3 月卒業式において，当時の勤務校である東京都立○

○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由と

する2013年3月29日付け減給10分の1・1月の懲戒処分を受けた。また，

2013年4月入学式において，当時の勤務校である東京都立○○学校校長（当

時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由とする 2013 年 4

月26日付け減給10分の1・1月の懲戒処分を受けた。原告Bは，上記2013

年3月29日付け減給10分の1・1月の減給処分及び2013年4月26日付け

減給10分の1・1月の減給処分の取消しを求める訴訟を提起していたところ

（東京地方裁判所平成26年（行ウ）第119号），東京地方裁判所は，2017年

9月15日，東京都教育委員会の裁量権の逸脱濫用の違法を認め，原告Bに 
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対する 2013 年 3 月 29日付け減給処分及び 2013 年 4 月 26 日付け減給処分

のいずれも取り消す判決を言い渡した。同地裁判決について都教委が控訴し

たが（東京高等裁判所平成 29 年（行コ）第 314 号），東京高等裁判所は，

2018年4月18日，都教委の控訴を棄却する判決を言い渡した。同高裁判決

に対し都教委が上告受理申立を行ったが（最高裁判所平成 30 年（行ヒ）第

319 号上告受理申立事件），最高裁判所第一小法廷は，2019 年 3 月 28 日付

けで都教委の上告受理申立に対する不受理決定を行ったことから，原告Bに

対する2013年3月29日付け減給処分及び同年4月26日付け減給処分の各

取り消しを是認した東京高裁判決が確定した。 

    原告Bが本件訴訟において取消しを求める2020年12月25日付け戒告処

分（2013 年 3 月卒業式に関するもの及び 2013 年 4 月入学式に関する者）

は，いずれも，上記2019年3月28日付けの最高裁判所上告受理申立に対す

る不受理決定によって原告 B に対する 2013 年 3 月 29 日付け減給処分及び

2013 年 4 月 26 日付け減給処分を取消しが確定した後に，2013 年 3 月卒業

式及び同年4月入学式における起立斉唱命令違反について，再び，東京都立

○○学校校長（当時）が発出した国歌の起立斉唱命令に違反したことを理由

として科されたものである（原告Bに対する処分番号⑥及び⑦の処分）。 

 

 

第４ 本件訴訟に関する判断の前提とされるべき事実 

１ 戦後教育改革の意義と成果 

 (1) はじめに 

   本件訴訟では，憲法・教育基本法体制の根本に関わる問題が問い直されてい

る。 

   そこで，以下では，戦前の教育体制の概要，戦後の教育基本法体制がいかな

る意味で戦前の教育体制の否定であったのかを明らかにし，戦後教育改革の意

義と成果，教育基本法の理念，目的について論じる。 

 (2) 戦前教育の特徴 

  ア 教育勅語の目的と内容 

    教育勅語は，1890年に発布された教育の基本方針であり，「忠良なる臣民」
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の育成を目的とし，明治天皇の勅語の形で発布された。戦前の教育を規定し

たこの勅語は，「聖旨（天皇のおぼしめしの意）」として特別の権威を持ち，

臣民が絶対に守らなければならない道徳的根本規範を示すものとされ，戦前

の教育現場では，勅語の聖旨に違反することは，絶対に許されなかった。 

    その内容は，神国観・天皇神格観を基礎として，封建的な家父長制道徳の

徳目を修め，戦争に際しての献身を強調し，しかもそれを永久普遍の真理で

あると主張された。 

    教育勅語には，忠・孝のような伝統的な徳目とともに博愛・智能啓発・国

憲尊重・国法順守などの近代的徳目も含まれていたが，それらは全体の文脈

から逸脱しないように組み立てられており，めざすところは「一旦緩急アレ

ハ義勇公ニ奉シ以テ天壌無窮ノ皇運ヲ扶翼スヘシ」であった。 

    来るべき戦争において，身を鴻毛の軽きに比して犠牲に供することが，国

民最高の徳とされたのである。 

    全国の学校では，紀元節などの祝祭日ごとにそれを祝う儀式がおこなわれ

たが，勅語の奉読と御真影へ礼拝が強制され，忠君愛国の教育の徹底がはか

られたのである。 

  イ 戦前教育行政の実態 

    戦前においては，教育にかかわる事柄が国会で論議され，法律として制定

されることはなかった。文部省の官僚の考えに基き，天皇の諮問機関である

枢密院で決定がなされると，勅令・省令・訓令として制定され，これらは，

各府県庁を通して，下部末端の学校に通知された。各学校長はその実行を教

師に命令し，教師は無批判に児童生徒に教え込んだ。 

    各学校長に命令を出すのは府県の学務課長であったが，学務課長は，内務

大臣の承認を得て府県知事が任命した。彼らは主に内務省出身の若い官僚で

あって，教育現場の経験はなく，まさに中央集権の教育であり，官僚統制に

よる，命令教育であった。 

 (3) 戦後教育改革の経過と成果 

  ア 教育改革の基本構想 

    戦後教育改革の中心的役割を果たした東大元総長の南原繁は，戦前の教育

理念を批判し，「近代日本は，実にこれ（教育勅語の意）によって興り，そし
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てまた，これによって崩壊したのである。なぜならば，そこには，世界の近

世の幕を開いた人間個人の自覚と発見の時代はなかったからである」と述べ

ている（『南原繁著作集・第８巻』 1973年岩波書店 223～224頁）。 

    また，「わが国が今改めて民主政治を自分のものとするためには，何をさし

おいても，人間の自律と人間性の確立が急務である。われわれが国民である

前に，ひとりびとりが人間としての自律である。それは，国家の権力といえ

どももはや侵すことのできない自由の主体としての人間人格の尊厳―同時に

おのおのが，余人をもって代えることのできない個性の価値の相互承認でな

ければならない」と明晰に述べる（同前 225頁）。 

    そして，南原繁は，戦後教育改革を論議した教育刷新委員会の着想は，「な

によりも人間性の開発，人間自身，個人の人間性を開発するということ，こ

れは一番大きなねらいであって，つまり真理と正義を希求する人間と同時に

それによって作られた普遍的で国際的な文化を作り出すという，それを基礎

にしてそういう人間が新しい日本の国家の，また社会を支える形成者になる

ということが一番大きな眼目」であったとしている。 

  イ 憲法・教育基本法における教育目的について 

    1946 年 9 月に内閣に直属する調査審議機関として発足した教育刷新委員

会は，十数回の討議を行い，同年末に教育基本法の骨子を建議した。建議を

受けて文部省が法案を作成し，翌 47 年 3 月に帝国議会に法案を提出し，可

決・成立した。 

    1947年3月31日公布された改定前教育基本法は，前文で教育理念が「憲

法の精神に則る」ものであること確認し，「民主的で文化的な国家」の建設と

「世界の平和と人類の福祉」に貢献する新しい国づくりの決意に基づいて，

そのために「個人の尊厳を重んじ，真理と平和を希求する人間の育成を期す

るとともに，普遍的にしてしかも個性ゆたかな文化の創造をめざす教育を普

及徹底」すべきだと述べている。 

    そして，その第1条の「教育の目的」は次のように規定されている。「教育

は，人格の完成をめざし，平和的な国家及び社会の形成者として，真理と正

義を愛し，個人の価値をたっとび，勤労と責任を重んじ，自主的精神に充ち

た心身とも健康な国民の育成を期して行われなければならない」この第1条
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と前文を併せて，教育の目的規定とみることができる。 

    いうまでもなく，近代市民革命によって成立した近代市民社会では，人権

思想を前提に，人が人として相互に尊重しあう関係が求められてきた。たと

えば，カントが言うように，人間は教育によってはじめて人間になるもので

あり，その人間も何かの手段として扱われるのではなく，それ自体が目的と

して尊重されなくてはならないと考えられるようになってきた。その文脈か

ら「人格の完成」という表現が出てくるのである。 

    また，「平和な国家社会の形成者」という表現には，戦前の軍国主義への深

い反省と，戦後の国際連合やユネスコなどに見られる，世界の平和的な秩序

を作っていこうとする動きとも重なった，国際性を持った新しい理念の提示

であると見ることができる。「真理と正義」という言葉も，前文の「真理と平

和を希求する人間」という表現と重ねながら，新しい人間像と教育の理念が

提示されたのだと読むことができる。 

    さらに，労働の意味や責任感が強調されるとともに，自主的な精神という，

戦前の受動的な国民像とは異なる，主体的人間としての自主的精神が強調さ

れている。戦前の忠君愛国の人間像ではない，個人の価値と尊厳を守り，真

理と正義を愛する人間の育成がその基調になっている。 

  ウ 「不当な支配」（改定前教育基本法10条1項）について 

    改定前教育基本法の第 10 条 1 項には「教育は，不当な支配に服すること

なく，国民全体に対し直接責任を負う」と書かれている。「不当な支配」の意

味する内容ついて，立法当時に文部大臣を務め後に最高裁判所長官になった

田中耕太郎は次のように述べている。 

    「『不当な支配』とは何を意味するのであろうか。……この規定に『教育行

政』という表題がついている以上は，これは国及び地方公共団体という，教

育についての公の権力を行使する権限を持っているものが対象になっている

ことは疑いがない。文部省や教育委員会の処置であるからといって，不当な

支配にならないとは言えない。……国会であっても教育に対する，不当な支

配を及ぼすような法規を制定する場合がありえないわけではない」（『教育基

本法の理論』），田中耕太郎著 1961年有斐閣 862頁）。 

    10条制定の背景には，戦前の教育への反省がある。戦前の強い国家統制・
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官僚統制から脱して，自由な精神の下で，真理の探究に裏付けられた創造的

な教育実践が行わなければならない精神が強調されて立法されたのである。 

    さらに，教師は，国民全体に対し直接に責任をもって行うという規定の意

味は重要である。教師は子どもに対して授業をするのであるが，それはいわ

ば国民全体に対しての直接的な責任を負っての行為であり，公正かつ普遍的

な視点を自覚して，教師は日々の仕事に取り組むことが求められている。こ

のように，教育の自立性と探求に裏付けされた自由な教育実践を保障する条

項が10条なのである。 

  エ 改定前教基法10条と改定後教基法16条の関係 

    改定後の教育基本法第16条1項には，「不当な支配」を禁じる規定が設け

られている。同項には，「教育は，不当な支配に服することなく」という文言

につづいて，「この法律及び他の法律の定めるところにより行われるべきも

のであって」という文言が加えられている。 

    この付加された文言に関して政府は，教育基本法改定に関する国会審議に

おいて，旭川学テ事件最高裁判決の趣旨が変更されるものでないことを明言

している。 

    すなわち，教育基本法 16 条 1 項の「この法律及び他の法律の定めるとこ

ろにより行われるべきものであって」とは，旭川学テ事件最高裁判決を受け

て，憲法に適合する有効な他の法律の命ずるところを明らかにしたものに過

ぎず，改定後の教育基本法において，改定前の教育基本法10条の「不当な支

配」の禁止の内容が変質したものではない。 

  オ 教育基本法の有する普遍的価値 

    南原繁は，教育基本法に明示された教育理念の無謬性について，次のよう

に述べている。「新しく定められた教育理念にいささかの誤りもない。今後，

いかなる反動の嵐の時代が訪れようとも，何人も教育基本法の精神を根本的

に書き換えることはできないであろう。なぜなら，それは真理であり，これ

を否定するのは歴史の流れをせき止めようとするに等しい。ことに，教育者

は，我々の教育理念や主張について，もっと信頼と自信を持っていい。そし

てそれを守るためにこそ，われわれの団結があるのではなかったのか。事は

ひとり教育者のみの問題ではない。学徒，父兄，広く国民大衆を含めて，民
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族の興亡にかかわると同時に，世界人類の現下の問題につながる問題である。」

（『南原繁著作集・第８巻』 1973年岩波書店 233～234頁）。 

    教育基本法の精神は，極めて普遍的なものであり，教育というものの本質

や，子どもの学習の権利，成長発達の権利の保障にとって不可欠のものであ

ることを忘れてはならない。 

２ 「教育」とはいかなる営みであるか 

 (1) 近代における教育と子どもの権利 

   近代の人権思想は，人間一般の人格性とその尊厳の思想であり，たとえばロ

ックやカントにみられるように，当然，子どもたちもその人格と権利が認めら

れた。 

   しかし，教育思想上，さらに重要なことは人間一般としての子どもではなく，

大人とは違った子どもの発見と，その権利の承認にあった。そして，まさにこ

の点で，ルソーの意義はきわだっている。では，子どもの発見とは何か。ルソ

ーは，『エミール』の序文に次のように書いた。「人は子どもというものを知ら

ない。……このうえなく賢明な人々でさえ……子どものうちに大人をもとめ，

大人になる前に子どもがどういうものであるかを考えない」と。 

   そして，この書物に端的に示されているように，「子どもの発見」とは，子ど

もの発達とその法則性への，さらには，子どもの成長・発達をうながす教育へ

の着眼に他ならない。 

   ここで，子どもの発達の可能態として，まさにその点で大人のそれから区別

される子どもの権利とは，子どもの将来にわたって，その可能性を開花させ，

人間的に成長する権利である。しかも，成長・発達の権利は，子どもが学習の

権利を充足させるときにはじめて現実的な意味をもつ。こうして，子どもの成

長・発達の権利と，その実質を保障する学習の権利は，子どもの権利の中核を

なすものである。 

 (2) 子どもの学習権を充足する教育の在り方 

   そして，前述した近代教育思想の展開を，人類の歴史的遺産として継承して

いる憲法は，下記で詳述するように，個人の尊厳の尊重を定めるとともに，国

民各自が，一人の個人及び市民として成長・発達し，自ら考え行動する力を育

むことを通じて，自主的・自律的な人格を形成し成長・発達していく権利を有
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することを前提としており，こうした成長・発達のために必要な学習する権利

を国民とりわけ発達途上にある子どもに保障している。憲法 26 条が保障する

教育を受ける権利は，こうした学習権を具体的に充足するための権利として国

民とりわけ子どもに保障されており，子どもの教育は，子どもの学習権に対す

る責務として，子どもが自ら考え行動する力を育むことを通じて，自主的・自

律的な人格として成長・発達することを充足させるために行われるべきものと

いうことができる。 

   また，憲法は，思想良心の自由をはじめとする精神的自由権を保障し，自由

な議論と相互理解を通じて合意を形成する立憲民主主義を理念とする。かかる

理念を実現するためには，国民が自由かつ独立の人間として，多様な価値観を

持つことが確保されなければならない。前述したとおり，子どもの教育が，子

どもが成長・発達することを充足させるために行われるべきものであるとの要

請は，このような憲法の立憲民主主義の理念からの要請でもある。 

   教育において，一人ひとり異なった個性や発達段階の下にあり，それぞれの

環境や条件も様々である子どもの尊厳を尊重し，その学習する権利を充足させ

るためには，子どもとの人間的ふれあいを通じ，子どもの抱える様々な背景と

日々直接向き合っている教師に，その教育の専門性に基づく一定の教育の自由

が保障されなければならない。特に，意見の分かれる問題に関して教育をする

場合には，子どもが，議論の背景となる様々な事実や多様な見解を学ぶことが

できるようにし，その中で，子どもが自ら判断する力を発達させることを促す

必要がある。 

 (3) 杉本判決が示す教育の本質 

   いわゆる教科書裁判の杉本判決（1970（昭和 45 年）年 7 月 17 日東京地裁

判決）は，教育の本質について，以下のとおり述べている。 

    「憲法がこのように国民ことに子どもに教育を受ける権利を保障するゆえ

んのものは，民主主義国家が一人一人の自覚的な国民の存在を前提とする

ものであり，また，教育が次代をになう新しい世代を育成するという国民

全体の関心事であることにもよるが，同時に，教育が何よりも子ども自ら

の要求する権利であるからだと考えられる。すなわち，近代および現代に

おいては，個人の尊厳が確立され，子どもにも当然その人格が尊重され，
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人権が保障さるべきであるが，子どもは未来における可能性を持つ存在で

あることを本質とするから，将来においてその人間性を十分に開花させる

べく自ら学習し，事物を知り，これによつて自らを成長させることが子ど

もの生来的権利であり，このような子どもの学習する権利を保障するため

に教育を授けることは国民的課題であるからにほかならないと考えられ

る。」 

    「そして，ここにいう教育の本質はこのような子どもの学習する権利を充

足し，その人間性を開発して人格の完成をめざすとともに，このことを通

じて，国民が今日まで築きあげられた文化を次の世代に継承し，民主的，

平和的な国家の発展ひいては世界の平和をになう国民を育成する精神的，

文化的ないとなみであるというべきである。」 

   このように杉本判決は，教育の本質について子どもの学習権・発達権を充足

する営みであり，人格の完成を目指すものであることを明らかにしている。 

 (4) 旭川学テ最高裁判決が示す教育の目的と大人の責務 

   教育の目的については，旭川学テ最高裁判決（1976 年（昭和 51 年 5 月 21

日最高裁判決）においても，ほぼ同様に理解されている。すなわち，同判決は

次のように述べている。 

    「子どもの教育は，子どもが将来一人前の大人となり，共同社会の一員と

してその中で生活し，自己の人格を完成，実現してゆく基礎となる能力を

身につけるために必要不可欠な営みであり，それはまた，共同社会の存続

と発展のために欠くことのできないものである。」 

    「この規定（憲法26条：原告ら代理人）の背後には，国民各自が，一個の

人間として，また一市民として，成長，発達し，自己の人格を完成，実現

するために必要な学習をする固有の権利を有すること，特に，みずから学

習することのできない子どもは，その学習要求を充足するための教育を自

己に施すことを大人一般に対して要求する権利を有するとの観念が存在

していると考えられる。換言すれば，子どもの教育は，教育を施す者の支

配的権能ではなく，何よりもまず，子どもの学習をする権利に対応し，そ

の充足をはかりうる立場にある者の責務に属するものとしてとらえられ

ているのである。」 
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   上記最高裁判決は，教育の第一の目的が，子どもの人格の完成，実現にこそ

あること，大人はそれに応える責務を負っていることを明確にしているのであ

る。 

 (5) 憲法上の子どもの学習権 

   憲法13条，26条にいう子どもが適切な教育を受ける権利，すなわち子ども

の学習権の意味も，条約・国際規約等で確立された内容であることが予定され

る。 

   すなわち，子どもの成長，発達をする権利は，憲法13条の幸福追求権を基礎

として，19条の思想良心の自由，20条の信教の自由，21条の表現の自由，23

条の学問の自由をも当然の前提とするものである。 

   特に，19条の思想，良心の自由，精神の自由は，子どもにとっては，豊かな

内面を持つ大人へと成長してゆくため不可欠な要素であり，かつ，大人におけ

る以上に十分な配慮が必要である。すなわち，子どもは，その思想，良心，精

神それ自体も形成過程にあるのだから，より豊かな環境のもとで，間違いを直

し，試行錯誤をくり返し，選び直しながら自己を形成していく，その発達のフ

レキシブルなプロセスが必要であり，そうした内容をも含んでの思想良心を形

成する自由であり，決して抑圧されたり奪われたりしてはならない権利である。 

   また，21条の表現の自由は，子どもから見れば意見表明権を含むものであり，

子どもの権利条約でも 12 条の意見表明権が新しい権利として特筆して強調さ

れている。 

   23条の学問の自由は，子どもにとって，真理，真実を学ぶ権利，問いを問い

続ける権利として保障されるものである。ルソーがいみじくも「人間は生まれ

るやいなや学び始める」と述べているように，子どもにとっての学びの権利は，

探求の権利でもある。 

   そして，こうした内容の子どもの学び成長する権利に応える責務を大人たち

は負っているのである。 

 (6) 児童生徒と教師との人格的接触が必要不可欠であること 

   子どもの学び，成長・発達する権利に応えるために学校があり，教師がいる。

子どもは学校だけで発達するわけではないが，とくに学齢期の子どもは，学校

の人間関係（子ども同士，子どもと教師）と，授業を通して，豊かに発達する。
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その発達を保障する責任と権限を持っているのが教師である。 

   発達の可能態たる子どもが人間として心身共に成長，発達し，豊かな内面を

形成する，その要求に応えるためには，学校は，子ども達に文化を伝達し，真

理，真実を学ぶ場でなければならないことは当然である。それは，単に文化，

真理，真実を伝えられるというのではなく，それが，子どもの発達のプロセス，

順次性・段階制に即して伝えられ，学べるのでなければならない。文化，科学

を伝えると言っても，子ども達に，これは真理だから，覚えろというのではな

く，子ども達が疑問を持ち，問いを問い続け，その問いが深まり，新しい発見

があり，わかったという感動がある，そういうわかり方が保障されるというの

が本来の教育である。「わかる」ことの保障される教育とは，「子どもが自ら学

び，自ら考える力を発達させる教育」とつながる。 

   こうした教育を担う教師には，まず，真理・真実を探求し教科と学問を知る

ことはもちろん，生徒の発達段階の理解とそうした子どもの発達段階にふさわ

しい教育方法への自覚が求められる。教師は，日常の教育実践の中で，子ども

と人格的に接している際に，子どもの健康状態や心の動きについても敏感な感

受性を以て対応しなければならない，そういう実践者としての力量も求められ

る。教師は，こうした，教科・学問を知り，子どもの発達段階を知ってそれに

即した教育方法を研究し，子どもの心身の状態についての敏感な感受性を持つ，

高度な専門家であることが求められている。 

   そそいて教師による「指導」＝教育は，教師の側は「自らの全人格的な行為

を通して指導する」ものであり，「また生徒の側も，その教材を学習という自ら

の人格的な行為を通して学び取っていくものです。このように指導と学習の相

互行為は，互いの人格的な行為を媒介にして初めて成り立つもの」である。教

育は，まさに教師と生徒の人格的接触を不可欠の要素としているのである。 

   教師は，専門職として，クラス一人ひとりの子どもの発達状況や個性をよく

知っているがゆえに，子どもとの共感関係や信頼関係に基づくコミュニケーシ

ョンを通じ，子どもの個性に応じた創造的教育活動を行い，子どもの学習意欲

や可能性を引き出すこができる。特定の教育目標を達成するために，教育活動

のプロセスは前もってルール化しきれるものではなく，教師は，子どもの心身

の発達状況，性格，理解度，心理状態などに応じ，柔軟かつ臨機応変に教育内



80 

 

容・方法を選択していくのである。 

   さらに，教師は，個々の子どもの内面で動いている感情や要求をしっかり受

け止めることが重要である。特別の教育的ニーズを持つ子どもの場合は，この

ことは特に重要となる。それを可能にするためには，教師が感受性を高め，想

像力を豊にしながら，子どもを理解するように努めなければならない。旭川学

テ最高裁判決が「子どもの教育が教師と子どもの間の直接の人格的接触を通じ，

その個性に応じて行われなければならないという本質的要請」としているのも，

こうしたことを述べているものと理解されなければならない。 

３ 学習指導要領の国旗国歌状況について 

 (1) 学習指導要領の変遷 

  ア 1947年制定の学習指導要領は手引書として作成されたこと 

    最初の学習指導要領は，文部省「試案」として，1947（昭和22）年に公表

された。この学習指導要領は，戦前の「教授要目」（小学校），「教授細目」（中

学校）に代わるものとして，教育基本法や学校教育法の制定に先立って公表

された。 

    この学習指導要領は，冒頭で「これまでの教育では，その内容を中央でき

めると，それをどんなところでも，どんな児童にも一様にあてはめて行こう

とした。だからどうしてもいわゆる画一的になって，教育の実際の場での創

意や工夫がなされる余地がなかった。このようなことは，教育の実際にいろ

いろな不合理をもたらし，教育の生気をそぐようになった。……この書は，

学習の指導について述べるのが目的であるが，これまでの教師用書のように，

一つの動かすことのできない道をきめてそれを示そうとするような目的でつ

くられたものではない。新しく児童の要求と社会の要求とに応じて生まれた

教育課程をどんなふうにして生かしていくかを教師自身が自分で研究してい

く手引きとして書かれたものである。」とされているとおり，教師に対する指

導助言のための手引書として発表されたものである。 

  イ 1958年改訂学習指導要領以降，その法的性質が問題となったこと 

    1958（昭和 33）年 8 月，学習指導要領の改訂に先立って，文部省は省令

で，学校教育法施行規則25条を「小学校の教育課程については，この節に定

めるもののほか，教育課程の基準として文部大臣が別に公示する小学校学習
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指導要領によるものとする」とあらためた（中学校，高等学校についても準

用される）。 

    そして，1958年改訂の学習指導要領から「試案」の表記が削除された。こ

のときから文部省は，学習指導要領が「指導助言文書」であるとする位置づ

けを捨て，官報告示により学習指導要領には法的拘束性があると主張し，教

育行政機関や教科書検定を通じて教育課程の編成を拘束すると主張するよう

になった。 

    その結果，1947 年学習指導要領が冒頭で「これまでの教師用書のように，

一つの動かすことのできない道をきめてそれを示そうとするような目的でつ

くられたものではない。」と謳っていたのに対し，1958 年改訂以後の学習指

導要領は，文部省が「一つの動かせない道」を再び定めるための文書と位置

づけられるようになってしまったのである。 

    特に，この 1958 年の改訂では，戦後教育改革において，「修身」「日本歴

史」「地理」を統合し「社会科」を新設した経緯に反して，再び，「社会科」

から徳目教育を分離し，小学校及び中学校に「道徳」を設けるなど，戦後教

育改革を空洞化させたものであったことに留意されさればならない。 

 (2) 学習指導要領の内容決定の不透明性 

  ア 学習指導要領改訂の手続き 

    1958 年改訂の後，1968（昭和 43）年，1977（昭和 52）年，1989（平成

元）年，1998（平成 10）年，2008（平成 20）年，2017（平成 29）年とお

よそ10年ごとに学習指導要領の改訂が行われてきた。 

    1998年までの学習指導要領の改訂は，まず，文部大臣の諮問機関である中

央教育審議会における教育の基本施策に関する審議を受け，同様に文部大臣

の諮問機関である教育課程審議会に教育課程の基準の改善について諮問がな

され，審議がなされることによってはじめられた。 

    そして，実際の学習指導要領の作成は，文部省初等中等教育局と体育局が

担当し，学者などが「学習指導要領作成協力委員」に委嘱され，教育課程審

議会と学習指導要領作成協力者会議が作成しているとされている。教育課程

審議会の「答申」が文部大臣に手交されると，その内容に即して学習指導要

領作成協力者会議で検討がなされ，学習指導要領（案）が作成され，文部省
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内での議論を経て，文部大臣告示として公表されるとされてきたとされる。 

  イ 作成過程の不透明性 

    学習指導要領の改訂にかかわる者のうち，氏名が公表されているのは，文

部大臣を除けば，教育課程審議会の審議委員だけである。しかし，教育課程

審議会の審議委員は文部大臣が委嘱するのであるから，文部大臣の方針に批

判的な人物が審議委員に選ばれることは少なく，教育課程審議会の答申が文

部大臣の示した方針に反することなどありえないといってよい。 

    一方で，実際に学習指導要領の作成にかかわる学習指導要領作成協力委員

の氏名は公表されていない。そして，文部省内でどのような人物が学習指導

要領の改訂作業にかかわっているか明らかではなく，学習指導要領は，文部

大臣が告示する公的な文書でありながら，密室で作成されており，誰がどの

ようにつくっているのか全く不透明なのである。 

    さらに，改訂案公表後，告示されるまでの間に，「政治」圧力による介入

がなされてきたことは明らかであるが，だれがどのような経緯を経て公表さ

れている改訂案が修正されるのか全く明らかにされていないところからも，

作成経過が不透明であると指摘され続けてきた。 

  ウ 内容の非科学性 

    学習指導要領の改訂の過程が不透明であり，作成に関与している者が明ら

かでないことから，ある時期のある教科にはある特殊な考え方が反映してい

たり，教科間の連携が取れていなかったり，あるいは項目の選択について誰

も説明できないと指摘されている。 

    たとえば，「物理」を例に挙げれば，2004 年 12 月 22 日付けで日本物理

学会，応用物理学会，日本物理教育学会が中央教育審議会にあてて「初等中

等教育に関する提言」を共同提出した。この提言には「現行学習指導要領（引

用者注：1998年改訂のもの）では，学校週5日制と総合的な学習の時間の導

入のために，十分な検討なしに学習内容が削減され，教科の学習時間も大幅

に削減されました。その後 2002 年に公表された『学びのすすめ』によって

基礎学習の基本の重視が謳われ，2003 年の学習指導要領の部分改訂によっ

て発展的学習の可能性が開かれました。しかし，残念ながら学習指導要領の

示す学習内容が系統的になっていないために，これらが生かされておらず，
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さらに教える内容を重視しない指導法が奨励されていることと相俟って，学

校教育の全体が危機にさらされています」としたうえで，「正しい科学知識

を教える理科教育」と題して「原稿の学習指導要領が前提としている『科学

的なものの見方考え方』は，科学者が持っている認識とは大幅に異なってい

る。『小学校学習指導要領解説・理科編』には『自然の特性は，人間と無関

係に自然の中に存在するのではなく……自然の特性は人間の創造の産物であ

るという考え方……』が述べられ，『児童が構築していく自然に対する感じ

方や考え方も見方や考え方に含めてもよい。』と解説されて，学習内容より

も，生徒達が自由に意見を述べることに重点が置かれている。科学的に確立

した知識と子供達の思いつきに同じ価値を置くことは，教育の否定，科学の

否定につながる。この方針がこれ以上進められると，現在の学力低下がさら

に悪化することが懸念される。科学教育の目的は，人類が築き上げてきた科

学的な知識や基本的考え方を教え，教えられたことに基づいて自ら考える能

力を育成することにある」と述べている。これは，自然科学においては「ま

ず客観的な物質とその法則が自然界にも存在しており，それを人間が認識し

ていく」ことが前提であって，科学者が積み上げてきた認識を否定して，人

間がどう認識するかを中心として学習指導要領が作られていることに対する

批判である。 

    学習指導要領が依拠した考え方は，科学哲学のひとつの考え方であろう。

しかし，科学哲学のひとつの考え方を学習指導要領で学校教育全体に採用し

ていることについて，それがなぜ採用されているのか，だれにも答えられな

いのである。現実に物理学会などの批判に対して回答がなされることはなか

ったのである。 

  エ 実施過程の権力性 

    文部省は，1958（昭和33）年改訂後，学習指導要領が「指導助言文書」で

あるとする位置づけを捨て，官報告示により学習指導要領には法的拘束性が

あると主張し，教育行政機関や教科書検定を通じて教育課程の編成を拘束す

るようになっている。 

    たとえば，前述の物理学会の共同提言においても「原稿の教科書のほとん

どは，それを使う児童生徒が読んだ時に理解できない構成になっている上に，
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論理的でない文章が多い。……教科書の記述が論理的でなくなる要因は，『乾

電池の数は2個まで』『月の動きについては，三日月や満月などの中から二

つ』「（てこのはたらきについては）視点が力点と作用点の間にあるてこだ

け」などの細かな制限規定を設けている学習指導要領の記述と，それをしゃ

くし定規にあてはめて書き換えさせている教科書検定制度にある」と指摘さ

れている。 

    教育現場において，学習指導要領を貫徹させるためには，まず，教育現場

で用いられる教科書の統制が必要であることは明らかである。そして，文部

省は，教科書検定を通じて，細部にわたるまで学習指導要領を貫徹される仕

組みが構築されてきたのである。 

 (3) 1989年学習指導要領改訂 

  ア 国旗国歌条項の改訂 

    1989年に改訂された学習指導要領によって，国旗国歌条項は，従来の「祝

日などにおいて儀式を行う場合は，国旗を掲揚し，国歌を斉唱することが望

ましい」との規定から，「入学式及び卒業式等の儀式においては，その意義

を踏まえ，国旗を掲揚し，国歌を斉唱するよう指導するものとする」との規

定にかえられた。この結果，学習指導要領に法的拘束力があるとする文部省

によって，国旗掲揚・国歌斉唱の指導が徹底されるようになった。 

    上述のとおり，学習指導要領は，その内容決定過程の密室性及びその内容

の非科学性，実施過程の権力性が指摘されており，学習指導要領自体問題性

をはらんでいること，特に，現在の国旗国歌条項に改訂された 1989 年の学

習指導要領の改訂に対しては，当初から，その作成過程に問題があることが

指摘されていることを踏まえて，その法的性質を慎重に検討する必要がある。 

  イ 1989年改訂の国旗国歌条項には法的拘束力が認められない 

    高等学校学習指導要領は，学校教育法施行規則 57 条の 2 に基づく「文部

科学大臣告示」に過ぎず，法の段階構造からして，憲法，教育基本法及び学

校教育法の内容に抵触することは許されない．また，その解釈にあたっては

「できるだけ教基法の規定及び同法の趣旨，目的に沿うように考慮が払われ

なければならない」（旭川学テ最高裁大法廷判決）。 
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そして，1947年の学習指導要領発表当初は「試案」に過ぎず，教師が自ら

教育を実践していくことを前提とした，そのための手引きに過ぎなかったこ

とを確認しておく必要がある。 

    学習指導要領に記述されている内容の「一言一句が拘束力すなわち法規と

しての効力を有するということは困難」なのであり，「法規としての効力を

有するというためには，その性質上当然に基準として遵守を命じる内容が客

観的に確定され得るものであること」が要求されることになる。 

    この見地から国旗国歌条項を見ると「卒業式等においては，……国旗を掲

揚し，国歌を斉唱するよう指導するものとする」との規定からは，国旗の掲

揚方法あるいは国歌の斉唱方法を指定するものではなく「抽象的ないし多義

的でさまざまな異なる解釈や多様な実践がいずれも成り立ちうる」部分であ

るから「法規たり得ない」規定に含まれ，教職員に対して法規としての性質

を有するものではなく，教育を実践する教師の広い裁量に委ねられる部分と

解される。 

    すなわち，1989年改訂の学習指導要領の国旗国歌条項を根拠として，教師

が国旗・国歌を指導する法的義務を負うとか，ましてや国歌斉唱の際の起立・

国歌斉唱の法的義務を負っていると解することはできないことになる。 

 (4) 国旗国歌条項は，特定の国旗の掲揚方法や国歌の斉唱方法を求めるものと

は解し得ない 

   国旗国歌条項は「入学式や卒業式などにおいては，……国旗を掲揚するとと

もに，国歌を斉唱するよう指導するものとする」と規定しているだけで，この

規定から教職員が国旗に向かって起立し，国歌を斉唱する義務が生じるとは直

接には述べていない。 

   また，国旗国歌条項の文言は，「国旗を掲揚し」，「国歌を斉唱する」ことを「指

導すること」を求めたものにとどまり，特定の国旗の掲揚方法あるいは特定の

国歌の演奏方法を規定したと読むこともできない。 

   すなわち，国旗国歌条項は大綱的基準にとどまり，卒業式等の場において，

具体的にどのような教育をするか，また，どのように国旗を掲揚するかなどの

指導内容の詳細までも明示するものではなく，学習指導要領の国旗国歌条項か

ら，教職員が国旗（日の丸）に向かって起立し，国歌（君が代）を斉唱する義
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務が一律に生じる根拠と解することはできない。 

   したがって，学習指導要領の国旗国歌条項が，壇上正面の掲揚のみしか認め

ない，あるいはピアノ伴奏以外の方法を認めない本件通達及びこれに基づく各

校長の職務命令の根拠とはなり得ない。 

 (5) 学習指導要領の完全実施は想定できないこと 

   卒業式及び入学式は，総則で規定された学校教育全体の目標である「生徒の

人間として調和のとれた育成」，「生徒に生きる力をはぐくむこと」，「自ら学び

自ら考える力の育成を図る」，「個性を生かす教育の充実に努める」ために，行

われる特別活動である。 

   そして，卒業式及び入学式の指導計画の策定に際しては，「学校の創意工夫

を生かし」，「学校の実態や生徒の発達段階及び特性等を考慮し」，「生徒に

よる自主的，実践的活動が助長される」よう努めることが求められているので

あり，卒業式及び入学式は，学校行事であるから「学校や地域及び生徒の実態

に応じて」実施されなければならないのである。 

   さらに，国旗国歌条項は，各学校に卒業式における国旗の掲揚と国歌の斉唱

の指導を求めた規定にすぎず，個々の教職員に対して，「掲揚」や「斉唱の指

導」をすることを求める規定と解釈できるものではない。すなわち，特別活動

の一つにすぎない入学式・卒業式における国旗の掲揚方法や国歌斉唱の実施方

法は，各学校が創意工夫に基づいて生徒の自主的，実践的活動を助長するよう

決定されなければならないと解されるのである。 

   したがって，国旗の掲揚方法，国歌斉唱のやり方について細部にわたって規

定する都教委の 10・23 通達及び実施指針は，学校の創意工夫や，生徒の自主

的，実践的活動を阻害するものであり，学習指導要領に反するものであること

は明らかである。 

   すなわち，学習指導要領の国旗国歌条項によっても，教職員が国旗（日の丸）

に向かって起立し，国歌（君が代）を斉唱する義務は生じない。かえって，旭

川学テ最高裁大法廷判決の趣旨からすれば，あくまで学習指導要領の国旗国歌

条項は大綱的基準であって，高等学校教育においては，価値観の多様性，健全

な批判力の養成，個性の確立が求められている以上（学教法 42 条 3 号），教

職員が国旗に向かって起立し，国歌を斉唱することを義務づけられていると解
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することはできない。教育行政機関が，そのように学習指導要領を解釈し，教

職員に起立斉唱を義務付けることこそ，まさに教師を拘束するのに適切とはい

えない「不当な支配」に該当するものと言わなければならない。 

４ 国旗と国歌の意義と機能 

 (1) 国旗・国歌は国家シンボル 

  ア シンボルとは 

    シンボルとは象徴のことである。有形の具体的な事物をもって無形の抽象

的な存在，事象あるいは観念，理念等を表すことである。 

    たとえば，一般に鳩は平和の象徴であるといわれる。平和という抽象的な

観念，事象を，鳩という具体的な事物が象徴するのである。王冠と君主政治，

日本刀と武士ないし武家社会，十字架とキリスト教の関係も同様である。 

  イ シンボルのもつ有用性と危険性 

    シンボルの特徴は，論理的思考を超えて具象と抽象を直截的，短絡的に結

びつけるところにある。それがシンボルのもつ有用性であり，同時に危険性

でもある。いわゆるバーネット事件判決（第二次大戦中の 1943 年にアメリ

カ合衆国連邦最高裁が出した判決であり，国旗に対する敬礼強制を違憲と断

じた）は，つぎのとおり述べている。 

   「国旗敬礼が発語の一形式であることは疑いない。Symbolismは，観念を伝

達するに当たっての，原始的ではあるが効果的な一方法である。体系，観念，

制度あるいは人格を象徴するために，紋章ないし旗を使用することは，精神

から精神への近道（ a short cut ）である」（1943年アメリカ合衆国連邦最

高裁バーネット事件判決（ West Virginia States Board of Education v. 

Barnette , 319 U.S. 624, 632 ））。 

  ウ 国家シンボル 

    国旗と国歌は国家シンボルである。国家シンボルもまたシンボル（象徴）

のひとつである。くり返しになるが，シンボル（象徴）は抽象的な存在，観

念等を具体的な事物に化体させて表象するものである。具体的な事物として

は，国旗は特定のデザインが描かれた布（または紙や布の上のそのデザイン）

であり，国歌は特定の楽曲と歌詞である。 
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 (2) 第 2次大戦後に「日の丸」と「君が代」が変わらなかったことの意味 

  ア 第2次大戦後に国旗・国歌を変えたドイツ・イタリアと変えなかった日本

国旗と国歌が国家シンボルであることにかんがみれば，憲法体制の原理的変

革があったときには，新たな憲法体制にそった国旗と国歌が選定されること

にならざるをえない。現に，第 2 次大戦後，ドイツ（当時は東西両ドイツ）

とイタリアはいずれも，国旗と国歌を変更した。 

    戦後，我が国の憲法体制は原理的に変革された。 

    それにもかかわらず，ドイツやイタリアと違って，わが国では国旗，国歌

は改変されず，1999年までは事実上，1999年以降は法制上も，国旗は「日

の丸」，国歌は「君が代」のままでありつづけた。 

  イ 戦前に「日の丸」「君が代」が果たした役割 

    わが国では戦前においても、実質的には「日の丸」と「君が代」が国旗・

国歌として扱われてきた（国旗と国歌とを定める法律は存在しなかった）。さ

らにいえば、国家をこえる存在としての天皇を賛美し崇拝する旗と歌として

天皇忠誠へと，国民（臣民）を心情的に駆り立てる役割を果たしてきた。 

    たとえば，帝国陸軍教育総監部「日章国旗について」（1933年）は，「日章

旗は我が国体の象徴であって，国旗を尊重すること即ち皇室の尊重であり，

国旗を尊重すること即ち国体の擁護である」と述べ，国旗「日の丸」の尊重

が「皇室尊重」と「国体擁護」を意味することを明瞭に述べている。 

    また，国定教科書「尋常小学校修身書・巻4」（1937年）の「教師用」は，

天皇賛歌としての「君が代」を教える「目的」について，「国歌『君が代』の

趣旨を教えへて，尊王愛国の精神を養はせるのを，本課の目的とする」と述

べ，国歌「君が代」斉唱の目的が，「尊王愛国の精神の涵養」にあることを率

直に述べている。 

  ウ 国旗「日の丸」と国歌「君が代」を維持したことの意味 

    日本においても，第2次大戦後，別のデザインの旗を定め，別の楽曲と歌

詞の国歌を定めることもありえた。しかし、わが国では「日の丸」と「君が

代」が維持されてきた。 

    かつて「皇室尊重」「国体擁護」「尊王愛国」を意味し，皇国思想と軍国主

義を支えていた，その同じ旗と歌を使用しつづけることは，日本国憲法の基
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本原理との間で衝突を生じさせることにならざるをえない。 

  エ 「日の丸」と「君が代」であることが本件事件の重要な側面のひとつ 

    国旗が「日の丸」であり，国歌が「君が代」であること。それが戦前に皇

国思想と軍国主義を支えた、同じ旗と歌であること。このことが本件事件の

重要なひとつの側面である。 

    これまでの最高裁判決が，「上記の起立斉唱行為は，教員が日常担当する教

科等や日常従事する事務の内容それ自体には含まれないものであって，一般

的，客観的に見ても，国旗及び国歌に対する敬意の表明の要素を含む行為で

あるということができる。そうすると，自らの歴史観ないし世界観との関係

で否定的な評価の対象となる『日の丸』や『君が代』に対して敬意を表明す

ることには応じ難いと考える者が，これらに対する敬意の表明の要素を含む

行為を求められることは，その行為が個人の歴史観ないし世界観に反する特

定の思想の表明に係る行為そのものではないとはいえ，個人の歴史観ないし

世界観に由来する行動（敬意の表明の拒否）と異なる外部的行動（敬意の表

明の要素を含む行為）を求められることとなり，その限りにおいて，その者

の思想及び良心の自由についての間接的な制約となる面があることは否定し

難い」と述べるとき，念頭におかれているのは，上述のとおり戦前と同じ，

その国旗「日の丸」・国歌「君が代」である。 

    ただし，このように「日の丸」「君が代」に重点がおかれるのは，本件事件

の重要な側面ではあるものの，あくまでもひとつの側面にすぎない。じつは，

もうひとつ別の重要な側面が本件事件にはある。このことをつぎの(3)で述べ

る。 

 (3) 国旗と国歌の機能 

  ア 国旗のもつ対外的識別機能 

    国旗には対外的な識別機能がある。国家を相互に識別する標識としての機

能である。たとえば，複数の国家からの出席者が参加する国際会議で，どの

国の代表であるかを識別する必要がある場合に国旗が用いられる。商船に国

旗を掲げるのも、どの国の船かを識別する機能があるからである。 

    このような識別機能は国歌にはない。また、この識別機能は本件事件には

関連性がない。 
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  イ 国旗と国歌のもつ国民統合機能 

    国旗と国歌には識別機能以外の，もう一つ別の機能がある。国民を統合す

る機能である。国旗も国歌も，ともに国民統合機能をもつ。その旗や歌に化

体的に注入された理念への国民的な一体化をはかる機能である。 

    たとえば，大勢が集う会場に1つの国家の国旗が掲げられ，その国家の国

歌を参加者全員が歌う場面で国旗・国歌が果たすのはこの機能である。この

ような場面では国旗は他国との識別のために掲げられるのではない。そうで

はなく，国旗と国歌が一体のものとなって，参加者の心をひとつにまとめる

ために用いられている。あるいは，スポーツ精神を発揮すべき国際競技の場

において，国旗と国歌が国威発揚に利用される場合がある。これも国民統合

機能のひとつである。 

    この機能ゆえに，国旗と国歌は一定の思想・イデオロギーと結びつかざる

をえない。とりわけ国歌は，歌というものがもつ特性上，国旗よりもさらに

強烈なイデオロギー性を帯びることになる。 

  ウ 国旗と国歌は何を象徴するのか 

    先述のとおり、抽象を具象に化体して表すのがシンボルというものである。 

    それでは、国家シンボルとしての旗と歌は何を象徴するのであろうか。漠

然とした言い方をすれば国家を象徴することになる。それでは，この場合，

象徴される国家とは何を意味するのであろうか。 

    この問いに対する答えは、前述の機能によって異なるといわねばならない。 

    国旗の識別機能に関するかぎり，国旗が象徴するものは無色透明の国家で

あると考えてよい。 

    しかし、国旗・国歌のもつ国民統合機能に関していえば、国旗と国歌が象

徴するものは無色透明な国家ではない。そうではなく，人々の気持ちをひと

つの方向にまとめようとする特定の理念である。多数の参加者の心を1つに

まとめるために国旗と国歌が用られ，その国旗と国歌が特定の理念を象徴す

るとすれば，そこに一定の政治性，イデオロギー性が生まれざるをえない。 

  エ 「日の丸」「君が代」を離れた別の視点からみた本件事件の側面 

～ 国旗・国歌の国民統合機能それ自体が惹起する問題 

    すでに述べたとおり，国旗と国歌は国民統合機能をもつ。これは国旗が「日
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の丸」であるかどうか，国歌が「君が代」であるかどうかにかかわらず，お

よそすべての国旗・国歌が有する機能である。 

    仮に「日の丸」以外のデザインの旗を国旗として選定し，「君が代」以外の

楽曲と歌詞を国歌として選定したとしても，それでも国旗と国歌が国民統合

機能をもつことに変わりはない。その旗や歌に化体的に注入された理念への

国民的な一体化としての機能を国旗と国歌が果たす以上は，これに対する敬

意表明を強制されることは，個人の人権（思想・良心の自由，信教の自由）

とのあいだに深刻な軋轢を生じさせざるをえない。 

    この問題がとくに鮮明に立ち現れるのは，外国籍など、外国にルーツをも

つ人が，他国の旗や歌に対する敬意を表明する場面である。もちろん，招待

客などの完全な部外者の立場で，マナーとして他国の旗や歌に敬意を払う場

合であれば話は別である。そうではなく，公立学校の卒業式等の式典に参加

する生徒や教職員（都立学校の教職員は採用時に国籍は問われない）のよう

に，自らがその集団の一員の立場にあって，その集団が属する国家の国旗と

国歌に対する敬意表明を強制される場合には，国旗と国歌がもつ国民統合機

能はその人（生徒や教職員）にストレートに働く。よその国の旗や歌に注入

された理念に国民的に統合されてしまうとなれば，その人のルーツを揺るが

しかねない問題となる。 

    外国籍の場合ではなく，自国の旗や歌との関係であっても，その旗や歌が

果たす国民統合機能は，これに対する敬意の表明を強制される個人の人権と

のあいだに深刻な軋轢を生じさせざるをえない。 

    現に前述のアメリカ合衆国連邦最高裁のバーネット事件判決にみられると

おり，国旗と国歌に対する敬意表明の強制が個人の人権とのあいだで深刻な

軋轢を生むことは，「日の丸」「君が代」の問題に限定されない，普遍的な問

題であることが明らかである。 

    これが本件事件のもつ，もう一つの重要な側面である。「日の丸」「君が代」

を離れた別の視点からみた，本件事件の重要な側面である。 

  オ 国民統合機能の利用の限界という側面 

    このような国旗・国歌の国民統合機能に注目するならば，その限界が視野

にはいってこざるをえない。すなわち、国旗・国歌に対する敬意表明を強制
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することが、本来の権限を踰越するものではないかという問題である。 

    これは，「個人の歴史観ないし世界観」がどのようなものであるかとはまっ

たく別個の，それとは次元の異なる問題である。本来的に国旗・国歌の国民

統合機能が個人の人権とのあいだで深刻な軋轢を生じさせることは先に見た

とおりである。行政がその権限を行使して,国旗・国歌に対する敬意表明を個

人に強制することがそもそも許されるのかという問題である。 

    これは本件事件の，「個人の歴史観ないし世界観」とは関連性のない，まっ

たく別個の異なる側面である。この側面については，本書面において，のち

に違憲性判断の客観的アプローチとして詳述することになる。 

５ CEART勧告が出された経緯 

 (1) はじめに 

   第１の５で記載したように，2019 年，ILO と UNESCO は，国歌起立斉唱

の強制の是正を求めるＣＥＡＲＴ勧告を採択して，公表した。 

   以下では， 

   (2) CEART勧告に関連する機関・勧告 

   (3) CEART勧告が出された経過 

   (4) CEART勧告の内容 

   (5) CEART勧告の意義 

  について述べる。 

 (2) CEART勧告に関連する機関・勧告について 

  ア ILO（国際労働機関） 

    ILO は，ベルサイユ条約によって 1919 年，国際連盟と提携する自治機関

として設立された国際機関である。1946年には，国際連合との協力に関する

協定に基づいて，初の専門機関となった。 

    ILOの目的は，全世界の働く人々のために社会正義を促進することにある。 

    ILOは，その政策立案について，労働者や政府代表だけでなく，使用者の

代表も発言権を持つという点で，国際機関の中でも特異な存在である。ILO

の重要な機能の1つは，結社の自由，賃金・労働時間等の雇用条件，労働者

に対する補償などに関して，国際的な労働基準を設定する条約や勧告を採択

することにある。 
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  イ UNESCO（国際連合教育科学文化機関） 

    UNESCOは，1946年に創設された国際機関である。教育，科学，文化の

協力と交流を通じて，国際平和と人類の福祉の促進をすることを目的とした

国際連合の専門機関である。 

    教育，科学，文化等の分野における国際的な知的協力（国際規範設定，専

門家の国際会議，国際学術事業の調整，情報交換，出版など）及び途上国へ

の支援を行っている。 

  ウ CEART（ILO/UNESCO教職員勧告適用合同専門家委員会） 

    CEARTは，1966年に採択された「ILO/UNESCO教員の地位勧告（1966）」

の適用促進とモニタリングのために，1967年に ILO とUNESCO が設置し

た委員会である。 

    CEART の任務は，各国の政府・教員団体・雇用者団体・国際機関・非政

府国際機関からの報告を基に，世界の教員の地位を監視することにある。 

    定期的に会議を行い，加盟国の教員団体からなされる勧告不遵守に関する

申立を審査し，問題や紛争の解決に向けての勧告を行う。勧告については，

ILO 理事会と UNESCO 執行委員会による承認を経て公表され，各国の政

府・教員団体・雇用者団体に通知される。 

  エ ILO/UNESCO教員の地位勧告（1966）について 

    ILO/UNESCO 教員の地位勧告（1966）は，1966 年に，パリで開催され

た国連の特別政府間会議に提出され，日本を含めた参加国の全会一致で採択

された勧告である。 

    同勧告は，教職の権利と責務に関して存在する唯一の包括的な国際基準で

ある。 

  オ CEARTがこれまで採択した勧告について 

    今回の勧告は，直近の第 13 回の定期会合で採択されたものである。同じ

第 13 回の定期会合では，日本において，ネイティブの英語教員の労働条件

が教員の ILO/UNESCO 教員の地位勧告（1966）の原則と一致しないとし

て，労働組合との対話を求める勧告が採択されている。 

    他に，日本に対しては，第12回の定期会合で採択された勧告で，歴史の教

え方に関わり処分を受けた中学校社会科教員の問題について，教員に対する
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懲戒措置などに懸念を表明し，教材・教科書の選定や教員に対する懲戒行為

に関連する政策・慣行の見直しなどを求めている。また，教員の業績評価な

どについては，第8回定期会合意において公開性と透明性が欠けているとし

て，是正を求める勧告が採択され，その後中間報告も含めて，計5回の勧告

が採択されている。この件に対しては，世界で初めてＣＥＡＲＴによる現地

調査が実施された。 

    日本以外の国では，これまで，カンボジア，エチオピア，オーストラリア，

デンマーク，バングラディッシュなどに勧告が出されている。 

 (3) 日本に対してCEART勧告が出された経過 

   2014年8月に教員組合であるアイム’89東京教育労働者組合が，CEARTに

対し，申立を行った。申立の内容は，教員に対し，国歌の起立斉唱を義務づけ

ることが，ILO/UNESCO 教員の地位勧告（1966）に定められた学問の自由，

市民的権利の行使，非差別，専門的基準，教員団体との協議，懲戒措置，報酬

に関する多くの規定を侵害するというものであった。 

   CEARTは，この申立に対する審査を行い，2018年に国歌の起立斉唱の強制

について是正を求める内容の勧告を採択し，翌2019年に，ILO及びUNESCO

が正式に承認・公表することとなったのである。 

 (4) CEART勧告の内容 

  ア CEART勧告の結論 

    CEART 勧告が，日本政府に対して行った勧告内容は，国歌斉唱時に起立

斉唱したくない教員に対して起立斉唱義務が課されないように，また，起立

斉唱しなかった教員に対して懲戒処分が行われないようにするために，教員

団体との対話を求めるものである。 

    国歌起立斉唱を強制していることに対し是正を求める具体的な勧告が，国

際的な人権監視手続きの中で採択されたのは初めてのことである。 

    勧告の結論部分の訳文を以下に引用する。 

パラグラフ110．合同委員会は，ILO理事会とユネスコ執行委員会が日本政府に対して次のこ

とを促すよう勧告する。 

(a) 愛国的な式典に関する規則に関して教員団体と対話する機会を設ける。その目的はそのよ

うな式典に関する教員の義務について合意することであり，規則は国旗掲揚や国歌斉唱に参加
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したくない教員にも対応できるものとする。 

(b) 消極的で混乱をもたらさない不服従の行為に対する懲罰を避ける目的で，懲戒のしくみに

ついて教員団体と対話する機会を設ける。 

(c) 懲戒審査機関に教員の立場にある者をかかわらせることを検討する。 

(d) 現職教員研修は，教員の専門的発達を目的とし，懲戒や懲罰の道具として利用しないよう，

方針や実践を見直し改める。 

(e) 障がいを持った子どもや教員，および障がいを持った子どもと関わる者のニーズに照ら

し，愛国的式典に関する要件を見直す。 

(f) 上記勧告に関する諸努力についてそのつど合同委員会セアートに通知すること。 

  イ CEART勧告が採択された理由 

   (ｱ) CEART勧告が以上の結論を導いた理由について，勤務中の教員であっ

ても，国歌斉唱時に起立・斉唱をしないことは，市民的権利として保障さ

れることを指摘した。 

     CEART 勧告は，教員には，市民的権利が保障される一方で，公務員に

課される誠実行動義務があることや，生徒，教育活動及び社会一般の利益

のために当局と十分に協力するよう努める必要があることをも指摘する。 

     また，愛国的な行為や言動が，教育現場に肯定的な要素をもたらしうる

との指摘もしている。 

     しかし，それが強制されることは，勤務中の教員に対して職務命令がな

された場合であっても認めない。 

     愛国的な行為や言動が肯定的なものになるのは，それが自発的に行われ

る場合であるとし，民主主義社会では，異議を唱える言動の存在それ自体

が重要であることを指摘した。 

     そして，その上で，職場という環境においても，起立や斉唱を静かに拒

否することは，個人的な領域の市民的権利を保持する個々の教員の権利に

含まれると結論づけた。 

     CEART 勧告は，国際基準からすれば，起立斉唱命令を受けた教員が，

命令を静かに拒否する不服従の行為は，市民的権利として保障されるべき

ことを明らかにしたのである。 

     この点についても，指摘部分の訳文を引用する。 
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100．すると具体的な問題は，愛国的な式典のさいに起立斉唱することを拒否するというこの特定

の行為が，どの程度まで，公務員が享受する一般的な市民的権利に含まれる権利であるのか，また

は誠実性もしくは生徒，教育活動および社会一般の利益のために当局と十分に協力する義務からの

逸脱であるのか，ということである。 

101．学校現場における学校の式典は教員が公務遂行中の職場であり，そのような職務が誠実に，

かつ協力の精神で遂行されるべきであることには疑いがない。権威と規律の維持のために協力的環

境が不可欠である教育現場では，生徒や保護者の前で教員が学校の方針に反対して混乱を招くよう

な抗議行動は避けるべきである。この理由から，合同委員会は，例えば教員は教室内で公式カリキ

ュラムの教科書を批判的に扱うことはできるべきであるが，学校現場でそれが間違っているとあか

らさまに侮辱できるべきではないと考える。日本のような民主主義社会では，そのような対立を教

室に持ち込むことなしに教育政策への不同意を表明する適切な手段がある。 

 

102．合同委員会は，学校での国歌斉唱と国旗に向かっての起立が約 20 年前から徐々に始まった

ことに注目する。 

103．斉唱と起立という具体的な行為は似たような微妙な問題を提起するものである。式典である

歌を歌ったり旗に向かって起立したりすること，はきわめて個人的な行為であり，旗や歌にこめら

れていることがある思想や政治的概念を受け入れていることを含意する可能性がある。斉唱や起立

を拒否することは，斉唱や起立が規則により義務づけられている場合には混乱をもたらさない不服

従の行為とみなされうるが，そのような行為を強制する規則は個人の価値観や意見を侵害するもの

とみなしうる。 

104．合同委員会はまた，愛国的な行為や言動は教育現場に肯定的な要素をもたらしうるという見

解にも立つ。こうした要素が特に肯定的なものになるのは，それが自発的に行われた場合である。

民主主義社会では，異議を唱える言動の存在それ自体が，愛国的な行為が強制からではなく信念か

ら発しており，それゆえますます意義深いものであることの証拠なのである。 

105．以上のことに照らし，合同委員会は，起立や斉唱を静かに拒否することは，職場という環境

においてさえ，個人的な領域の市民的権利を保持する個々の教員の権利に含まれるという見解に立

つ。合同委員会はさらに，民主主義の文脈においては，拒否の行為で明らかに混乱をもたらすよう

なものがあれば，勧告に定められた誠実協力義務と合致しないと判断する。したがって，合同委員

会は，愛国的な式典が混乱なく行われることを可能にし，しかし追従していることを表す特定の言
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動への参加に違和感を覚える教員にも対応できる解決策を模索するよう勧告する。 

   (ｲ) このCEART勧告が出されるにあたって重要なのは，CEARTが判断の

前提とした事実について，申立をした労働組合と日本政府の両者が行った

説明に事実関係の不一致がほとんどないことを指摘していることである。 

     労働組合と日本政府との間で争いのない事実を前提として，CEART は

審査を行い，国際基準に照らせば，起立斉唱命令を静かに拒否する不服従

の行為は，市民的権利として保障されると結論づけたのである。 

 (5) CEART勧告の意義 

  ア 起立斉唱の強制は国際基準に照らせば許されない 

    CEART 勧告は，式典に対して起立斉唱できなかった教員に対して懲戒処

分を行って国歌斉唱を強制する日本の現状が，教員の権利と責務に関して存

在する唯一の包括的な国際基準である ILO/UNESCO教員の地位勧告（1966）

にそぐわないことを明らかにした。 

    国際基準に照らせば，式典において，起立や斉唱を静かに拒否することは，

職務遂行中の教員であっても，市民的権利として保障されるということであ

る。 

  イ 民主主義社会では保障されるべき権利である 

    CEART勧告は，判断の前提として，「愛国的な行為や言動は教育現場に肯

定的な要素をもたらしうると」いう見解にも立つことを指摘している。 

    しかし，愛国的な行為の強制については否定する。「こうした要素が特に肯

定的なものになるのは，それが自発的に行われた場合である。」からだ。 

    この点について，「民主主義社会では，異議を唱える言動の存在それ自体が，

愛国的な行為が強制からではなく信念から発しており，それゆえますます意

義深いものであることの証拠なのである。」と指摘する。 

    つまり，教育現場で国歌斉唱が行われることについて，その意義があるも

のとなる可能性は認めるが，それは，あくまでも「自発的」に行われた場合

に限られるということである。 

    国際社会における，あるべき民主主義社会においては「異議を唱える言動

の存在」が認められるのが当然であって，静かに起立や斉唱を拒否すること

は当然に許されなければならないのである。 
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    起立斉唱を命ずる職務命令を「静かに拒否する」教員に対して，懲戒処分

を課する日本は，国際社会から見れば，市民的権利の保障が不十分で，民主

主義国家としても成熟していないと評価されたということである。 

  ウ 職務命令であっても国歌起立斉唱の強制は許されない 

    CEART勧告は，教員の責務について次のように指摘する。 

    「学校現場における学校の式典は教員が公務遂行中の職場であり，そのよ

うな職務が誠実に，かつ協力の精神で遂行されるべきであることには疑いが

ない」 

    そして，その責務を前提として，起立や斉唱を静かに拒否することは，市

民的権利として保障されるとした。 

    職務遂行中に，国歌起立斉唱の職務命令を受けた場面であっても，それを

拒否する「不服従の行為」は，国際基準に照らせば，市民的権利として保障

されるということである。 

  エ これまでのほとんどの裁判所の判示は国際基準に満たないものであるこ

と 

    CEART勧告は，「組合と政府の両者が行った説明に事実関係の不一致がほ

とんどないことに留意する。」と指摘し，判断の前提となる事実に，組合側と

日本政府（東京都教育委員会）に意見の食い違いがほとんど無いことを前提

に判断を行った。また，審査の過程で，日本政府側から，本件に関する最高

裁判所の判断が出ていることもCEARTに報告されている。CEART勧告が

前提とした事実は多くの裁判所が認定した事実と変わらない。 

    その上で，CEART は，①教員の義務や②愛国的な行為の異議を踏まえて

も，それでもなお，民主主義社会においては，起立や斉唱を静かに拒否する

ことは，市民的権利として保障されるとした。 

    一方，最高裁をはじめとするほとんどの裁判では，同じ事実を前提に，職

務命令に必要性合理性が認められるとして，本件職務命令が憲法 19 条に違

反することを認めず，更には，本件職務命令違反に対し，懲戒処分を許容し，

戒告処分についてはその違法性を全く認めてない。 

    本件職務命令違反を理由に懲戒処分を繰り返し行う都教委だけでなく，最

高裁をはじめとする多くの裁判所も，市民的権利の保障や民主主義の原則に
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対する考え方が，国際基準には及んでいないものであったことが明らかとな

ったのである。 

  オ CEART勧告が採択された後の，文部科学省及び都教委の対応 

    文部科学省や都教委の，CEART勧告に対する対応は極めて鈍い。 

    文部科学省は，CEART勧告に対して，「日本の実情や国内法に基づいて適

正に対処していく。」とするが，現実にはほとんど何もしていない。 

    具体的にやったことといえば，関連がある機関として，東京都と大阪府の

教育委員会に，英文のままメールで情報提供を行った程度である。 

    一方，文部科学省から，情報提供を受けた都教委に至っては，何も対応を

していない。今後も，本件職務命令に従わない教職員に対しては，懲戒処分

を課するという態度を改めることはない。都教委によれば，CEART 勧告に

ついては，都教委宛の勧告ではないので見解を述べる立場にはないとし，自

らの行為が改善を求められているのにかかわらず無視を決め込んでいる。 

    実際に，CEART 勧告が採択された後，原告田中に対して懲戒処分が行わ

れた。 

    今年の卒業式においても，コロナ渦で，斉唱の命令は出ないこととなった

が，起立命令は発出され，起立しなければ懲戒処分が行われるということに

なる。 

  カ 裁判所も判断にあたって CEART 勧告の考えを取り入れなければならな

い 

    国際機関からの勧告については，一般的には，法的拘束力がないと考えら

れている。 

    しかし，「法的拘束力がない＝勧告を遵守する責任がない」ということでは

ない。 

    ILOやUNESCOの加盟国は，ILO/UNESCO教員の地位勧告（1966）を

理解し，当該国における教員の地位が，同勧告が定める基準を下回らないよ

うにする国際道義上の責任がある。また，同勧告を遵守していないと，ILO

やUNESCOから指摘され，改善の勧告がなされたのであれば，改善しなけ

ればならないことは当然である。 

    日本は，ILO 及び UNESCO の加盟国である。また，日本は ILO の常任
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理事国であり，理事会にも，使用者側理事1名，労働者側理事1名が日本か

ら選出されている。ILO/UNESCO教員の地位勧告（1966）の採択にあたっ

ても日本政府は賛成している。 

    日本も，他の加盟国同様に，自国内において，ILO/UNESCO 教員の地位

勧告（1966）を適用し，遵守する必要がある。 

    また，憲法98条2項は，「日本国が締結した条約及び確立された国際法規

は，これを誠実に遵守することを必要とする。」と定める。同項は，前文に宣

明した対外的な基本姿勢，「国際協和と平和の追求」を具体的に表現したもの

である。国際機関からなされた勧告であれば，「これをおろそかにしてよい」，

ということにはならないのは当然である。 

    本事件における法の解釈・適用（合憲性の判断，懲戒処分の裁量の範囲な

ど）にあたっても，都教委が行っている国歌起立斉唱の強制が，市民的権利

保障の国際基準を下回っていると指摘された事実を踏まえた上で判断がなさ

れなければならない。 

  キ まとめ 

    現状のままでは，国際基準からすれば許されない市民的権利の侵害が，今

後も永続することとなる。 

    しかし，そのようなことは許されない。CEART が採択した勧告は，勧告

した内容が改善されなければ，継続的に勧告が採択され公表される。また，

過去実際にあったように，現地調査が実施されることも考えられる。 

    本件訴訟は，CEART勧告が公表されてから最初に提訴された訴訟である。 

    国際機関から，教育現場において市民的権利が侵害されているとして是正

を求められている。そんな不名誉な状況はすぐに改善されなければならない。 

    裁判所にその役割が求められている。 

 

第５ 起立斉唱の義務づけの違憲違法性（1） 

           ～公権力行使の権限の踰越による違憲性 
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１ 客観違憲（違憲性判断の客観的アプローチ（制度論）の主張） 

 (1) 憲法判断の2つのアプローチ 

  ア レベルの異なる2種類の違憲性 

    一般に，公権力の強制による人権侵害につき憲法判断を行なう場合，つぎ

の2つのアプローチがありうる。 

    第1のアプローチは，人権侵害が主張されるその人権の内実を明らかにし，

強制との関係に注目して，人権を制約するものであるのかどうか，その制約

は憲法上許容されるかどうかを検討するアプローチである。主観的権利侵害

から出発して憲法判断を行なうという意味で，本訴状においては、「違憲性判

断の主観的アプローチ」ないし「主観違憲」と呼ぶことにする。 

    第2のアプローチは，権利侵害から出発するのではなく，制度論にかかわ

る問題として，強制されている事柄の性質にかんがみて，公権力による強制

を憲法が許容するのか，それとも義務づけの限界を超えているのかの限界を

画するアプローチである。もとより個別具体的紛争を前提とする主観訴訟で

ある以上，主観的権利侵害が主張されなければならないが，一般的，客観的

に憲法上の権利の制約が肯定されるかぎり，人権の具体的内実や強制との関

係に立ち入ることなく，客観法的原則に照らして違憲性を判断する手法であ

る。前記「違憲性判断の主観的アプローチ」ないし「主観違憲」に対置して，

「違憲性判断の客観的アプローチ」ないし「客観違憲」と呼ぶことにする。 

    前記の「主観違憲」と「客観違憲」とは，同じ事象の2つの側面ではある

ものの，違憲性のレベルがまったく異なっている。前者のアプローチでは合

憲だが，後者のアプローチでは違憲ということもありうるし，その逆もあり

うる。たとえば，ある個人との関係で個別に問題になった場合に「主観違憲」

のアプローチで違憲ということはできないとされたものが，「客観違憲」のア

プローチをとり，強制される事柄の性質を客観法的原則との関係で論ずるこ

とによって，公権力の義務づけ権限の限界を超えた強制であると違憲判断が

なされることも充分にありうるのである。 

    したがって，この 2 種類のレベルの異なる違憲性は，憲法訴訟において，

まったく異なる別個の論点となる。2 つのアプローチのうちの 1 つについて

の司法判断が出たとしても，それですべての論点の決着がついたことになる
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わけではなく，もう1つのほうのアプローチによる憲法判断はまだ裁判所の

判断を受けない部分として残されていることになる。 

  イ 精神的自由権の侵害が主張される事案での2つのアプローチ 

    前述のとおりの憲法判断の2つのアプローチは，当然のことながら，精神

的自由が侵害されたと主張される紛争における憲法判断にもあてはまる。 

    前記「主観違憲」のアプローチは，強制による不利益を受けた者の信仰あ

るいは世界観・歴史観等の思想信条の具体的内実を明らかにし，これに対す

る侵害になるかどうか，憲法上容認される制約であるのかどうかという観点

から違憲性を論ずることになる。 

    これに対して，前記「客観違憲」のアプローチは，憲法上の権利の制約が

一般的，客観的に肯定されさえすれば，個々人の信仰や世界観，歴史観等の

主観的権利の具体的内実を明らかにする必要はなく，制度論にかかわる問題

として，そもそも公権力がその「強制」をすることが憲法上できるのか，公

権力の強制権限の限界を画するという観点から憲法判断を論ずることになる。 

  ウ 本項で論じるのは「客観違憲」 

    本項では，国旗国歌に対する敬意表明行為の教職員に対する「強制」の違

憲性を「客観違憲」のアプローチで論ずる。この「強制」を憲法第19条の思

想良心の自由および第 20 条の信仰の自由の侵害との関係で論ずるのではな

く，この「強制」が，これらの自由権保障の根底にある立憲主義に反するも

のであることから，その違憲性を論ずるものである。 

    憲法の条文でいえば，憲法前文，第1条，第13条および第99条を根拠と

する主張である。 

 (2) 国旗国歌に対する敬意表明の強制 

  ア 起立斉唱は国旗・国歌に対する敬意表明の要素を含む行為 

    国旗に対して起立し国歌を斉唱することは，「一般的，客観的に見ても国旗

及び国歌に対する敬意の表明の要素を含む行為」である。そのように一連の

最高裁判決は断じた（2011 年 5 月 30 日最高裁第 2 小法廷（平成 22 年（行

ツ）54号事件）判決ほか）。国旗起立・国歌斉唱の強制は，「国旗国歌に対す

る敬意の表明の要素を含む行為」を懲戒処分により強制することになる。 
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  イ 問題は敬意表明の対象が国旗・国歌であること 

    そもそも，敬意は，自発的に表明されて初めて，敬意としての意味をもつ。

仮に自発的に敬意を表明しうるとしても，敬意を強制されて従うことは，偽

りの敬意を示すことになる。自発的には敬意の表明ができない場合には，そ

の強制は苦痛を強いることとならざるをえないし葛藤を惹起せざるをえない。

この苦痛と葛藤は，国旗起立・国歌斉唱の強制に不可避に伴う悲劇であり，

無視できない重大な側面である。「主観違憲」のアプローチで思想良心の自由

を論ずる際には，これが中心問題にならざるをえない。 

    落ち着いて考えれば，このような苦痛や葛藤は，敬意を表明したくない対

象に対する敬意表明が「強制」されれば必然的に生ぜざるをえないものであ

る。 

    しかし、ここで論じる「客観違憲」は，敬意表明の強制を一般的に論ずる

ものではない。そうではなく，強制される敬意表明の対象が国旗と国歌であ

ることに焦点を当てて論ずるものである。 

  ウ 国旗・国歌への敬意表明の強制は立憲主義の根幹を揺るがす背理 

    国旗・国歌に対する敬意表明ができないと言えば，「国旗・国歌を否定する

運動なのか」とか，「国家を否定するアナーキズムなのか」とか，「日本の国

が嫌ならば出ていけ」という類の感情的な反発に直面することになりがちで

ある。 

    しかし，そういう感情論を離れて冷静に，国旗・国歌の機能を考え，これ

に対する敬意表明の意味するところを考えねばならない。 

    国旗・国歌は国家シンボルである。前記第4の4で述べたとおり、旗と歌

という具象によって国家という抽象（ないし国旗・国歌に注入された国民的

統合の理念）を象徴させている。国家が国旗国歌に対する敬意表明を個人に

強制することは，その実質は，それが象徴する国家への国民的統合を強制す

ることにほかならない。すなわち，国家の権威を承認しこれを受容すること

を個人に強制することになる。それは，国民に由来する国家の権威（日本国

憲法前文第1段）を公権力がその権威の源泉である国民に承認せよと「強制」

することになる。このような国家の権威の由来をめぐる倒錯は，立憲民主政

の根幹を揺るがす背理である。国家の正当性の根拠を公権力が精力を傾けて
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掘り崩そうとしている背理であるといってもよい。 

    したがって，公権力が国家シンボルへの敬意表明を呼びかけることは許さ

れるとして，敬意を表明しない者に不利益を科して敬意表明を「強制」する

ことは，国家が行なってはならない一線を超える背理である。敬意表明の要

素を含む行為を「強制」するのであっても，国家が行なってはならない背理

であることに変わりはない。 

    このように国家が行なってはならない背理である「強制」が行なわれれば，

その「強制」にどうしても従えない者が，どのような時代，どのような社会

であっても，かならず存在する。すべての者が「強制」に服する事態はあり

えない。 

    しかも，注意しなければならないのは，「強制」に従ったかのように見える

者も，けっして納得して従うわけではなく，葛藤のすえにやむを得ずそうす

るだけであることである。優れた説得が共感を得てひとの納得を引き出すこ

とはありうるにしても，「強制」がひとの納得を引き出すことはありえない。

式典のすべての参加者が国旗国歌に対する敬意表明の要素を含む行為を「強

制」されて一律に行なうとき，その場に充満するものは苦悩と怨嗟と諦念と

無関心であって，納得に基づく自発的な敬意ではない。 

 (3) 客観違憲としての違憲論に関する判例の系譜 

  ア 精神的自由にかかわる最高裁の判決の2つの系譜 

    憲法判断のアプローチは，前述のとおり，主観的権利侵害から出発する「主

観違憲」と制度論に関して客観法的原則から論じる「客観違憲」の2つのア

プローチがある。 

    これに対応して，最高裁判決にも，大きな流れとして 2 つの系譜がある。 

  イ 多くの判例がとる主観違憲のアプローチ 

    憲法19条の思想良心の自由および憲法20条の信仰の自由に関する判断を

行なった判例の大多数は，主観的権利侵害から出発するアプローチをとる。

すなわち，不利益処分を受けた者の歴史観等の内実を明らかにして，強制さ

れた外部的行為が当該歴史観等に対する制約になるか否か，その制約が許容

されるかどうかという観点から違憲性を論ずるアプローチをとる。このアプ

ローチは，審査・検討の厳格さに差異が生じることはあっても，基本的なス
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タンスとしては，外部的行為と歴史観等との関係を審査・検討することにな

らざるをえない。 

    最高裁ピアノ判決（2007（平成 19）年 2 月 27 日最高裁第三小法廷判決）

を初めとして，国旗起立・国歌斉唱の強制をめぐる紛争に関するすべての裁

判例は，最高裁判決も下級審判決も，すべてこのアプローチによって判断を

行なっている。 

    また，いわゆる「エホバの証人」高等専門学校生剣道実技履修拒否事件に

関する1996（平成8）年3月8日最高裁第2小法廷判決（以下，「最高裁エ

ホバの証人判決」という）もまた，形式的には裁量権逸脱濫用の判断枠組み

によってはいるものの，「主観違憲」のアプローチをとって実質的な憲法判断

を行なったものである。 

    これらは，ひとつの判例の流れである。これに対して，次に述べるとおり，

「客観違憲」のアプローチをとった判例の流れも存在する。 

  ウ 客観違憲のアプローチをとる判例 

   (ｱ) 最高裁南九州税理士会判決 

     いわゆる南九州税理士会政治献金徴収拒否事件に関する 1996（平成 8）

年 3 月 19 日最高裁第三小法廷判決は，客観違憲のアプローチをとった最

高裁判決の代表例である（以下，「最高裁南九州税理士会判決」という）。 

     この判決は，形式的な判断枠組みとしては，税理士法 49 条 2 項に定め

る税理士会の目的の範囲外の行為であり特別会費徴収決議が無効という

判断を行なったものである。しかし，「その目的の範囲を判断するにあたっ

ては，会員の思想・信条との関係で，次のような考慮が必要である」と述

べて，実質的な憲法判断を行なっている。ただし，ここでいう「会員」は

特定の個人ではなく，当該税理士会の構成員たる会員一般をさしている。

この判決は，「会員には，様々の思想・信条及び主義・主張を有する者が存

在することが当然に予定されている。したがって，税理士会が右の方式に

より決定した意思（代理人註：「法及び会則所定の方式による多数決原理に

より決定された団体の意思」のこと）に基づいてする活動にも，そのため

に会員に要請される協力義務にも，おのずから限界がある」と述べ，政治

献金は「選挙における投票の自由と表裏を成すものとして，会員各人が市
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民としての個人的な政治的思想，見解，判断等に基づいて自主的に決定す

べき事柄というべきである」と指摘したうえで，「そうすると，前記のよう

な公的な性格を有する税理士会が，このような事柄を多数決原理によって

団体の意思として決定し，構成員にその協力を義務付けることはできない

というべきである」と判示している。 

     最高裁南九州税理士会判決は，構成員である会員の思想良心の自由の重

みに配慮すべきことを説きつつ，原告自身の世界観等を要約して記述した

りはせず，政治献金徴収と原告自身の世界観等との関係を問題にすること

もなく，主観的権利侵害から出発する「主観違憲」のアプローチはとらな

かった。ただ「（原告は）本件特別会費を納入しなかった」と摘示するだけ

で，納入しなかった理由も詮索しなかった。そのようなことは，そもそも

この訴訟での論点にはなっていない。 

     そうではなく，あくまでも「客観違憲」のアプローチをとり，制度論と

して政治献金（政党などの政治資金規正法上の政治団体への金員の寄付）

を論じ，その事柄の性質からして，その徴収を「強制」することは，憲法

の保障する思想良心の自由によっておのずから画される限界を超えてい

るという憲法判断をしたものである。すなわち，最高裁南九州税理士会判

決は，「客観違憲」の判断を行なっているのである。 

   (ｲ) 最高裁国労広島地本判決 

     最高裁第三小法廷が，1975（昭和 50）年 11 月 28 日判決をもって国労

広島地本組合費徴収事件につき示した判断もまた，主観違憲のアプローチ

ではなく，客観違憲のアプローチをとった憲法判例である（以下，「最高裁

国労広島地本判決」という）。前記最高裁南九州税理士会判決は，この最高

裁国労広島地本判決を引用している。 

     最高裁国労広島地本判決では，違法とされた争議行為を実施するための

組合費の徴収を有効（組合員は納付義務を負う）と判断するなど，いくつ

もの争点につき判断がなされている。10・23通達事件との関係で意味があ

るのは，労働組合が政治的活動ないし選挙運動を行なうために多数決原理

に基づいて決定した臨時組合費を個々の組合員に強制しうるかについて

の判断である。これも，実質的には客観違憲のアプローチで憲法判断を行
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なったものである。判断の対象となった臨時組合費にはいくつかの種類が

あったが，特定の立候補者を支援してその所属政党に資金を寄付するため

の臨時組合費の徴収について，判決はこう述べている。 

      「右資金は，総選挙に際し特定の立候補者支援のためにその所属政党

に寄付する資金であるが，政党や選挙による議員の活動は，各種の政

治的課題の解決のために労働者の生活利益とは関係のない広範な領域

にも及ぶものであるから，選挙においてどの政党又はどの候補者を支

持するかは，投票の自由と表裏をなすものとして，組合員各人が市民

としての個人的な政治的思想，見解，判断ないし感情等に基づいて自

主的に判断すべき事柄である。したがって，労働組合が組織として支

持政党又は統一候補を決定し，その選挙運動を推進すること自体は自

由であるが（当裁判所昭和38年（あ）第974号同43年12月4日大

法廷判決・刑集22巻13号1325頁参照），組合員に対してこれへの協

力を強制することは許されないというべきであり，その費用の負担に

ついても同様に解すべきことは，既に述べたところから明らかである」 

     この判決もまた，主観的権利侵害から出発するのではなく，制度論とし

て選挙運動ないし特定候補への支持を論じ，「組合員各人が市民としての

個人的な政治的思想，見解，判断ないし感情等に基づいて自主的に判断す

べき事柄」であると指摘している。そして，運動として推進することは自

由としながら，「強制することは許されない」と判示している。 

   (ｳ) 義務づけの限界を画することは「強制」と「強制以外」を峻別すること 

     繰り返し述べるとおり，「客観違憲」のアプローチは，制度論にかかわっ

て「強制」される事柄を論じ，客観法的原則に照らして違憲性を判断して，

義務づけの限界を画する手法である。義務づけの限界を画するということ

は，「強制」と「強制」以外の説得等の方法とを峻別するということである。 

     客観違憲のアプローチによって判断を行なうについては，「強制」と任意

の活動との間の質的な差異が意識され，これが峻別されなければならない。

制度論に関して事柄の性質を論じ客観法的原則に照らして判断するとい

う客観違憲のアプローチは，けっして，違憲と判断すればその事柄に関し

ていっさいの関与を許容しないという意味ではなく，あくまでも「強制」
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を許さないということなのである。「強制」と任意の活動を峻別することが，

この客観違憲のアプローチの要諦である。 

     法的根拠をもち，必要性と合理性が認められれば，任意の活動として行

なうことが許されるのは当然である。しかし，だからといって当然に，個

人にその活動を「強制」することが許されるわけではない。国旗起立・国

歌斉唱の強制に引きつけて述べるならば，学校教育の儀式的行事である卒

業式や入学式等において，国旗を掲揚し国歌を斉唱することに，「教育上の

行事にふさわしい秩序を確保して式典の円滑な進行を図ることの必要性」

や「高等学校教育の目標としての国家の現状と国際協調の精神の涵養」な

どの観点から必要性と合理性が認められるとしても，儀式的行事の場にお

いて，学校が学校としての自主的な判断に基づいて，任意の活動として国

旗掲揚，国歌斉唱を行なうことはできるし，参加者に起立斉唱を促すこと

も許されるものの，教育公務員を含む参加者の個々人に国旗に向かって起

立し国歌を斉唱する行為，あるいは国歌をピアノ伴奏する行為を「強制」

することができるかどうかは，別個の考慮を要することのはずである。そ

れは，国旗・国歌に敬意を表明する行為を行なうという事柄の性質を吟味

し，そのような事柄を，教職員らを含む個々の参加者に不利益処分をもっ

て「強制」することが公権力に許されるのかという観点から，あらためて

検討されなければならない。 

     そのときに，「主観違憲」のアプローチで憲法適合性を論じて，個別の主

観的権利侵害との関係で 10・23 通達に基づく職務命令および懲戒処分が

違憲ではないと判断されたとしても，それだけですべての答えが出たわけ

ではないのである。 

     そうではなくて，あらためて，それとは憲法訴訟上まったく別個の論点

として，「客観違憲」のアプローチからの検討が必要になるのである。 

   (ｴ) 最高裁三井美唄炭鉱大法廷判決 

     最高裁南九州税理士会判決も，最高裁国労広島地本判決も，いずれもそ

れらが依拠する大法廷判決は，三井美唄炭鉱労組における公職選挙法違反

被告事件に関する 1968（昭和 43）年 12 月 4 日最高裁大法廷判決であっ

た（以下，「最高裁三井美唄炭鉱大法廷判決」という）。 
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     この大法廷判決は，札幌高裁の無罪判決を破棄して差し戻した判決であ

る。原審を覆した直接の論拠は，組合の統制権行使として違法性を欠くゆ

えに無罪としたとした原判決に対してつぎのとおりに述べているくだり

である。なお，事件は北海道のある炭鉱労組が決定した市会議員選挙の統

一候補をめぐって起こったものである。 

     「原判決の確定するところによると，本件労働組合員たる後藤健治が組

合の統一候補の選にもれたことから，独自に立候補する旨の意思を表示

したため，被告人ら組合幹部は，後藤に対し，組合の方針に従って右選

挙の立候補を断念するよう再三説得したが，後藤は容易にこれに応ぜず，

あえて独自の立場で立候補することを明らかにしたので，ついに説得す

ることを諦め，組合の決定に基づいて本件措置に出たというのである。

このような場合には，統一候補以外の組合員で立候補しようとする者に

対し，組合が所期の目的を達成するために，立候補を思いとどまるよう，

勧告または説得をすることは，組合としても，当然なし得るところであ

る。しかし，当該組合員に対し，勧告または説得の域を超え，立候補を

取りやめることを強制し，これに従わないことを理由に当該組合員を統

制違反として処分するがごときは，組合の統制権の限界を超えるものと

して，違法といわなければならない」 

      最高裁三井美唄炭鉱大法廷判決の判断が，とりわけ注目されるべき点

は2つある。第1は，団体が多数決原理に基づいて構成員に行なう義務

づけにも「限界」があることを明示的に示したことである。第2は，そ

の「限界」を画するにあたっては，説得と「強制」の間に質的な違いが

あることを的確に指摘し，その違いを意識した法的判断を行なっている

ことである。この2つの点が，まさに先例的価値を有するのである。 

      いうまでもなく，民主主義社会において社会規範の形成は，「多数決原

理」に基づいて行なわれる。小は労働組合のような団体の規則から，大

は国家の法律にいたるまで，「多数決原理」に基づいて所定の手続に従っ

て成立した規範であることが，社会を規律する社会規範の正当性の根拠

といえる。社会規範たる法律を根拠とする職務命令による義務づけの場

合も，その正当性の淵源は「多数決原理」に基づいて成立した法律等の
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社会規範である。 

      しかし，「多数決原理」は万能ではない。一定の限界がある。したがっ

て，「多数決原理」に依拠して成立した団体の意思決定も，国家の法律等

の社会規範も，すべておのずから一定の限界がある。その限界を画する

ものは憲法上の重要な権利である。この限界を超える事柄については，

勧誘や説得等の任意の活動をすることは許容されるとしても，これを

「強制」することは許されない。この当然ともいうべき法理を，最高裁

大法廷判決の判決文として明示したという意味で，最高裁三井美唄炭鉱

大法廷判決には，このうえなく重要な意義がある。だからこそ，のちの

最高裁国労広島地本判決も最高裁南九州税理士会判決も，この最高裁三

井美唄炭鉱大法廷判決に依拠して，投票の自由あるいは思想良心の自由

という憲法上の重要な権利との関係で「多数決原理」に基づく「強制」

の限界を画する判断を行なったのである。 

      くり返し述べるとおり，国旗・国歌に対する敬意表明は，これを公権

力が個人に「強制」すれば立憲主義の論理に悖る背理となる事柄である。

そのような事柄の公権力による強制は，憲法の許容するところではない。

その事柄の性質からして，「多数決原理」に基づく「強制」の限界を踰越

するものといわねばならない。これは，立憲主義の原則を逸脱した公権

力の行使であるから，名宛人の属性いかんにかかわらず違憲となる。そ

の個人が教育公務員であっても許されることではない。 

 (4) 思想良心の自由の一般論ではなく「国旗・国歌だからこそ」の問題 

  ア 思想を理由に義務を拒否できるかという一般的な問題ではない 

   (ｱ) 推測される最高裁の審理の論点 

     前述の最高裁ピアノ判決および2011（平成23）年5月から2012（平成

24）年 2 月までに言い渡された 10・23 通達をめぐる一連の最高裁判決の

審理過程において，議論の中心にあった論点のひとつは，「社会一般の規範

等に基づく外部的行為の強制を個人の思想を理由に拒否し得るとすれば，

社会が成り立たなくなる」という議論であったと推測される。教職員が特

定の歴史観等を理由に職務命令で義務づけられた外部的行為を拒否でき

るということになれば，一般社会において，外部的行為を義務づけられた
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者が思想信条を理由にその外部的行為を拒否することも許容せざるをえ

なくなるのではないか，安易にそのような拒否を許容すれば社会に混乱を

もたらす結果になりはしないか，という危惧である。現に，複数の補足意

見が，同様の趣旨を述べている。たとえば，「これでは自分が嫌だと考えて

いることは強制されることはないということになり，社会秩序が成り立た

なくなることにもなりかねない」と述べた千葉勝美裁判官の補足意見がそ

れである。 

     しかし，このように一般的規範の問題として問題設定を行なうことは，

国旗・国歌に対する敬意表明を公権力が強制する場合には，事柄の性質と

してそぐわないというべきである。 

   (ｲ) 国家シンボルであるがゆえに特別なもの 

     10・23通達をめぐる紛争に関して，国旗起立・国歌斉唱の強制は違憲違

法であって許されない旨の司法判断が示されたとしても，だからといって，

国旗・国歌以外の一般的な事柄に関する外部的行為の義務についても，思

想信条を理由とすれば当然に拒否できることにはならない。 

     というのも，国家と個人とが，個人の自由に関する緊張関係をもって向

き合う場面において，国旗・国歌は，まさに国家のシンボルであるがゆえ

に特別なものであって，それ以外の事柄と同列に論ずることはできないか

らである。10・23通達をめぐる紛争においては，国旗・国歌を介して個人

と国家とが正面から向き合う場面が設定されている。このシンボライズさ

れた場面において，はたして公権力が個人に対して，国家への敬意表明を

強制することが許されるものかどうか，その問いに対する解答が求められ

ている。 

     この問いに対して，国旗起立・国歌斉唱は単なる儀礼的行為にすぎない

ものであるから，ことさらに国家と個人とが対峙するものと捉える必要は

ないと考えるのか，それとも，公権力自らが国家のシンボルに対する敬意

表明行為を個人に強制することは，国家の権威の由来に関する倒錯であり，

憲法的秩序における背理であると考えるのか，その岐路に立っている。 

     後者の解答を採るならば，国旗起立・国歌斉唱の強制は，憲法上の思想

良心の自由等の個別の憲法条項を持ち出すまでもなく，その根底にある立
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憲主義に照らして許されないことになる。この場合，核心はあくまでも「国

家への敬意表明行為の強制を公権力自らが行なうことを立憲民主政の憲

法体系は許すのか」という問いかけである。この問いかけは，「個人の思想

を理由として，社会規範等に基づく外部的行為の強制を拒否することは許

されるのか」という問題設定とは，まったく異質の議論であり，まったく

別個の論点である。前者が肯定されるからといって，当然に後者も肯定さ

れるという関係には立ちえない。 

   (ｳ) 前記一般的設問の隠れた前提 

     前記の設問「社会一般の規範等に基づく外部的行為の強制が個人の思想

を理由に拒否し得るとすれば，社会が成り立たなくなるのではないか」に

は，ある前提が隠れている。そこで話題にしている「外部的行為の強制」

は，公権力が個人に強制しても一般的には憲法上問題が生じないことが，

隠れた前提となっている。 

     国旗起立・国歌斉唱の強制についていえば，「教職員が特定の歴史観等を

理由に職務命令で義務づけられた外部的行為を拒否できるということに

なれば，社会が成り立たなくなる」という主張は，その前提として，「国旗・

国歌に対する敬意表明という外部的行為は，一般的に公権力が個人に強制

することを憲法が許容する事柄である」と無言のうちに肯定していること

になる。 

     これが肯定されて，個人に対する義務づけを当然に一般的に憲法が許容

しているとなれば，教職員たる者がそのような義務づけに従わないのはけ

しからんという話になりやすい。 

     しかし，事柄の性質からして，外部的行為を公権力が「強制」すること

を，そもそも憲法が許容しない事柄も存在するのである。国旗起立・国歌

斉唱の強制は，まさにその事柄の性質からして，そのような場合に当たる

と原告らは主張するものである。 

  イ 国旗・国歌だからこそ「強制」されてはならない 

    10・23通達をめぐる紛争を法的に考察するときに，これを国歌シンボルと

しての国旗・国歌の強制の問題であるという核心を離れて、思想良心の自由

（信仰の自由）に関する一般的な問題として捉えるならば，前述のとおり，
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「社会一般の規範等に基づく外部的行為の強制が個人の思想を理由に拒否し

得るとすれば，社会が成り立たなくなる」という危惧に逢着せざるをえない。 

    しかし，10・23通達をめぐる紛争は，けっして，ただ単に漠然と一般論と

して思想良心に反する行為を強制されたというレベルの問題ではない。そう

ではなく，国家シンボルである国旗・国歌に対する敬意表明が強制されたと

いう問題なのであり，ここに的確に照準を合わせて違憲性が論じられなけれ

ばならない。この敬意表明行為の強制が，立憲主義の論理に悖る背理である

ことが審理され，これが肯定されることによって，この強制に対する拒否を

容認する司法判断が示されることになれば，その判断は，一般論としての思

想良心による義務の拒否とはまったく次元の異なる判断である。 

    換言すれば，国旗・国歌だからこそ，これに対する敬意表明行為が強制さ

れてはならないのであって，自分の信仰や信念に反することが一般的に強制

されてはならないという話とは異なるのである。そうであれば，「社会一般の

規範等に基づく外部的行為の強制が個人の思想を理由に拒否し得るとすれば，

社会が成り立たなくなる」という危惧はいっさい無用といわねばならない。 

 (5) 「市民に対する強制は立憲民主政と整合しない」が議論の大前提 

  ア 「一般的に憲法上許容される強制」とは何か 

    前述のとおり、主観違憲のアプローチは，「強制」と信仰や信念との関係を

個別的に論ずるから，個別論の前提たる一般論として，「その強制は一般的に

は憲法上許容される」という「隠れた前提」を，隠れたままで暗黙のうちに

肯定することになる。10・23通達をめぐる紛争を主観違憲のアプローチで審

議すれば，「教育公務員ともあろう者が，一般的には憲法上許容される強制に，

信仰や信念を持ち出して，自分だけは従えないなどというのは許されない」

という安易な議論に傾きがちになる。 

    これに対して，客観違憲のアプローチでは，この「隠れた前提」を隠され

たままにしないで，明示的に議論することになる。国旗・国歌に対する敬意

表明の強制は一般的には憲法上許容される強制であるのかどうかが，まず明

示的に吟味されなければならないのである。そのような吟味をするアプロー

チこそが，客観違憲のアプローチである。 

    この「一般的には憲法上許容される強制」というのは，たとえば「エホバ
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の証人」高等専門学校生剣道実技履修拒否事件における剣道実技のカリキュ

ラム化，あるいは良心的兵役拒否事件での兵役のような場合には，理解も納

得もしやすいところである。 

    ところが，国旗・国歌に対する敬意表明行為の強制の場合にはそうではな

い。これは「一般的には憲法上許容される強制」に該当するとはいえない。 

  イ 国旗・国歌の強制は「一般社会においても憲法上許容される強制」ではな

い 

    仮に，この「一般的に」を「一般社会においては」と置き換えて考えれば，

国旗・国歌に対する敬意表明行為の強制は，とうてい「一般社会において許

容される強制」とはいえない。このことに異論が唱えられることはないであ

ろう。 

    それでは，なぜこれが一般社会においては許容されないのかである。ただ

単に，職務命令がなく，一般的に国旗・国歌に対する敬意表明行為を市民で

ある個人に義務づける法律，条例等の法的根拠がないからというだけのこと

なのであろうか。あるいは，憲法は，「強制」を受ける者の属性によって分け

隔てを行ない，ある属性の者に対する「強制」は許容し，別の属性の者に対

する「強制」は許容しないのであろうか。 

    そうであるはずがない。 

    国旗・国歌に対する敬意表明行為の強制が，一般市民社会において行なわ

れないのは，ただ単に，たまたま義務づけの根拠となる法律や条例や職務命

令が存在しないからというだけの話ではない。もちろん，憲法が，市民を属

性によって色分けし，国旗国歌に対する敬意表明の強制を，ある属性の個人

との関係では許容し，別の属性の個人との関係では許容しないという話でも

ない。 

    そのような話として 10・23 通達をめぐる紛争を議論すれば，誤った結論

を導き出すことになる。その議論は，司法の将来に重大な禍根を残すことに

なる。 

  ウ 憲法の基本原理が許容しない 

    国旗・国歌は，国旗国歌法によって定められた国家シンボルである。 

    国家シンボルに対して敬意を表明する行為は，国家そのものに敬意を表明
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する行為にほかならない。敬意の表明は，すなわちその権威を承認し受容す

る行為である。国旗・国歌への敬意表明は，国家それ自体の権威を承認し受

容する行為である。 

    憲法は，国家の権威は国民に由来することを宣明している。国家のために

個人があるのではなく，国家が個人のためにあらねばならないこと，国家の

主体が国民であることは，わが憲法の根幹をなす基本原理である。 

    国旗国歌に対する起立斉唱によって，あるいはピアノ伴奏によって国家シ

ンボルに対する敬意を表明することは，その都度，個人が国家の権威を承認

し，これを受け容れることになる。 

    承認される国家の権威は，国民に由来するものである。国家の権威を承認

することをその源泉である個人に強制することは憲法的秩序の倒錯であり，

立憲民主政の根幹を揺るがす背理である。 

    したがって，一般市民社会において，国旗国歌に対する敬意の表明は，こ

れを公権力が強制するならば立憲主義に悖る背理となる事柄であって，公権

力による強制は立憲主義を逸脱するものであるから，とうてい憲法の許容す

るところではない。 

    そのことが，10・23通達をめぐる紛争を考えるうえでの，出発点でなけれ

ばならない。一般市民としての個人に対する関係では立憲主義を逸脱して許

されない「強制」が，はたして，都立学校の教職員に対してであれば憲法上

許容されることになるのかが問われなければならない。 

  エ 立憲主義の論理に悖る背理はだれに対しても許されない 

    もう一度思い起こしていただきたい。いま議論していることは，特定の「歴

史観ないし世界観」をもった教職員に関し，その主権的権利侵害を論ずる「主

観違憲」のアプローチではない。 

    そうではなく，「客観違憲」のアプローチによって，国旗・国歌に対する敬

意表明を公権力が「強制」することを憲法が許容するのかどうかの議論であ

る。国旗・国歌に対する敬意表明という事柄の性質を考え，これを公権力が

義務づければ，国家の権威の由来に関する倒錯となり，憲法的秩序における

背理となる事柄であるとの結論にいたった。そのような事柄を公権力が「強

制」することは立憲主義から逸脱するものとして，とうてい憲法の許容する



116 

 

ところではない。 

    立憲主義が，個人をその属性によって分け隔てすることはありえない。国

旗国歌という国家制度に関して，これに対する敬意表明が，公権力が強制す

れば国家の権威の由来に関する倒錯となり，憲法的秩序における背理となる

事柄であることに注目すれば，その「強制」を受ける者の属性に応じて結論

が分かれるということにはなりえない。立憲主義の論理に悖る背理となる「強

制」は，公務員だから，教育公務員だから許容されるという理屈にはならな

いのである。 

 (6) まとめ ～客観違憲としての違憲性 

  ア 10・23通達をめぐる紛争と本件訴訟 

    本件は，都立学校の卒業式・入学式等において，教職員である原告らが各

校長の「指定された席で国旗に向かって起立し国歌を斉唱すること」「国歌斉

唱のピアノ伴奏をすること」という職務命令に違反したことを理由とする懲

戒処分をめぐる争いである。各校長の職務命令は，都教委の 10・23 通達に

基づいて発せられた。原告らは，各懲戒処分を違法としてその取り消しと国

家賠償法に基づく精神的損害の賠償を求めている。 

  イ 積極的な妨害行為は存在しない 

    懲戒処分の対象となった行為は，「立って歌わなかった」という消極的な不

作為である。国旗に向かって起立し国歌を斉唱することを求める本件職務命

令に従わないことは，積極的な物理的妨害行為とは明白に異なる。そのこと

よって卒業式等の円滑な進行が妨げられるわけでもなく，客観的に混乱や支

障などの実害が生じるわけでもない。 

    そもそも，卒業式等の式典参加者のなかにひとりでも起立斉唱しない者が

いれば，式典の進行が妨げられるとか，混乱や支障などの実害が生じるとい

うことになれば，保護者や来賓のなかで起立しない者もまた式典の進行を妨

げ，混乱や支障などの実害を与えていることになってしまうが，この結論は，

明らかに非常識である。ただ単に立たない，歌わないというだけでは，式典

の円滑な進行が阻害されることはありえないし，なんらの混乱も支障も実害

も生じるはずはないのである。 

    同様に，原告らのうちの音楽専科教員が「国歌をピアノ伴奏しなかった」
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ことも，事前に学校側に伝えて，音楽CDやテープなど代替手段が講じられ

たのであるから，円滑な進行が妨げられわけでもなく，混乱や支障などの実

害が生じるわけでもない。 

    2012（平成24）年1月16日最高裁第一小法廷判決も，つぎのように述べ

てこの点を重視している。 

    「不起立行為等の性質，態様は，……(略)……積極的な妨害等の作為ではな

く，物理的に式次第の進行を妨げるものではない。そして，不起立行為等

の結果，影響も，……（略）……当該行為のこのような性質，態様に鑑み，

当該式典の進行に具体的にどの程度の支障や混乱をもたらしたかは客観

的な評価の困難な事柄であるといえる」 

  ウ 都立学校の教職員とは 

    都立学校の教職員は，都教委が，憲法ならびに教育基本法，および地方公

務員法，学校教育法，その他の法令に基づき，選考実施要綱等の所定の手続

に従って一定水準以上の能力と技量をもつ者を選抜して採用する。いうまで

もないことであるが，国旗国歌に対して自発的に敬意を表明することができ

る者だけが集められた経過ではないし，国旗国歌に対して一定の思想傾向を

有する者だけが集められた経過でもない。国籍による制限もない。 

    起立斉唱等も懲戒処分もいずれも回避しようとすれば退職するほかないが，

退職すれば生活の糧を失うのであるから，教職員には回避する自由が実質的

に保障されていない。 

  エ 起立斉唱等の意味するもの 

    国旗に対して起立し国歌を斉唱すること，ピアノで国歌を伴奏することは，

国旗・国歌に対して敬意を表明する側面を有する行為である。 

    一連の最高裁判決は，「一般的，客観的に見ても国旗及び国歌に対する敬意

の表明の要素を含む行為」（2011年5月30日最高裁第二小法廷（平成22年

（行ツ）54号事件）判決ほか）と述べている。 

    国旗起立・国歌斉唱の強制は，「国旗国歌に対する敬意の表明の要素を含む

行為」を懲戒処分により強制することになる。 

  オ 憲法的秩序に違背し公権力の正当性を掘り崩す背理 

    さて、くり返し述べるとおり、ここでは主観違憲ではなく客観違憲につい
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て述べている。すなわち、違憲性判断の客観的アプローチであるから、制度

論として違憲性を論ずることになる。 

    敬意を表明するとは，その権威を承認するという意味である。したがって，

国家シンボルである国旗・国歌に敬意を表明する行為は，国家それ自体の権

威を承認する行為である。 

    ところが，憲法はその前文で，「そもそも国政は，国民の厳粛な信託による

ものであって，その権威は国民に由来し，その権力は国民の代表者がこれを

行使し，その福利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の原理であり，

この憲法はかかる原理に基づくものである。われらはこれに反する一切の憲

法，法令及び詔勅を排除する」と宣明している。国家の権威は国民に由来す

る。国家の権威は国家だからアプリオリに存在するものではなく，神から与

えられるものでもなく，あくまでも国民に由来する。この「由来する」とは，

いうまでもなく，国民の任意の意思に基づくという意味である。国家の権威

は，国民から強権的に調達しうるものではない。任意に承認される権威だか

らこそ，国家の権威は正当化されるのである。 

    さらに，憲法は，第1条で国民主権を，第13条で個人の尊厳を宣明する。

国家の主体は国民であって，国家が個人の主人なのではない。個人の尊厳の

尊重と人権擁護こそが国家の存立意義であって，国家のために個人があるの

ではない。これらが憲法の予定する憲法的秩序である。この憲法的秩序は，

公権力を規制する憲法の根本原理によって保たれる。憲法の条項としては，

憲法前文とともに第99条（憲法尊重擁護義務）がそのことを明定する。 

    国旗・国歌に対する起立斉唱・ピアノ伴奏によって国家に対する敬意を表

明することは，その都度，個人が国家の権威を承認して，これを受容するこ

とになる。承認される国家の権威は，国民に由来するものである。自発的に

権威を承認し受容するのは，まったく個人の自由であって問題が生じる余地

はない。 

    ところが，これを公権力が「強制」するとなれば様相が変わる。国家の権

威を受容せよと個人に「強制」することは，権威の源泉に対して権威の受容

を「強制」する倒錯であって，憲法的秩序に明確に反する背理にほかならな

い。国民こそは，国家の権威を受容することも，受容しないこともできる地
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位にある。断じて，国民は国家の権威の受容を強制される立場にはない。こ

れを認めれば，立憲主義の大原則が崩壊する。したがって，その強制は国家

の権威の正当性を否定する論理とならざるをえず，その意味でも背理となる。 

    したがって，公権力が，国旗国歌への敬意表明を呼びかけることはよいと

して，その行為を行わない者に不利益を科してこれを「強制」することは，

立憲主義からの逸脱として，公権力が本来なしうる限界を超えるものである。 

  カ この論点に関してまだ司法判断はない 

    この主張は，違憲性判断の主観的のアプローチではなく，客観的アプロー

チから，制度論として、立憲主義という憲法原則それ自体，あるいは憲法の

構造それ自体における公権力行使の限界を問うものである。公権力と人権と

の関係こそが憲法の最大関心事であり，人権保障の観点からの公権力に対す

る規制こそが憲法の存在理由である。公権力が人権主体である個人に対して

国家への敬意表明行為を強制することは，「個人の権利・自由を確保するため

に国家権力を制限することを目的として制定された」と定式化される近代立

憲主義憲法が許容するところではありえない。 

    このような論点について，いまだ最高裁の判断は示されていない。 

    くり返し述べるとおり，個別の歴史観等と「強制」との関係が検討され，

その「強制」による制約が許容されるとして，10・23通達ないしこれに基づ

く職務命令の違憲性が否定されたとしても，だからといって当然に，客観違

憲が否定されることになるものではない。これはいまだ最高裁の判断がない

論点として，あらためて憲法判断がなされなければならない。 

  キ 公務員・教育公務員だからといって強制はできない 

    前述のとおり，原告らが主張する「公権力は国民に対して，国家シンボル

への敬意の表明の強制をなしえない」という命題は，立憲主義からの逸脱ゆ

えに公権力が本来なしうる限度を踰越しているとするものである。 

    これは，特定の名宛人との関係についてではなく，当該の公権力行使を一

般的に違法とするものである。言い換えれば，だれに対しても，そのような

公権力の行使は適法になしえない。 

    そもそも，公務員としての身分を有しない一般国民に対する関係では，国

旗国歌への敬意表明の「強制」はあり得ない。これは前に詳述したとおり，
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ただ単に根拠法規がないというレベルの問題ではなく，国家の権威の由来に

関する倒錯であり，立憲主義の論理に悖る背理であるからこそ，憲法がその

「強制」を許容しないのである。学校儀式においては，参列の生徒や保護者，

来賓への起立・斉唱の強制は当然に違憲である。 

    では，教育公務員である教職員に対してならば，公務員法等を根拠として

職務命令という形での強制が可能になるのであろうか。 

    そのようなことはありえない。立憲主義の原則を逸脱した公権力の行使は，

名宛人の属性如何に関わらず違法であり無効であるから，当然に不可能と言

わなければならない。 

    また，公務員たる教職員への「強制」を合憲適法と認めれば，強制された

教職員の行為を介在して生徒やその父母にも，つまりは一般市民に対して国

旗国歌への敬意表明「強制」の効果が及ぶ。都教委は，本件訴訟において，

「国歌斉唱をする場に臨んだとき，一人だけ，起立もしない，歌うこともし

ない，そして，周囲から批判を受ける，そのような結果にならないよう指導

すべき」と主張してきた。起立斉唱しないことは，「周囲から批判を受ける」

行為であり，教職員に懲戒処分を科してでも正さなければならない誤りであ

ると理解させる指導を行なうというのである。その指導を受けた生徒たちは，

一般市民社会に出たのちに，国旗国歌に対する敬意表明を行なわない者を厳

しく「批判」するであろう。わが父母が起立斉唱しない人であると知った生

徒は，「周囲から批判を受ける」ことをする父母をもった不運を嘆くかもしれ

ない。父母は，わが子に事実上の不利益がおよぶことを懸念して，自発的に

は行なえない起立斉唱を行なわざるをえなくなるかもしれない。すなわち，

教職員に対する「強制」の効果は，生徒や父母，一般市民にまで及ぶのであ

る。このような効果を容認する解釈は，とうてい憲法が許容するところでは

ない。 

  ク 根拠とする憲法の条項 

    以上の原告の主張の根拠となる憲法の条項を挙げれば，憲法前文，憲法第

1条，および第99条である。 

    「個人の尊厳を確保するために，国家権力の制限を目的として憲法を制定

した」という近代立憲主義の理念は，おのずから，国旗国歌に対する敬意表
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明を個人に強制することはおよそ公権力のなし得るところではないとの結論

をもたらす。 

    そもそも公権力行使の権限の範囲には限界が画されており，国旗国歌に対

する敬意表明の強制は，その事柄の性質上，限界外の行為として，いかなる

国民に対してもこのような強制はなしえないというものである。具体的な個

人の人権侵害の有無を論ずるまでもなく，公権力の行使が客観法的原則から

みて違憲なのである。論点は極めて原理的なもので，「近代立憲主義の基本構

造と人権の価値性」からして当然のことともいうべきである。 

    しかし，あえて日本国憲法の条項をあげるとすれば，国家の権威を承認す

る具体的行為が個人に強制されてはならないという当然の客観法的原則，換

言すれば，国家は個人の人権を擁護するために主権者たる国民によって形成

されるものであって，憲法は公権力を規制する基本原理であるという立憲民

主政の客観法的原則を示した条項として，憲法前文および第1条（国民主権

原理）ならびに第99条（公権力を行使する公務員の憲法尊重擁護義務）をあ

げることができる。国旗国歌に対する敬意表明を個人に強制することは，そ

の個人が教育公務員であろうと，だれであろうとも，公権力の「強制」しう

る限界を踰越するものであり，その「強制」は憲法前文第1段，第1条，お

よび第99条に照らして許されないものである。 

  ケ 主観訴訟の要件 

    主観訴訟である以上，主観的権利侵害が主張されなければならない。 

    しかし，国旗に向かって起立し国歌を斉唱する行為が，「一般的，客観的に

見ても，国旗及び国歌に対する敬意の表明の要素を含む行為」であり，「その

者の思想及び良心の自由についての間接的な制約となる面があることは否定

し難い」ことは，前述のとおり最高裁判決の認めるところである。 

    したがって，主観訴訟としての要件は充たしている。 

 (7) 結論 

   よって，都教委が原告らに対し，本件職務命令を発して国旗・国歌に対する

敬意表明行為を義務づけ，その違反を理由に科した本件懲戒処分は，憲法前文

および憲法第 1 条，第 99 条に反し，都教委の権限の限界を踰越する違憲の処

分であるから，本件各懲戒処分は取り消されなければならない。 
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２ 教育内容に対する公権力の介入の限界～ 教育の特質からして国旗起立・国歌

斉唱を教職員に強制できない 

 (1) 国旗国歌への敬意表明の強制は憲法２６条からも許されない 

  ア 憲法判断の客観的アプローチをとった最高裁大法的判決として 1968（昭

和43）年12月4日最高裁三井美唄炭鉱大法廷判決を挙げた。この大法廷判

決は，前述のとおり，多数決原理に基づく個人に対する義務づけに限界があ

ることを明示的に示し，説得と強制との質的な違いを意識して限界を画した

点に先例的意義がある。 

    同様に憲法判断の客観的アプローチをとり，教育という営為の特質にかん

がみて，教育内容に対する公権力の介入に限界を画した最高裁大法廷判決が

ある。旭川学力テスト事件最高裁大法廷判決である。 

  イ 旭川学テ事件最高裁大法廷判決は，こう述べている。 

      「もとより，政党政治の下で多数決原理によってされる国政上の意思

決定は，さまざまな政治的要因によって左右されるものであるから，

本来人間の内面的価値に関する文化的な営みとして，党派的な政治的

観念や利害によって支配されるべきではない教育にそのような政治的

影響が深く入り込む危険があることを考えるときは，教育内容に対す

る右のごとき国家的介入についてはできるだけ抑制的であることが要

請されるし，殊に個人の基本的人権を認め，その人格の独立を国政上

尊重すべきものとしている憲法の下においては，子どもが自由かつ独

立の人格として成長することを妨げるような国家的介入，例えば，誤

った知識や一方的な観念を子どもに植えつけるような内容の教育を施

すことを強制するようなことは，憲法２６条，１３条の規定上からも

許されない」 

    教育の場において，国旗国歌に対する敬意表明を教職員に対して懲戒処分

を伴って強制することが，子どもが自由かつ独立の人格として成長すること

を妨げるような公権力の教育への介入に当たらないのかどうかが，ここで慎

重に検討されなければならない問題である。 

  ウ その際注目されるべきは，旭川学テ事件最高裁大法廷判決が，「子どもの教
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育が教師と子どもとの間の直接の人格的接触を通じ，その個性に応じて行わ

れなければならないという本質的要請」と説いていることである。判決は，

教育は教職員との「直接の人格的接触を通じ」かつ「子どもの個性に応じて」

おこなわれなければならないと述べ，それが教育の「本質的要請」であると

説いた。 

    一方で，旭川学テ事件最高裁大法廷判決は，「教師が児童生徒に対して強い

影響力，支配力を有する」とも指摘している。 

    前者の「直接の人格的接触」と後者の「強い影響力，支配力」とのいずれ

もが，教職員と子どもとの関係の特質である。この両者の間には緊張関係が

ある。教職員は子どもとの関係において，このように極めて緊張する二重性

を負っていることになる。この緊張関係をもつ特殊な二重性の帰結として，

教職員と子どもは，一心同体的な存在として，ともにその自律性を尊重され

るべき主体と解されなければならない。 

    教職員の自律性が尊重されなければ，後者の「強い影響力，支配力」の回

路を通じて，教育行政が特定の価値観を子どもに一方的に刷り込むことが可

能となってしまう。 

    その事態を回避する方策はひとつしかない。子どもとともに，教職員をそ

の自律性を尊重されるべき主体とすることである。換言すれば，公権力の望

む価値観に従った行為を教職員に強制しないことである。 

  エ 教職員に対して懲戒処分をもって強制することと子どもに対する刷り込み

とは別問題だと強弁するとすれば，それは詭弁というほかない。 

    国家に対する敬意表明の義務付けを行うことは，当然ながら，子どもたち

との直接の人格的接触をおこなう教職員を通じて，子ども自身の「自由かつ

独立の人格」の発達を損なうことになる。 

    国家に対してどのように向き合うべきかであるのかは，本来，子ども自身

が「自由かつ独立の人格」として自ら判断するべき事柄のはずである。すく

なくとも，その判断を自らおこなう力を養うことが教育である。国家に対す

る敬意表明を教職員に義務づけて懲戒処分までおこなうならば，子どもが自

ら判断することを否定することになる。国家に対する敬意表明をおこなわな

いのは懲戒事由にまで当たる不正な行為であると断定し，そのことを子ども
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に刷り込むことになるからである。 

  オ したがって，国旗国歌に対する敬意表明を教職員に強制することは，子ど

もが自由かつ独立の人格として成長することを妨げる公権力の介入というべ

きである。このような強制は，公権力の教育内容に対する介入の限界を踰越

しており，教育行政当局は，そのような強制をおこなう権限を有しない。 

    以上のことは，旭川学テ事件最高裁大法廷判決の説くところにしたがって，

憲法第26条，第13条に基づいて，憲法判断の客観的アプローチとして主張

するものである。 

  カ 子どもが自由かつ独立の人格として成長することを妨げるような公権力の

介入は許されないという憲法26条，13条の要請は，法律のレベルでは，教

育基本法16条に明文で「教育は，不当な支配に服することなく」という明文

として規定されているところである。 

    そこで，以下には，教育基本法16条の問題として論ずることにする。 

 (2) 教育基本法16条の「不当な支配」とは何か 

  ア 教基法16条の「不当な支配」を禁じる規定は，改定前教基法10条と異な

るものではないこと 

    教育基本法 16 条 1 項は，教育について「教育は，不当な支配に服するこ

となく，この法律およびほかの法律の定めるところにより行われるべきもの」

としたうえで，教育行政につき「教育行政は，国と地方公共団体との適切な

役割分担及び相互の協力の下，公正かつ適正に行われなければならない」と

規定している。 

    この規定については，改定前教育基本法10条にも「不当な支配」を禁じる

規定が設けられていたところ，政府は，2006年の教基法改定にかかわる国会

審議に際して，以下のとおり答弁しており，改定前教基法10条の「不当な支

配」該当性が争われた旭川学テ事件最高裁判決の趣旨が変更されるものでは

ないことを明らかにしている。 

    たとえば， 

       「この行政が行われた場合に，……これはこの法律に言うところの

不当な支配に服することなく，この法律及び他の法律の定めるとこ

ろにより行われるべきものであって……例えば国がお示しした学
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習指導要領（について）……司法の判断を，法律に従って正しいか

正しくないかということが争われているわけですよ。だから，例え

ば……旭川の学力テストについての最高裁の判例……不当な支配

はその主体のいかんを問うところではなく，論理的には，教育行政

機関が行う行政でも，国でもですよ，不当な支配に当たる場合があ

り得ると最高裁は判示しているが，同時に，憲法に適合する有効な

他の法律の命ずるところをそのまま執行する教育行政機関の行為に

ついては不当な支配となり得ないことは明らかであると，こう述べ

ているわけです。」（2006 年 11 月 24 日参議院教育基本法特別委員

会における伊吹文部科学大臣の答弁） 

       「国民の意思の下で作られた法律あるいは学習指導要領においても

不当な支配になることはあり得るんですよ。……だから，裁判に訴

えている場合に，裁判はどのような判決を最高裁が下したかといえ

ば，不当な支配はその主体のいかんを問うところではなく，だから

政府も当然ここへ入るということを司法は言っているわけです。論

理的には，教育行政機関が行う行政でも，不当な支配に当たる場合

があり得ると最高裁判所は判示しているが，同時に，憲法に適合す

る有効な他の法律の命ずるところをそのまま執行する行政機関の行

為がここに言う不当な支配とはなり得ないことは明らかであるとい

う判例を示しておられるということです。」（2006年12月5日参議

院教育基本法特別委員会における伊吹文部科学大臣の答弁） 

    以上のとおり，教基法 16 条 1 項の「この法律及び他の法律の定めるとこ

ろにより行われるべきものであって」とは，旭川学テ事件大法廷判決の判示

を受けて，憲法に適合する有効な他の法律の命ずるところをそのまま執行す

る行政機関の行為が「不当な支配」とはなり得ないことは明らかにしたもの

に過ぎず，教基法 16 条 1 項は，改定前の教育基本法 10 条の「不当な支配」

の禁止の内容に変更が加えられたものではない。 

  イ 改定前教育基本法10条1項の立法趣旨 

    1946年7月3日の第90未角国議会衆議院憲法改正委員会において，田中

耕太郎文相は「教育根本法」案を検討中であると答弁し，そこに「教育権の
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独立」を盛り込むことを示唆した。そして同年11月29日に教育刷新委員会

に出された「教育基本法案要綱」では「十 教育行政は，学問の自由と教育

の自主性とを尊重し，教育の目的遂行に必要な諸条件の整備確立を目標とし

て行わなければならない」とされ，その後の過程で「教育の自主性」は「教

育は，不当な支配に服することなく……」という表現になったが，戦前にお

ける教育行政による教育支配をきびしく反省しこれを禁ずる意味から「不当

な支配」を禁止する教育基本法10条1項が規定されたのである。 

    この「不当な支配」の禁止の趣旨について，1947 年 3 月 14 日の第 92 帝

国議会衆議院教育基本法案委員会において辻田政府委員は「従来官僚とか一

部の政党とか，その他不当な外部的干渉によって教育の内容がずいぶんゆが

められたことのあることは申し上げるまでもない。そこで，……一般に不当

な支配に教育が服してはならないのでありまして，ここでは教育権の独立，

……その精神を表したものであります」と答弁しているところである。 

    また，翌 1948 年 3 月に田中耕太郎文相は，その著書「新憲法と文化」に

おいて「教育権の独立の原則は，それが不当な政治的及び行政的干渉の圏外

に置かれるべきことを意味する。従来のわが国における教育は或は政治的に

或は行政的に不当な干渉の下に呻吟し，教育者はその結果卑屈になり，教育

全体が萎微し歪曲せられ，その結果軍国主義及び極端な国家主義の跳梁を招

来するにいたったのである。」，「官公吏たる教員と雖も，……上級下級の行政

官庁の命令系統の中に編入せらるべきものではない。……かような趣旨から

して教育基本法第十条は，教育行政の根本方針を規定している。教育は一方

不当な行政的権力的支配に服せしめられるべきではない。それは教育者自身

が不羈独立の精神を持って自主的に遂行せらるべきものである。」と述べて

いる。このように教育基本法の制定過程においては，教員は行政官庁の命令

系統の中におかず，その自主独立を最大限尊重することの重要性が立法者に

おいて説かれていたのである。 

  ウ 教育行政による教育活動への介入であっても「不当な支配」に該当する 

    以上のとおり，改訂前の教育基本法10条１項の趣旨は，「教育の政治的中

立性」の確保にあるところ，同項が禁じている「不当な支配」の主体は，何

にもまして国家権力であり，教育行政なのである。 
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    一人ひとりの子どもの発達に即した専門性の高い教育を行うためには現場

の教師の自立的な研究に基づく活動が不可欠であり，教育活動に自主性が保

障されるべき必要がある。 

    したがって，同条項が教育への「不当な支配」を禁止したのは，教育活動

の完全な自主性を保障するためであり，政治的社会的勢力，とりわけ教育行

政が教育活動を拘束することは，定型的に「不当な支配」にあたるといわな

ければならない。 

    この教育に対する教育行政による教育への干渉，介入が「不当な支配」に

該当することを明らかにしたのが旭川学テ事件最高裁大法廷判決である。 

    すなわち，最高裁は， 

       「一般に社会公共的な問題について国民全体の意思を組織的に決定，

実現すべき立場にある国は，国政の一部として広く適切な教育政策

を樹立，実施すべく，また，しうる者として，憲法上は，あるいは

子ども自身の利益の擁護のため，あるいは子どもの成長に対する社

会公共の利益と関心にこたえるため，必要かつ相当と認められる範

囲において，教育内容についてもこれを決定する権能を有するもの

と解さざるを得ず」 

   として，国による教育への関与を認めているが，その限界について 

       「教育内容に対する……国家的介入についてはできるだけ抑制的で

あることが要請され……，子どもが自由かつ独立の人格として成長

することを妨げるような国家的介入，例えば，誤った知識や一方的

な観念を子どもに植えつけるような内容の教育を施すことを強制す

るようなことは，憲法２６条，１３条の規定上からも許されない」 

   との判断を示した。そのうえで，改定前の教育基本法10条の解釈として 

       「教基法 10 条１項は……教育が国民から信託されたものであり，

したがって教育は，右の信託にこたえて国民全体に対して直接責任

を負うように行われるべく，その間において不当な支配によってゆ

がめられることがあってはならない……同条項が排斥しているのは，

教育が国民の信託にこたえて……自主的に行われることをゆがめる

ような『不当な支配』であって，そのような支配であると認められ
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る限り，その主体のいかんは問うところでないと解しなければなら

ない。」 

   と判示し，教育行政であっても「不当な支配」の主体にあたり得ることを明

らかにした。そして，教育行政機関が法令に基づいて行う行為が「不当な支

配」に該当するかにつき， 

       「教育関係法律は教基法の規定及び同法の趣旨，目的に反しないよ

うに解釈されなければならないのであるから，教育行政機関がこれ

らの法律を運用する場合においても，当該法律規定が特定的に命じ

ていることを執行する場合を除き，教基法 10 条 1 項にいう『不当

な支配』とならないように配慮しなければならない拘束を受けてい

るものと解されるのであり，その意味において，教基法 10 条 1 項

は，いわゆる法令に基づく教育行政機関の行為にも適用があるもの

といわなければならない。」 

   として，法令に基づく教育行政機関の行為であっても教育基本法 10 条 1 項

にいう「不当な支配」に該当しうることを明らかにしているのである。 

  エ いかなる行為が「不当な支配」に該当するか 

    国の教育行政機関が法律の授権に基づいて義務教育に属する普通教育の内

容および方法について遵守すべき規準を設定する場合について，前記旭川学

テ事件最高裁判決では 

       「教育に対する行政権力の不当，不要の介入は排除されるべきであ

るとしても，許容される目的のために必要かつ合理的と認められる

それは，たとえ教育の内容及び方法に関するものであっても，必ず

しも同条の禁止するところではないと解するのが相当である。」 

   としたうえで，争点となった中学校の学習指導要領について 

       「中学校において，地域差，学校差を超えて全国的に共通なものと

して教授されることが必要な最小限度の基準と考えても必ずしも不

合理とはいえない事項が，その根幹をなしていると認められるので

あり，……指導要領の下における教師による創造的かつ弾力的な教

育の余地や，地方ごとの特殊性を反映した個別化の余地が十分に残

されており，全体としてはなお全国的な大綱的基準としての性格を
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持つものと認められるし，また，その内容においても教師に対し一

方的な一定の理論ないしは観念を生徒に教え込むことを強制するよ

うな点はまったく含まれていないのである。それ故，上記指導要領

は，全体としてみた場合，教育政策上の当否はともかくとして，少

なくとも法的見地からは，上記目的のために必要かつ合理的な基準

の設定として是認することができる」 

   と判示している。 

    したがって，旭川学テ事件大法廷判決は，教育行政機関が法律の授権に基

づいて義務教育に属する普通教育の内容および方法について遵守すべき規準

を設定する場合に，その基準が改定前の教育基本法 10 条 1 項にいう「不当

な支配」に該当するか否かを判断する要素は， 

   (ｱ) 教師による創造的かつ弾力的な教育の余地や，地方ごとの特殊性を反映

して個別化の余地が十分に残されていること 

   (ｲ) 教育における機会均等の確保と全国的な一定の水準維持という目的の

ため必要かつ合理的と認められる大綱的な基準にとどまるものであるこ

と 

   (ｳ) 教師に対し一方的な一定の理論ないしは観念を生徒に教え込むことを

強制するものではないこと 

   であることを明らかにしたものである。 

    したがって，上記3要件を満たさない教育行政機関の行為（通達，職務命

令）は改定前の教育基本法 10 条 1 項が禁じる「不当な支配」に該当し違法

となるのであり，改定前教基法10条1項の趣旨を承継した教基法16条1項

に照らしても「不当な支配」に該当し，違法となるのである。 

 (3) 10・23 通達及びこれに基づく各校長の起立斉唱命令は「不当な支配」に該

当し違法であること 

  ア 10・23通達 

    10・23通達は，都立学校の各校長に対し，第2項で，「入学式，卒業式等

の式典を別紙『入学式，卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱に関する実

施指針』のとおり行うよう求めるものであり，第3項で「教職員が通達に基

づく校長の職務命令に従わない場合は，服務上の責任を問われることを，教
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職員に周知すること」を内容とするものである。 

    そして，別紙実施指針は，国旗を掲揚すべき場所，方法，時間が詳細に規

定されており，また，「式次第に『国歌斉唱』と記載すること」，「式典の司会

者が『国歌斉唱』と発声し起立を促す。」，「国歌斉唱はピアノ伴奏等により行

う」など入学式，卒業式等の式典における国旗掲揚，国歌斉唱の具体的方法

について詳細な定めがなされたものである。 

    このように，別紙実施指針は，国旗掲揚，国歌斉唱の実施方法につき，都

立学校の各校長の裁量が認められる余地がない一義的内容を詳細に定めたも

のであって，10・23通達は，別紙実施指針と一体として実施されるものであ

るから，10・23通達は，東京都教育長が，都立学校の各校長に対して実施指

針に定められた方法によって国旗掲揚，国歌斉唱を実施するよう強制したも

のである。 

  イ 10・23通達発出後の都教委による一連の指導 

    都教委は，10・23通達発出以降，都立学校の各校長に対し，同通達を厳格

に実施するために執拗で強力な「指導」を行った。その経過は「第３の１の

(2)のイ 校長に職務命令発出の裁量がなかったこと」において詳述したとお

りである。 

  ウ 10・23通達は「不当な支配」にあたる 

    上記のとおり，都教委は都立学校の各校長に対し 10・23 通達に基づく本

件各職務命令につき，その内容，発令の方法，時期につき具体的かつ詳細な

指示および指導を行い，さらに，職務命令に従わなかった教職員の現認方法，

さらには都教委への報告の方法いたるまで，詳細な指示および指導を行った

のである。 

    これらの指導は，入学式，卒業式等の儀式的行事における国旗掲揚，国歌

斉唱の実施方法につき学校現場における裁量を否定するものであり，各校長

に対し職務命令の発令を強制したものであり，もはや教育現場における創造

的かつ弾力的な教育の余地や，地方ごとの特殊性を反映して個別化の余地が

十分に残されているとはいえるものではない。 

    そして，原告ら教職員に対しても，都立学校の各校長の職務命令を介して，

入学式，卒業式等の式典において国歌斉唱の際に起立して国歌を斉唱するこ
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と，ピアノ伴奏することを強制するものであるから，10・23通達は，教職員

に対して一方的な一定の理論や観念を生徒に教え込むことを強制するもので

ある。 

    そうすると，10・23通達は，教育における機会均等の確保と一定の水準維

持という目的のために必要かつ合理的と認められる大綱的な基準にとどまる

ものではなく，それを逸脱しているというべきである。 

    したがって，10・23通達およびこれに関する都教委による都立学校の各校

長への一連の指導等は，教育基本法 16 条 1 項所定の「不当な支配」に該当

し，違法である。 

 (4) 職務命令の「不当な支配」性 

   10・23通達およびその後の一連の指導は，各校長において職務命令を発令す

るか否かを判断する余地がまったく残されていないものであって，教育現場に

おける創造的かつ弾力的な教育の余地や学校ごとの個別化の余地が残されてい

るとはいえないものことは明らかであり，国旗の掲揚方法，国歌の斉唱方法に

つき一方的な一定の理論や観念を生徒に教え込むことを強制するものである。 

   そして，各校長による職務命令は，10・23通達およびその後の都教委による

一連の指導の結果，都立学校の各校長が 10・23 通達の実施指針記載の国旗の

掲揚方法，国歌の斉唱方法を実現するため，都教委の指示に従って，発令した

ものであり，改定前の教育基本法 10 条 1 項所定の「不当な支配」に該当する

違法な 10・23 通達を実現するために発令されたものであり，通達の違法を承

継し各校長による職務命令もまた違法である。 

   以上述べたとおり，上記 10・23 通達の内容およびそれに続く都教委による

都立学校各校長に対する一連の指導は，教育現場における創造的かつ弾力的な

教育の余地や，地方ごとの特殊性を反映して個別化の余地が十分に残すもので

はなく，教職員に対する一方的な一定の理論や観念を生徒に教え込むことを強

制するものであって，教育における機会均等の確保と一定の水準維持という目

的のために必要かつ合理的と認められる大綱的な基準にとどまるものではない

から，改定前の教育基本法 10 条 1 項所定の「不当な支配」に該当し，違法で

ある。 

   そして，職務命令は，都立学校の各校長が，10・23通達の実施指針記載の国
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旗の掲揚方法，国歌の斉唱方法を実現するため，都教委の指示に従って，発令

したものであり，教育基本法16条の「不当な支配」に該当する違法なものであ

る。本件各懲戒処分は，教育基本法 16 条に反する違法な職務命令に違反した

ことを理由として科されたものであるから取り消されなければならない。 

 

第６ 国旗起立・国歌斉唱の義務づけの違憲違法性（２） 

               ～ 個人の主観的権利侵害による違憲性 

１ 思想及び良心の自由の制約（憲法19条違反） 

 (1) はじめに 

   原告らに対する本件処分の理由は，原告らが卒業式等における国歌斉唱時に，

「指定された席で起立し国歌を斉唱すること」という 10・23 通達に基づく職

務命令を受けていたにも関わらず，起立しなかったからである。 

   しかし、10・23通達，本件職務命令及び本件処分は，原告らの思想及び良心

の自由（憲法１９条）を制約し，違憲無効である。 

   ところで，憲法 19 条違反に関し，ピアノ伴奏事件以降一連の最高裁判決で

国歌の起立斉唱の義務付けを違憲としない判断が示されている中，本件訴訟に

おいて，憲法19条を論じなればならない理由は何か。 

   それは，都教委が，憲法19条に関する一連の最高裁判決を正しく理解せず，

不起立者の処分を繰り返していることによって，憲法１９条の精神が没却され

ている状況におかれているからである。 

   憲法19条の精神について，芦部信喜教授は以下のとおり解説する。 

   「明治憲法下において，治安維持法の運用にみられるように，交友関係とか，

読書その他の行動とか，または密告によって，その抱懐する思想信条を推測

臆断し，特定の思想信条に対し「国体」に反するとか，「神宮もしくは皇室の

尊厳」を傷つけるとか，「私有財産制を否認する」とか，いうような理由によ

って弾圧を加え，内心の自由そのものを侵害する事例が頻繁に行われた。日

本国憲法が，「言論，宗教及び思想の自由」の尊重を強調するポツダム宣言（10

項）の精神を受け，精神的自由に関する諸規定を冒頭において，それと別箇

の条文で，思想・良心の自由をとくに保障した意義は，そこにある。」（『憲法

学Ⅲ人権各論(1)』芦部信喜著2000年有斐閣） 
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   現在，民主主義を標榜する国家において，一見してそれとわかる露骨な方法

による思想・言論弾圧などはまずありえない。しかし，真の意図を隠して，表

面上はもっともらしい理由・文言によって制約が加えられるようになっている。 

   現在，2012年1月16日最高裁判決を受け，都教委は，同月24日，「都立学

校等の教職員が，卒業式等における国歌斉唱の際，起立して斉唱するよう職務

命令を受けたにもかかわらず，起立しなかったこと等に関し，東京都教育委員

会が行った懲戒処分について，その処分の取消し等を求めた裁判に関する最高

裁判決が，平成24年1月16日に出され，国歌斉唱時の起立斉唱等を教員に求

めた校長の職務命令が合憲であることが，改めて認められました。」「つきまし

ては，このたび議決された内容を教職員に周知するとともに，今後とも，学習

指導要領及び通達等に基づき，これまでどおり，各学校における入学式，卒業

式等を適正に実施するよう，よろしくお願いします。」と都立学校長宛におよそ

憲法 19 条が問題とならないような通知を発した。同最高裁判決で裁量権濫用

による違法の判断がなされ，一連の最高裁判決補足意見で思想及び良心の自由

への影響や教育現場の荒廃が危惧されている中でのことである。更に日本政府

は，2019 年，国際機関である ILO 理事会とユネスコ執行委員会から，一連の

最高裁判決や日本の現状を前提とした上で，日本の卒業式等における起立斉唱

に関し，「愛国的な式典に関する規則に関して教員団体と対話する機会を設け

ること。このような対話は，そのような式典に関する教員の義務について合意

することを目的とし，また国旗掲揚および国歌斉唱に参加したくない教員にも

対応できるようなものとする。」という内容の勧告を受けた。 

   しかし，今もなお，教員の国旗国歌に対する思想及び良心の自由の問題が教

育現場で真摯に議論されることはなく，都教委は対話による解決を拒否してい

る。卒業式等に際しては，起立斉唱命令が発令され，命令に従わず起立等をし

なかった教員は処分され，処分を科された教職員に対する再発防止研修，過去

に戒告処分を受けた職員の再雇用・再任用拒否という流れに何ら変わりはない。 

   国旗国歌法の制定時より，「日の丸」「君が代」に対する評価に関し国民の中

に大きな分かれが現に存在することは既に顕著な事実と思われるが，東京都・

都教委の意に沿わない思想信条を有する教職員を排除し，生徒らには公権力に

都合の良い思想信条のみを教育する今の都教委の運用は，明らかに「やりすぎ」
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であり，自由な精神活動を前提とする民主主義の根幹を揺るがすものである。 

   それゆえ，何度でも基本に戻り，日本という国であえて憲法 19 条が規定さ

れている意味を思い返し，公権力による起立等強制の違憲性を判断すべきなの

である。 

    以下，10・23通達，本件各職務命令及び本件処分が原告の思想及び良心の

自由を制約して違憲無効であることを明らかにするため，第１に，原告ら不起

立等の具体的理由を明らかにした上で，第２に，その理由が憲法 19 条によっ

て保障される思想及び良心であること，第３に，起立等を強制することは，憲

法 19 条の保障する原告らの思想及び良心の自由を直接に制約しているため，

当然に違憲無効とされるべきこと，第４に，起立等を強制する必要性や合理性

すら無いことがより明らかになっていることを論じる。 

 (2) 原告らの不起立の理由  

  ア 原告らが卒業式等の国歌斉唱時に「指定された席で起立し国歌を斉唱する

こと」という職務命令の存在にもかかわらず，起立しなかった理由は，原告

らが様々な「考え方」や「思い」を持っていたからである。 

  イ たとえば，原告らの不起立等の理由には，以下のように，個人として日の

丸・君が代に対して有する考え方や思いがある。 

   (ｱ) 歴史認識の面から，日本の近代の侵略の歴史において日の丸・君が代が

果たした役割から，また，肉親などの戦争経験から，賛成することはでき

ないとするもの。 

   (ｲ) 天皇を賛美する歌である君が代に，立憲主義ないし民主主義の観点から

賛成することはできないとするもの。 

   (ｳ) 宗教上の理由で，神道と一体的である日の丸・君が代を承認することは

できない，とりわけ神なる天皇の賛歌である君が代を斉唱することはでき

ないとするもの。 

  ウ また，原告らの不起立等の理由には，以下のように，原告らが教師として

有する考え方や思いもある。 

   (ｱ) 戦前，教師は軍国主義教育のもと，教え子たちを戦場に送り出してしま

った。自分たちは教師として二度と教え子を戦場に送るようなことがあっ

てはならず，戦後の憲法・教育基本法はそうした思いを支えるものである。
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日の丸掲揚，君が代斉唱時の起立・斉唱の強制は，憲法，教育基本法に反

し，子どもたちを戦場に送ることに繋がるものであって，とうてい従うこ

とはできないといった考えや思い。 

   (ｲ) 日常的な教育実践の中で生徒たちに強調してきたことは，正義を貫くこ

とであり，自主的思考・判断であったのに，権力的強制の前では抵抗もで

きずに長いものに巻かれろというかのような自己の日常的な教育実践に

反した行動をとるわけにはいかないとの考えや思い。 

  エ 更に，原告らの不起立等の理由には，以下のように，原告らが教師として

持たざるを得なかった考え方や思いもある。 

   (ｱ) 教師であるなら，学校外での教育や自身の戦争体験を通じて形成された

信条として，あるいは，民族的出自から，一人でも立てない生徒がいる以

上，その生徒を見捨てるわけにはいかず，教師としての自己は少数者の側

に立たなければならないといった考えや思い。 

   (ｲ) 教師として生徒の安全は守らなければならず，子ども中心の生徒の安全

に配慮した卒業式を，国旗国歌を持ち込むことを重要視した卒業式に転換

させる 10・23 通達や本件職務命令に従うことなどできないという考えや

思い。 

   (ｳ) 個人としては，日の丸・君が代そのものについては異論はなく従来から

起立・斉唱してきたが，教師としては，10・23通達と職務命令により教育

現場にこれを強制することは是認できないとの考えや思い。 

  オ 原告らの考えや思いは人それぞれであり，原告らの不起立等の理由は，決

して上記の考えや思いに限定されるものではなく，そのいくつかが複合した

りしている。 

 (3) 原告らの考え方や思いは憲法19条で保障される思想及び良心であること 

  ア 国旗・国歌は，国民統合機能を有する存在であり，その機能ゆえに，性質

上，常に何らかの思想・理念・政治と密接な関連をもつものである。国旗・

国歌のこのような機能・性質に鑑みれば，国旗・国歌という存在をどう受け

止め，どう向き合うかは，ひとりひとりの個人が自己の思想・良心に照らし

て決めるべき事柄ということになる。 

    また，国旗・国歌のもつ一般的性質に加え，日の丸君が代には，戦前日本
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の皇民化教育および侵略戦争遂行の中で重要な役割を果たしてきたという重

い歴史があることも前述したとおりである。このような思い歴史的事実に鑑

みれば，日の丸君が代をどうとらえ，どう評価するということは，個人の歴

史認識・評価，天皇制に対する評価，戦争責任についての評価，戦前・戦後

政治の評価，政治意識などと密接に関連するものであり，これらと切り離し

て考えることはできない。そして，こういった，歴史認識・評価，政治意識

などというものは，まさに個々人の世界観，人生観に裏付けられているもの

である。 

    以上からして，原告らが個人として日の丸・君が代に対して有する上記(2)

イ記載のような「考え方」や「思い」は，単なる好き嫌いを超えた，原告ら

自身の歴史観ないし世界観及びこれに由来する社会生活上ないし教育上の信

念等である。 

  イ また，原告らが，教師として有する「考え方」や「思い」は，これまでの

教師としての教育実践から生じてきたものである。 

    教師にとって，教育実践とは，原告らの教師としての人生と密接に関わっ

た日々の営みであり，子供との全人格的な関わりである。 

    よって，その教育実践を通じて得た「思い」は，子供たちへの思い，教師

である原告本人のアイデンティティであり，権力的な介入には絶対に譲れな

い教育観である。 

    このように考えると，上記(2)ウ記載のような原告らの教師としての「考え

方」や「思い」，教育観は，まさに，個人の人格形成の核心であって，人間の

尊厳と個人の尊重の見地からは尊重されてしかるべきものである。 

  ウ 更に，上記(3)イとは別に，原告らが，自身が「日の丸」「君が代」で起立斉

唱することには違和感がなくとも，教師として持たざるを得なかった「考え

方」がある。 

    「子どもの教育は，教育を施す者の支配的権能ではなく，子どもの学習を

する権利に対応し，その充足をはかりうる立場にある者の責務」である（旭

川学テ事件最高裁判決）。教師は，専門職として，子どもの人権を保護し，支

配的権能に加担してはならない。これは，憲法順守義務（憲法99条）を負う

教育公務員であれば尚更である。それゆえ、例えば『日の丸』や『君が代』
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に対する評価に対し国民の中に大きな分かれが現に存在している以上，生徒

の立場に立って，公的儀式の場で起立斉唱行為が強制されるべきではないと

いう考え方が存在する。教職員の職責意識からは持たざるを得ない考え方で

ある。 

    原告らは，一市民としての側面とは別に，教育の専門職としての側面を持

っている。教育の専門職としての側面も原告らの人格形成の核心となってお

り，上記(3)エ記載のような，原告らが教職員の職責意識から生じる「考え方」

は，人間の尊厳と個人の尊重の見地からは尊重されてしかるべきものである。 

  エ 以上の原告らの「考え方」や「思い」は憲法19条で保障される「思想及び

良心」である。 

  オ なお、一連の最高裁判決は，上記ウのような言わば「教職員としての職責

意識に基づく信条」の制約の許容性を個人の歴史観ないし世界観との関係に

おける間接的な制約の有無に「包摂される事柄」，すなわち個人の歴史観ない

し世界観に基づくものか，別個のものであるとしても憲法 19 条の保護範囲

外であって別途の検討を要しないものとして捉えている。 

    しかし、ピアノ（伴奏拒否）事件最高裁判決藤田宙靖裁判官少数意見が的

確に述べるところであるが，「例えば，『君が代』を国歌として位置付けるこ

とには異論が無く，従って，例えばオリンピックにおいて優勝者が国歌演奏

によって讃えられること自体については抵抗感が無くとも，一方で『君が代』

に対する評価に関し国民の中に大きな分かれが現に存在する以上，公的儀式

においてその斉唱を強制することについては，そのこと自体に対して強く反

対するという考え方も有り得るし，また現にこのような考え方を採る者も少

なからず存在する」。例えば，教職員は，起立斉唱したくないという生徒の複

雑な信条を察し，「自分が起立斉唱をすれば生徒も同調圧力で起立斉唱しな

ければならなくなる」と考えれば，教職員はその職責意識から生徒のために

起立斉唱できないのである。場合によっては，教職員はそもそも起立斉唱す

べきでないとも言える。ここに原告ら個人の歴史観ないし世界観は前提とな

っていないことは明らかである。 

    また，「『君が代』に対する評価に関し国民の中に大きな分かれが現に存在

する以上，公的儀式においてその斉唱を強制することについては，そのこと
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自体に対して強く反対するという考え方」は，「例えば『およそ法秩序に従っ

た行動をすべきではない』というような，国民一般に到底受け入れられない

ようなものであるのではなく，自由主義・個人主義の見地から，それなりに

評価し得るものであることも，にわかに否定することはできない」（同判決藤

田宙靖裁判官少数意見）。更に教職員も，憲法上，子どもの学習権を充足させ

る責務を負うのであり，生徒の人権保障のために 10・23 通達や本件職務命

令を受け入れることができないという信条は，教職員である原告らの人格形

成の核心であり，憲法１９条によって保護されるべき信条である。 

    以上の通り，「教職員の職責意識に基づく信条」は個人の世界観，歴史観に

由来しないものであり，憲法19条の保護範囲に含まれるものである。 

    そして，「教職員の職責意識に基づく信条」を正面から受け止めるとき，10・

23通達や本件職務命令が正に「教職員の職責意識に基づく信条」を否定して

いることが明らかになる。また現場の教職員による子どもの学習権保障を踏

まえて違憲審査基準を決定しなければならないことが明らかになる。 

    個人の歴史観ないし世界観に由来する場合とでは全く事案類型が異なる。

事案類型の把握が誤っているからこそ，本件職務命令等が必要かつ合理的で

あれば子どもの学習権にも問題ないなどと安易に公的機関による人権侵害が

許容される。教職員の職責意識すなわち子どもの学習権保障という事案の本

質部分が十分に検討されてない。したがって，個人の世界観，歴史観とは全

く切り離して，別個独立に，教職員の職責意識に基づく信条に対する制約に

ついて正面から憲法判断がされなければならない。 

 (4) 原告らの考え方や思いが10・23通達，本件職務命令及び本件処分によって

思想及び良心の自由が制約されていること（絶対的無効） 

  ア 憲法19条の保障内容・範囲 

    憲法19条は，第１に，公権力が特定の思想や価値観ないし事物の是非・善

悪の判断を正しいものとし，国民に対してそれに従うべきことを強制したり，

それに反する思想や価値観などを禁止することを禁じている（伊藤正巳「憲

法」第三版257頁）。 

    第２に，沈黙の自由を保障している。すなわち，各人に対して，いかなる

思想及び良心を有しているかまたは有していないかを外部的に告白または表
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現するように強制することは禁止される。また，各人の意思とは無関係に思

想及び良心について調査したり，何らかの方法・手段で直接・間接に推知す

ることも許されない。 

    第３に，公権力は，特定の思想及び良心を有すること，もしくは有しない

ことを理由として，刑罰その他の不利益を科すことも，禁止される。 

  イ 10・23通達，職務命令及び本件処分による思想及び良心の自由の制約 

   (ｱ) 思想及び良心の強制 

    ① 国旗に向かって，国歌を起立斉唱する行為は，一定の「思想」を前提

として行われる行為であって，それを強制することは，一定の「思想」

に基づく行為を強制することにほかならない。 

      本件では，10・23 通達及び本件職務命令は，原告らに対し，「服務上

の責任を問う」ことによって，卒業式等において国旗に向かって起立し

国歌を斉唱する行為を強制しているのであり，これは，都教委及び都立

学校の校長という公権力が，一定の「思想」に基づく行為を教職員に強

制しているものなのである。 

      このような，都教委による「『日の丸』・『君が代』に対する肯定的『思

想』」，あるいは，「『国家』に対する積極的な価値を求めるべきであると

する『思想』」という一定の「思想」に基づく起立の強制は，公権力によ

る一定の「思想」の強制・勧奨を禁じた憲法１９条に違反する。 

    ② また 10・23 通達及び本件職務命令は，原告らに対し，一律に，卒業

式等において国旗に向かって起立し国歌を斉唱する行為を強制してい

る。 

      理由を問わず一律に強制する 10・23 通達や本件職務命令は，国家の

支配的権能に加担することを原告らに求めるものであり，『日の丸』や

『君が代』に対する評価に対し国民の中に大きな分かれが現に存在して

いる以上，生徒の立場に立って，公的儀式の場で起立斉唱行為が強制さ

れるべきではないという考え方やより安全に卒業式等を実施すべきと

いう考え方のような教育の専門職である教師であれば職責意識として

持たざるを得ない考え方を真っ向から否定するものである。原告らの職

責意識が誤っているものとして否定し、原告らの思想および良心を制約
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している。公権力による一定の「思想」の強制・勧奨を禁じた憲法１９

条に違反する。 

   (ｲ) 沈黙の自由の侵害 

     掲揚された国旗に向かって起立するか否か，国歌を斉唱するか否か，ピ

アノ伴奏をするか否かは，個人が天皇制や国家神道・軍国主義，ナショナ

リズム，国のあり方などをどう評価し，どう受け止めるかという，個人の

政治的価値観・世界観・国家観などといった特定の思想及び良心とのつな

がりが明らかに推知される性格のものである。 

     よって，起立等が強制されたときに，それを拒否することによって，国

旗国歌そのもの，あるいは学校現場におけるそれらの強制に対して否定的

評価をしているという特定の思想及び良心が推知されてしまう。 

     したがって，掲揚された国旗に向かって起立し，国歌を斉唱するという

行為を強制することは，特定の思想の表明を迫ることであり，憲法 19 条

の保障する思想及び良心の沈黙の自由を制約する。 

   (ｳ) 「思想及び良心」の自由に基づく不利益処分 

     原告らに対する本件各処分は，原告らが卒業式等の国歌斉唱時に，職務

命令に従って起立斉唱しなかったことを理由としている。原告らのこの不

起立等は，憲法上保障された原告らの「思想及び良心」の外部的表出であ

る。それを理由に懲戒処分という不利益処分を科すことは，原告らの一定

の「思想及び良心」に基づいて不利益処分を科していることに他ならない。 

     よって，本件処分は，不利益処分によって憲法 19 条が保障する思想及

び良心の自由を制約する。 

  ウ まとめ 

    したがって，10・23通達，本件職務命令及び本件処分は，原告らの思想及

び良心の自由（憲法19条）を制約しているため、憲法19条に違反し、無効

である。 

  エ 職務命令等は原告らの思想及び良心を直接的に制約しており，絶対的無効

であること 

   (ｱ) 10・23通達等による規制の目的が「思想及び良心」の規制にあること 

     第３の４「10・23 通達発出の真の目的」で記載したとおり，10・23 通
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達，本件職務命令及び本件処分は，上意下達の命令による教育現場の実現

とそれによる教師・生徒の思想統制，そして命令に従わない教職員の排除

を意図している。 

     この点は，10・23通達に関する訴訟における2011（平成23）年6月6

日最高裁判決における宮川光治裁判官の反対意見が10・23通達は，「式典

の円滑な進行を図るという価値中立的な意図で発せられたものではなく，

前記歴史観ないし世界観及び教育上の信念を有する教職員を念頭に置き，

その歴史観等に対する強い否定的評価を背景に，不利益処分をもってその

歴史観等に反する行為を強制することにあるとみることができる」と的確

に指摘している。 

     10・23通達等による規制の趣旨が「思想及び良心」の規制にあることは

明らかであり，10・23通達，本件職務命令及び本件懲戒処分は憲法19条

に違反し，無効である。 

   (ｲ) 建前上の規制の目的も「思想及び良心」の規制にあること 

     通達や職務命令は、組織の統一的効率的運営の要請から発令されるもの

である。つまり建前上は、「卒業式等において，会場に入場する教職員全員

の起立斉唱行為を確保すること」を目的としている。原告らは、教職員全

員による起立斉唱が生徒にも起立斉唱を強制することになってしまうか

ら、また安全な卒業式等を実施するため、公的儀式の場で起立斉唱行為が

強制されるべきではないという教職員の職責意識から生じる考え方を正

面から否定する目的である。 

     上記(3)ウで述べた憲法 19 条で保護される思想及び良心が本件職務命令

等で直接制約される以上、本件職務命令等は憲法 19 条に違反し，無効で

ある。 

   (ｳ) 卒業式等のような儀式における起立斉唱行為の強制は原告らの「思想及

び良心」を直ちに制約するものであること 

     起立斉唱行為は、極めて個人的な行為である。起立斉唱行為は、国旗や

国家にこめられた思想や政治的概念を受け入れたことを含有する可能性

がある。起立斉唱行為を強制すれば、個人の価値観や意見を侵害する。

（CEART勧告パラグラフ103） 
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     以上が国際社会，つまり一般的，客観的に見る起立斉唱行為の性質であ

る。 

     また日本独自の事情もある。「東京都の10・23通達とこれに基づく校長

の職務命令によって，入学式卒業式等の儀式的行事は，宗教に類するある

種の「思想や信念に基づく行為，祝典，儀式又は行事に参加すること」の

強制として受け止められるものとなった。宗教的な天皇崇敬と日の丸・君

が代の歴史的な背景を理解している場合にそう感じるのは、相当数の人々

にとって避け難いことである。これは学習指導要領が集団規律の強化の根

拠として用いられることによって生じた事態である。」（島薗進論文） 

     一般的，客観的に見て，卒業式等において，日の丸・君が代が全員一致

の集団規律とともに強制的な形で用いられる場合，起立斉唱行為は，「日の

丸」「君が代」への敬意の表明の意味を有する宗教的で政治的な意味を有す

る行為となる。卒業式等のような儀式における起立斉唱行為の強制は原告

らの「思想及び良心」を直ちに制約するものであり，本件職務命令等は、

憲法19条に違反し，無効である。 

     なお，一連の最高裁判決は，一般的，客観的に見て，卒業式等における

起立斉唱行為が慣例上の儀礼的な所作であることを根拠に、本件職務命令

等が原告らの思想及び良心を直ちに制約するものではないとする。しかし，

かかる評価は，一般的，客観的な見方についても起立斉唱行為が原告らの

思想及び良心に与える影響についても見誤っている。国際社会の見方や歴

史的事実を踏まえ，起立斉唱行為は「敬意の表明の要素」こそが本質的要

素であり，儀礼的性質の側面を有するからといって，国家に対する敬意表

明を強制することが憲法上許容されることにはならないと判断されねば

ならない 

 (5) 本件職務命令等の合憲性を基礎づけるだけの必要性や合理性がないこと 

  ア 思想及び良心の自由の違憲審査基準に緩やかな審査基準を採用してはな

らない 

   (ｱ) はじめに 

     本件で問題となっているのは，「思想」と直接矛盾抵触する「行為」の強

制である。このような思想及び良心の自由に対する制約が特定の「行為」
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の「強制」あるいは「禁止」という形で表れる場合，「行為」ゆえに他者の

人権との矛盾抵触が生じる恐れなしとは言えない。そうすると，思想及び

良心の自由についても特定の「行為」の強制あるいは禁止としてその制約

が現れる場合，絶対的保障が貫徹できないともみえる。 

     しかし，思想及び良心の自由は，精神的自由の原理的保障でもあること

から，思想及び良心の自由に対する制約の正当化根拠の有無は厳格に審査

されなければならないことは以下の通り明らかである。 

   (ｲ) 精神活動の自由の優越的地位 

    ⅰ 思想及び良心の自由は，それが宗教的信仰の形をとるときは「信教の

自由」（憲法20条），科学的真理の探究については「学問の自由」（23条），

また，それを外部に伝達することは「表現の自由」（21 条）としてあら

われるが，これらの精神活動の自由は，日本国憲法の基本原理である個

人の尊厳を支える不可欠の条件であり，また民主主義存立の不可欠の前

提である。 

      このような精神的自由を支える社会的価値として，①個人が言論活動

を通じて自己の人格を発展させるという，個人的な価値（自己実現の価

値）と，②言論活動によって国民が政治的意思決定に関与するという，

民主政に資する社会的な価値（自己統治の価値）があり，これによって

精神活動の自由の優越的地位が導き出される。 

      そして，この精神的自由の「優越的地位」の理論から，違憲審査基準

として二重の基準論が導き出される。 

    ⅱ このような精神的自由の優越的地位，そして二重の基準は，最高裁判

所においても，猿払事件最高裁大法廷判決（最高裁 1974（昭和 49）年

11月6日大法廷判決 刑集28巻9号393頁）において，「憲法21条の

保障する表現の自由は，民主主義国家の政治的基盤をなし，国民の基本

的人権のうちでもとりわけ重要なものであり，法律によってみだりに制

限することができないものである」と判示し，表現の自由が重要な人権

であることを認めており，表現の自由の優越的地位が確認されていると

ころである。 

      また，泉佐野市市民会館事件（最高裁1995（平成7）年3月7日第三
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小法廷判決 民集 49 巻 3 号 687 頁）においては，いわゆる薬局の距離

制限違憲判決（最高裁 1975（昭和 50）年 4 月 30 日大法廷判決 民集

29 巻 4 号 572 頁）を引用した上で「集会の自由の制約は，基本的人権

のうち精神的自由を制約するものであるから，経済的自由の制約におけ

る以上に厳格な基準の下に審査されなければならない」と言及し，精神

的自由が経済的自由よりも厳格な基準による審査が必要であることを

明らかにしており，精神的自由に対する制約の違憲審査は二重の基準に

よることを明らかにしているのである。 

   (ｳ) 「厳格な審査基準」による憲法適合性判断が必要であること 

    ⅰ 本件で制約される思想及び良心の自由は，優越的地位を有する精神的

自由の中でもとりわけ中核を占めるものであるから，精神的自由のなか

でも特に強い保障を受けるといわねばならない。 

      さらに，本件では，外面的な精神活動の自由が問題となる場面のさら

に手前の，内面的な精神活動の自由が問題となっているのであるから，

公権力側がかかる内面的精神活動を制約するためのハードルは極めて

高いというべきである。 

      したがって，精神的自由の中でも特に優越的地位を有する権利である

思想及び良心の自由の制約の憲法適合性判断は，厳格な基準によるべき

である。すなわち，思想及び良心の自由の侵害を正当化する根拠として，

その具体的内容が明らかにされなければならず，制約目的が必要不可欠

であること，制約の手段，方法等が必要最小限であること，より制限的

でない他の選びうる手段がないことなど，厳格な基準によって，憲法適

合性が判断されなければならない。 

      また，精神的自由に対する制約がもたらす委縮効果を考慮すれば，思

想及び良心の自由という精神的自由の制約であるかぎり，それが外部的

行為に対する制約であれ，間接的な制約であれ，合憲性判断基準を緩め

る理由はない。 

    ⅱ そもそも現在，民主主義を標榜する国家において，一見してそれとわ

かる露骨な方法による思想・言論弾圧などはまずあり得ない。しかし，

真の意図を隠して表面上はもっともらしい理由・文言によって制約が加
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えられるようになっている。それゆえ，違憲審査は慎重かつ厳格におこ

なれなければならない。したがって，一連の最高裁判決が，制約の目的

が必要不可欠であるか，制約の手段・方法が必要最小限であるか，より

制限的でない他の選びうる手段がないか等「厳格な審査基準」による合

憲性判断が必要であるのに，必要性・合理性基準とでもいうべく比較衡

量によって合憲性判断をしたこと自体，憲法１９条の解釈を誤ったもの

というほかない。 

(ｴ) 「厳格な審査基準」によれば本件職務命令は当然に違憲無効であること  

     「厳格な審査基準」によれば，主に制約の目的が必要不可欠であるか，

制約の手段・方法が必要最小限であるか，より制約的でない他の選びうる

手段がないかという視点から審査される。 

    ⅰ 目的が必要不可欠か 

      一連の最高裁判決によれば，本件職務命令の具体的目的は，「教育上の

特に重要な節目となる儀式的行事」における「生徒等への配慮を含め，

教育上の行事にふさわしい秩序を確保して式典の円滑な進行を図るこ

と」にある。本件職務命令等も同様のものと考えて差支えはあるまい。 

      式典の円滑な進行は，必要目的であろう。しかし、後述の通り，原告

らの行為によって式典の円滑な進行に悪影響は生じていない。 

      一般論として教育上の行事にふさわしい秩序の確保も必要であろうが，

一連の最高裁判決や都教委は，教育上の行事にふさわしい秩序を確保す

るためには教職員「全員」の起立斉唱を確保する必要があると考えてい

るようである。しかし，起立斉唱行為のような愛国的な行為や言動は，

自発的に行われてこそ意味があるものである。また民主主義社会では異

議を唱えられること自体が貴重である。例えば、在日の生徒が起立斉唱

行為を拒否しても咎められるべきではないように、卒業式等における起

立斉唱行為が自発的に行われるような秩序，言い換えれば，強制されな

い秩序が民主主義社会における「教育上の行事にふさわしい秩序」であ

る。教育上の行事にふさわしい秩序を確保するためには教職員「全員」

の起立斉唱を確保する必要を求めているとすれば必要不可欠な目的で

はない。 
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    ⅱ 制約の方法・手段が必要最小限の制限であるか 

      生徒らが卒業式等における国旗国歌に対する態度をいかようにとるか

は，普段の上記指導の結果，生徒が国旗国歌をどのように受け止め，そ

して行動するかの問題である。特に式典運営を妨害するものではない消

極的行為である不起立等によって，生徒に不起立等を勧奨するような影

響を与えることになるとは考えられないのであり，教職員の不起立等を

認めても生徒に対する配慮が欠けることもない。実際、国旗国歌法施行

後，都立学校において，少なからぬ学校の校長は内心の事由告知を行い，

式典は一部の教職員に不起立不斉唱行為があったとしても支障なく進

行していた。むしろ，教師が全員起立等するために，例えば在日の生徒

が，その信条に反して，起立等しなければならないという意味で，生徒

の思想及び良心の自由への学校側の配慮が欠けることの方が問題であ

る。 

      以上のとおり，教職員の不起立等によって式典が妨害されることも，

生徒等への配慮が欠けるなどして運営上重大な支障をもたらしてもい

ないのであり，起立等を求める10・23通達等が過大な制約手段であるこ

とは明らかである。 

    ⅲ より制約的でない他の選びうる手段がないか 

      式典の円滑な進行に具体的な問題が生じていないのであり，本件職務

命令等のような強制的な手段を用いる理由がなく,都教委と教職員の対

話による解決が必要かつ十分である。 

    ⅳ 結論 

      以上のとおり，厳格な審査基準のもとでは本件職務命令等の合憲性は

肯定できず，10・23通達，本件職務命令及び本件処分はいずれも憲法19

条に違反し，無効である。 

イ 本件職務命令等の必要性や合理性すらない 

   (ｱ) CEART勧告が明らかにしたこと 

    ⅰ 第 4 の 5 の(4)で述べた通り, ILO 及びUNESCO は、日本政府に対

し、次のように勧告した。 

 (a) 愛国的な式典に関する規則に関して教員団体と対話する機会を設ける。 



147 

 

その目的はそのような式典に関する教員の義務について合意することであ 

り、規則は国旗掲揚や国歌斉唱に参加したくない教員にも対応できるものと

する。 

(b) 消極的で混乱をもたらさない不服従の行為に対する懲罰を避ける目的 

で、懲戒のしくみについて教員団体と対話する機会を設ける。 

(c) 懲戒審査機関に教員の立場にある者をかかわらせることを検討する。 

(d) 引き続き教員の専門的発達を目的とし、懲戒や懲罰の道具として利用し

ないよう、現職教員研修に関する方針や実践を見直し改める。 

(e) 障害を持った生徒や教員、および障害児童とかかわる者のニーズに照ら

し、愛国的式典に関する要件を見直す。 

(f) 上記勧告に関する諸努力についてそのつど合同委員会に通知すること 

      勧告は、教員の地位に関する勧告の解釈であるが、起立斉唱行為の強

制が個人の価値観や意見を侵害するものであると国際社会が考えてい

るという事実はわかる。（CEART勧告パラグラフ103） 

    ⅱ 様々な意見があるものの、少なくとも原告らは、国旗国家条項に記載

されている「入学式や卒業式などにおいては，その意義を踏まえ、国旗

を掲揚するとともに，国歌を斉唱するよう指導するものとする」こと自

体は本訴で否定していない。 

      また一連の最高裁判決が述べるような、「生徒等への配慮を含め，教育

上の行事にふさわしい秩序の確保とともに当該式典の円滑な進行」に原

告らが協力すべきことが地方公務員として、また教職員としての任務で

あることも否定していない。 

      一連の最高裁判決や都教委は、教育上の行事にふさわしい秩序を確保

するためには教職員「全員」の起立斉唱を確保する必要があると考えて

いるようである。しかしながら、起立斉唱行為のような愛国的な行為や

言動は、自発的に行われてこそ意味のあるものである。また民主主義社

会では異議を唱えられること自体が貴重である。例えば、在日の生徒が

起立斉唱行為を拒否しても咎められるべきではないように、卒業式等に

おける起立斉唱行為が自発的に行われるような秩序、言い換えれば、強

制されない秩序が民主主義社会における「教育上の行事にふさわしい秩
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序」である。 

      原告らは、ただ憲法上保護される思想信条から起立斉唱命令には従う

ことができないため、生徒等に配慮し、卒業式等に混乱が生じぬよう静

かに起立や斉唱をしていない。実際、原告らによる不起立等の消極的な

行為で卒業式等に特段の混乱は生じていない。 

      卒業式等における、「生徒等への配慮を含め，教育上の行事にふさわし

い秩序の確保とともに当該式典の円滑な進行」という目的は、原告らに

よる不起立等の消極的な行為があっても達せられている。殊更に、原告

らの思想信条を制約してまで、教職員「全員」の起立斉唱を確保すべき

必要性は見いだせない。行政目的の実現に、起立斉唱命令が論理的に必

要という関係にはない。 

    ⅲ 原告らの人権保障と行政目的の実現は両立可能である。 

      都教委のすべきことは、上記勧告にある通り、教職員と話し合い、起

立斉唱をしたくない教職員に対応できるよう、教職員の義務内容を合意

形成し、卒業式等のルールを作ることである。職務命令や懲戒処分をし

なくて済むよう、教職員らと話し合うことである。 

      そもそも起立斉唱行為のような愛国的な行為や言動は、自発的に行わ

れてこそ意味のあるものである。起立斉唱命令は、本来は強制に馴染ま

ない行為を強制するものであり、問題解決の手段として誤っている。勧

告は、「民主主義社会では、異議を唱える言動の存在それ自体が、愛国的

な行為が強制からではなく信念から発しており、それゆえますます意義

深いものであることの証拠なのである。」（CEART勧告パラグラフ104）

とも述べており、できる限り異議を唱える言動が委縮しないよう対話に

よる解決を模索することが民主主義社会のあり方である。 

      上記勧告は、至極当然のことを述べているに過ぎない。 

      対話を尽くすことで、行政目的を実現しつつ原告らの人権も守れる教

育現場のルールが作れるのに、対話を尽くさずに機械的に発せられてい

る職務命令に合理性があるはずがない。 

    ⅳ 公務員に対してであるからといって、不必要または不合理な職務命令

まで許される訳ではない。憲法上の人権が関わっている場合には尚更で
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ある。勧告や卒業式等の現状、都教委の対応などの経緯から本件職務命

令等の必要性や合理性すらないことがより明らかになってきているの

であるから、本件職務命令等は違憲無効と判断されなければならない。 

   (ｲ) もともと必要性や合理性がなかったこと 

     CEART 勧告は、民主主義社会における教育現場のあり方を明らかにし

たものと思われるが、そもそも、10・23通達発出の経緯を見ても、必要性

や合理性がなかった。 

     すなわち 10・23 通達と本件職務命令の発出の必要性については，被告

や各裁判例等において、卒業式等において，会場に入場する教職員「全員」

の起立斉唱行為を確保することが挙げられる。 

     しかし、学習指導要領の国旗国家条項は、「入学式や卒業式などにおいて

は，その意義を踏まえ、国旗を掲揚するとともに，国歌を斉唱するよう指

導するものとする。」とのみ記載され、国旗掲揚や国歌斉唱の指導は求めて

いるものの、国旗掲揚や国歌斉唱の具体的方法までは特定していない。こ

れは国旗国歌条項が、卒業式等における国旗掲揚や国歌斉唱の実施率向上

を目的としていたからである。そのため，①卒業式等における国旗掲揚や

国歌斉唱の実施率 100％をもって国旗国歌条項の目的は達していると言え

る。更に，②国旗国歌条項は大綱的基準である以上，そこから派生する実

現手段には様々なものが考えうるところ，国旗掲揚や国歌斉唱そのものの

周辺的な実現手段である国旗掲揚や国歌斉唱の具体的方法については，そ

の必要性が国旗国歌条項の趣旨を実現するために本当に必要なものであ

るか厳格に問われなければならない。そして厳格に問えば，国旗国歌条項

の文言解釈からは教職員「全員」の起立斉唱行為が必要とは到底読めない

し，国旗国歌法の制定経過も踏まえれば，そもそも起立斉唱行為の具体的

な職務命令による義務付けも想定されていなかったのであり，教職員「全

員」の起立斉唱行為が必要とは言えないことはより明らかである。 

     そもそも、起立斉唱行為は、民主主義社会において、自発的に行われて

こそ教育的意味のありうるものであり、「起立斉唱行為の強制は許される」

というのは生徒たちに誤ったメッセージを発することになる。たとえば日

の丸を引きずり下ろしたり，式次第の進行を阻止しようとしたりするなど，
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国旗掲揚や国歌斉唱を物理的に妨害して卒業式等の秩序や進行を妨げる

ような極端な場合はであれば、強制的手段によって教育秩序を回復する必

要があるのかもしれないが、原告らは、卒業式等に混乱をもたらさぬよう

ただ静かに着席しているに過ぎない。異議を唱えられること自体が貴重な

民主主義社会においては自然な行動であるし、卒業式等を円滑に実施する

ため消極的で混乱をもたらさない行為を選択している原告らの行為は教

職員として適切である。学校だからとして部分的に民主主義社会が否定さ

れるものではない。 

     それでも、なお、教職員「全員」の起立斉唱行為が必要というのであれ

ば、全体主義的または宗教的な思想に基づくものか、教育現場における上

意下達体制を構築し，命令に従わない教職員を排除することを目的とする

ものというしかない。 

     したがって，10・23通達と本件職務命令は発出の必要性及び合理性を欠

き，違憲無効である。 

  ウ まとめ 

    以上のとおり、本件職務命令等は、発令の必要性や合理性がそもそも認め

られず、違憲無効である。「厳格な審査基準」で判断すれば、猶更である。 

    一連の最高裁判決が本件職務命令等を違憲とする判断をしなかったことで、

「儀式における起立斉唱行為は強制されるもの」という民主主義社会におい

ては誤った全体主義的なメッセージが教育現場に発っせられている。さらに、

都教委は、これまでの司法判断において多数の減給処分や停職処分を取り消

されてもなお，漫然と職務命令と懲戒処分を繰り返し、教職員らと対話によ

る解決を拒否し、今日に至っている。 

そもそも原告らは自身の思想及び良心によって起立斉唱行為ができないの

であり、強制すべきではないことはもとより、強制しても紛争が解決しない

ことも明らかであって，裁判所は，職務命令違反を理由とする本件各懲戒処

分を取り消し，人権擁護，紛争解決という司法の役割を果たすべきである。 

 

２ 国旗国歌への敬意表明強制は原告らの信教の自由を侵害する 

 (1) 原告の中には，自らの信仰ゆえに「日の丸・君が代」に対する敬意表明の強
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制に服しがたいとする複数の者がいる。 

   当該信仰をもつ原告らに対して，国旗に向かって起立し，国歌を斉唱せよと

強制する 10・23 通達，同通達に基づく職務命令，そして当該原告に対する本

件各処分は，いずれも当該原告の信教の自由を直接に侵害するものとして，憲

法20条に違反する。 

   また，その余の信仰をもたない原告らについても，国旗に向かって起立し，

国歌を斉唱せよと強制する 10・23 通達，同通達に基づく職務命令，そして当

該原告らに対する本件各処分は，消極的な信教の自由（信仰をもたず，信仰を

強制されず，一切の宗教的関わりからの自由）を侵害するものとして，同じく

憲法20条に違反する。 

 (2) 信教の自由は，憲法史において，常に基本権カタログの先頭に位置する典型

的な基本権であった。近代憲法における精神的自由はなによりも信教の自由を

意味し，特定の宗教と緊密に結びついていた王権や為政者に対して被治者の信

教の自由を認めさせるために近代憲法が成立したとさえ語られる歴史がある。 

   我が国においても，特異な宗教と緊密に結びついた神権天皇制下、20世紀の

中葉（1945年8月ないしは、47年5月）まで、信教の自由はなかった。1889

年制定の大日本帝国憲法 28 条は「日本臣民ハ安寧秩序ヲ妨ケス及臣民タルノ

義務ニ背サル限ニ於テ信教ノ自由ヲ有ス」とし，天皇制を支える国家神道に抵

触することのないよう、全ての宗教は管理され統制された。 

   よく知られているとおり、国家神道や国体思想に抵触する信仰は，「安寧秩序

ヲ妨ケ」るものとして苛酷な宗教弾圧の対象となった。のみならず、天皇の神

聖性に抵触するあらゆる思想活動が「国体ヲ変革」するものとして刑事罰の対

象となった。また，すべての国民に対して，明らかな宗教行事である神社参拝

や宮城遙拝が「臣民タルノ義務」の範疇の行為として強制された。 

   日本国憲法は，旧憲法体制が国民の信教の自由を蹂躙した深刻な反省から，

憲法20条1項前段に，「信教の自由は，何人に対してもこれを保障する」と厳

格な信教の自由保障の規定をおき，その2項で「何人も，宗教上の行為，祝典，

儀式又は行事に参加することを強制されない」と明記した。 

   なお，憲法はさらに、人権としての信教の自由を擁護するための制度的保障

として政教分離の規定を置いている（20 条 1 項後段，同条 3 項，89 条）が，
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本件では政教分離原則を援用する必要がない。原告らの主張は、人権論のレベ

ルに尽きるものである。 

   各原告らに対する「日の丸・君が代」への敬意表明の強制は，信仰をもつ原

告らに対するものとしても，また信仰をもたない原告らについても，20条2項

および同条１項前段とに違反する人権侵害となることを主張する。 

 (3) 「日の丸・君が代」は，大日本帝国の慣習法上の国旗国歌であった。大日本

帝国が国家神道という特殊な宗教教義に基づく宗教国家であった以上，「日の

丸・君が代」は，いずれも国家の象徴であるだけでなく国家神道という宗教上

のシンボルでもあった。「日の丸・君が代」は，天皇の祖先神と現人神としての

現天皇の弥栄を祈念する宗教儀式に必須の存在としての宗教的性格を持つ旗で

あり歌とされた。 

   日の丸は，太陽神を象形した宗教的デザインである。その象形が国家神道の

シンボルとされたのは，天皇の祖先神（皇祖）であるアマテラスが太陽信仰に

由来するところからとされる。また，君が代の歌詞は，神なる天皇の治世が代々

継承して永久に続くように，という宗教的な祝讃歌である。 

   20 世紀中葉まで，そのような意味付けをされていた「日の丸・君が代」は，

象徴天皇制を採る日本国憲法下において現在なお，その宗教的性格を払拭し得

ていない。とりわけ，自らの信仰を持つ者にとっては，「日の丸・君が代」が公

的に宗教と結びついていた時代の、公権力による信仰の自由への圧迫の記憶は

いまだに生々しい。のみならず，現在なお天皇の代替わりには、神秘的な宗教

行事としての大嘗祭が挙行される。天皇とその祖先を神と祀る宮中祭祀が連綿

と継承され，これに追随する全国の神社神道が社会に根を下ろしている今日，

「日の丸・君が代」をアマテラス信仰やアラヒトガミ信仰と切り離して考える

ことのできない現実的な社会基盤が健在であると認識せざるを得ない。 

 (4) 信仰者である原告らにとっては，「日の丸」も「君が代」も，自らの信仰と厳

しく背馳し抵触する宗教的シンボルとしての存在であって，信仰という精神の

内面の深奥において，この両者を受容しがたく，ましてや強制に服することが

できない。 

   このような信仰を有する者に，「日の丸・君が代」を強制することによる精神

の葛藤や苦痛を与えてはならない。そのことこそが，日本国憲法が旧憲法時代
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の苦い反省のうえに国民に厳格な信仰の自由を保障した積極的な意義にほかな

らない。また，人類史が信教の自由獲得のための闘いとしての一面をもち，各

国の近代憲法の基本権カタログの筆頭に信教の自由が掲げられ続けてきた普遍

的意味でもある。 

   なお，信仰者ではない原告らにとっても，宗教的性格を払拭し得ていない「日

の丸・君が代」の受容を強制されることは，信仰を有する者とは違った形で，

自己の消極的な信仰の自由(宗教行為の強制からの自由)の侵害にあたるもので

ある。 

 (5) 「日の丸・君が代」の宗教的性格の有無や宗教的な意味付けの内容について

の判断は，特定の宗教的行為を強制される人権の被侵害者の認識を基準とすべ

きである。百歩譲っても，被強制者の認識を最大限尊重しなければならない。

人権侵害者の側である公権力においてする意味付けは，ことの性質上まったく

意味をなさない。また，一般的客観的な基準によるときには，少数者の権利と

しての人権保障の意味は失われることにならざるを得ない。 

   とりわけ留意されるべきは，問題の次元が政教分離原則違反の有無ではなく，

個人の基本的人権としての信教の自由そのものの侵害の有無であることである。

公権力への禁止規定としての政教分離原則違反の有無の考察においては、宗教

的色彩の存否は一般的客観的な判断になじむにせよ，基本的人権そのものであ

る信教の自由侵害の有無を判断するに際しては，人権侵害の被害を被っている

本人の認識を判断基準としなければならない。 

   信仰をもつ原告らにとっても，また信仰をもたない原告らにとっても，既述

のとおり現在なお，「日の丸」も「君が代」も，神なる天皇と天皇の祖先神を讃

える宗教的象徴である。その宗教的象徴に対して敬意表明を強制させられるこ

とは，信仰をもつ原告らにとっては自己の信仰と直接に背馳し抵触する受け容

れがたいものであり，信仰をもたない原告らにとっても信仰をもたない自由に

対する侵害にあたるものである。 

 (6) 公権力の行使によって，原告らに対して「日の丸・君が代」への敬意表明を

強制することが憲法 20 条に保障された信教の自由の侵害に該当するか否かの

判断の過程では，憲法19条についての判断の枠組みと同様，一応は，原告らに

対する起立や斉唱という外部行為の強制が，原告らの宗教的精神性を侵害する
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ものであるかという関係性が検討の対象となる。 

  ア 信仰をもつ原告らについては，その判断の帰趨は自明というべきである。 

    当該原告らにとっては，「他宗の神への礼拝の強制」にほかならず，「日の

丸・君が代」に敬意を表明するよう強制されることは，自らが信仰する教義

と深く結びついた自己の人格そのものを否定されることであり，精神の深奥

にあるものへの受け容れがたい破壊的攻撃以外のなにものでもない。 

  イ 16世紀、江戸時代初期に，当時の我が国の公権力が発明した信仰弾圧手法

として「踏み絵」があった。この手法は，公権力がキリスト教の信仰者に対

して聖像を踏むという身体的な外部行為を命じているだけで，直接に内心の

信仰を否定したり攻撃しているわけではない，と言えなくもない。しかし，

時の権力者は，信仰者の外部行為と内心の信仰そのものとが密接に結びつい

ていることを知悉していた。だから，踏み絵という身体的行為の強制が信仰

者にとって堪えがたい苦痛として信仰告白の強制になること，また，強制さ

れた結果心ならずも聖なる像を土足にかけた信仰者の屈辱感や自責の念に苛

まれることの効果を冷酷に予測し期待することができたのである。 

  ウ 事情は今日においてもまったく変わらない。都教委は，江戸時代のキリシ

タン弾圧の幕府役人とまったく同様に，「日の丸・君が代」への敬意表明の強

制が，教員らの信仰や思想良心そのものを侵害し，堪えがたい精神的苦痛を

与えることを知悉しているのである。 

  エ また，信仰をもたない原告らについても，事情は本質において変わらない。

信仰をもつ原告においては侵害されるものが自己の信仰であるのに対して，

信仰をもたない原告らにおいて侵害されるものは，特定の信仰から自由な精

神そのものである。踏み絵の強制は，信仰をもたない一般人に対しても宗教

的精神性に対する被害を及ぼしうる。特定の信仰をもたない自由とは，いか

なる宗教にも，いかなる態様においても，一切関わりなく精神生活を送るこ

との自由をいう。「日の丸・君が代」の宗教性が払拭されていない以上は，こ

れに対する敬意表明を強制される原告らについても，宗教から完全に自由で

あるべきとする精神への侵害となるものである。 

  オ 以上の原告らの主張に対する被告の反論として、「日の丸・君が代」の強制

が各原告の信仰（積極・消極の両者を含む）に抵触することまでは否定せず
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に，「『日の丸・君が代』への敬意表明の強制が信仰に抵触するとしても，間

接的なものに過ぎない」とする反論が考えられる。 

    しかし，既述のとおり、信仰あるいは積極消極両面の宗教的精神性の侵害

の有無は被害者の判断を尊重すべきが当然である。その場合，侵害は「ある」

か「ない」かのどちらかでしかない。 

    「間接的侵害」とは，意味不明な概念に過ぎず，「直接」と「間接」の意味

も範疇の区分･境界も判然としない。このような曖昧な概念を弄して，憲法が

至高の価値としている精神的自由に関する基本的人権制約を合理化する論拠

としてはならない。信仰をもつ者にとって，侵害が「直接」であろうと「間

接」であろうと，信仰を侵害されることによる心の痛みに軽重はない。 

 (8) 以上の論述を前提として，以下のとおり，原告らすべてについて憲法 20 条

1項前段および同条2項の違反があることを主張する。 

  ア 憲法20条2項と1項とは，特別法と一般法の関係にあるものと解される。

一般的な信教の自由侵害は同条1項によって禁じられているところ，公権力

による強制を伴う特別の場合が同条2項の禁止規定に該当する。したがって，

まず同条2項の該当性を検討し，その後に同条１項について検討する。 

  イ 都教委が原告らに対して「日の丸・君が代」への敬意表明を強制すること

は，いずれも憲法20条2項に違反する。 

    憲法20条2項は，「何人も，宗教上の行為，祝典，儀式又は行事に参加す

ることを強制されない」と定める。条文の文言において最も広い禁止範囲は，

「何人も，宗教上の行為……を強制されない」であり，強制を禁止される「宗

教上の行為」の典型として「祝典，儀式又は行事への参加強制」が例示され

ていると解すべきである。 

    原告らに対して，懲戒処分を伴う職務命令が発せられている以上は，公権

力の行使としての強制があったことに疑問の余地がなく，検討を要する問題

点は，当該原告らに強制された「日の丸に正対して起立し君が代を斉唱する

行為が，憲法 20 条 2 項にいう宗教的行為にあたるか」であり，また「日の

丸を掲揚し，君が代を斉唱するプログラムをもつ学校儀式が憲法 20 条 2 項

にいう宗教的儀式または行事にあたるか」である。 

  ウ 念のために再度言及しておくが，憲法 20 条 2 項は政教分離原則を定めた
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条項ではない。精神的自由権についての人権保障規定そのものであって，い

わゆる制度的保障の規定ではない。制度的保障は公権力に対する行為規範で

あるから，政教分離原則に関して当該公権力の行為の宗教性の有無を判断す

るに際しては，一般的客観的な判断になじみやすい。しかし，本件のごとき

憲法 20 条 2 項の判断においては個別具体的に信仰の自由侵害の有無が判断

されなければならない。 

    信仰をもつ原告らは，自己の信仰にしたがって「日の丸・君が代」を意味

づけ，自己の信仰に背馳し抵触するものとして「日の丸・君が代」を受け容

れがたいと主張しているのであって，それで 20 条 2 項の該当要件は充足さ

れている。したがって，信仰をもつ原告に関する限りにおいて，被告が「日

の丸・君が代」は一般的，客観的に宗教的意味合いがない，と反論すること

はまったく無意味である。問題は，「日の丸・君が代」が一般的客観的に宗教

的意味合いを持つか否かではない。飽くまで，強制される信仰者にとって，

自らの信仰ゆえに強制を受容しがたいと言えるか否かなのである。 

  エ 本件においては，信仰を持つ当該原告らにとって，「日の丸・君が代」の宗

教性は否定できず，それゆえ「日の丸・君が代」の強制が信仰に背馳する行

為の強制としての認識がある。したがって，当該強制は明らかに 20 条 2 項

違反である。 

  オ この理は，基本的に剣道実技受講拒否事件最高裁判決（1996（平成8）年

3 月 8 日最高裁第二小法廷判決民集 50 巻 3 号 469 頁）において最高裁がと

るところと言ってよい。 

    「エホバの証人」を信仰する神戸高専の生徒が受講を強制された剣道の授

業受講は，一般的客観的には，宗教的な意味合いをもった行為とは言えない。

しかし，当該の生徒の信仰に抵触する行為として，その強制の違法を最高裁

は認めた。本件でも同様の関係があり，しかも「日の丸・君が代」への敬意

表明という強制される行為は，剣道の授業受講とは比較にならない宗教性濃

厚な行為というべきである。 

  カ 信仰をもたない原告らにとっても，事情は変わらない。むしろ，憲法20条

2 項は，戦前全国民に対して神道式宗教儀式や行事への参加が強制されたこ

とへの反省から生まれた規定と理解されている。したがって，同条同項はむ
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しろ信仰をもたない者の消極的信教の自由保護を主眼とした規定というべき

である。前述のとおり，「日の丸・君が代」はかつては，国家神道という宗教

のシンボルであった。象徴天皇制下において，その宗教性がいまだ払拭され

ているとは言えない今，「日の丸・君が代」への敬意表明という行為の強制も，

「日の丸」を掲揚し「君が代」斉唱を式次第としてもつ学校儀式への参加の

強制も，信仰をもたない原告らについて，憲法20条2項に違反する。 

 (9) 都教委が原告らに対して「日の丸・君が代」への敬意表明を強制することは，

憲法20条1項前段に違反する。 

  ア 憲法 20 条 1 項前段は，「信教の自由は，何人に対してもこれを保障する」

と規定する。都教委が，信仰者である原告らに対して，「日の丸・君が代」へ

の敬意表明を強制することは，当該原告らの信教の自由（信仰の自由）を直

接侵害するものとして，違憲であることが明らかである。 

  イ 信教の自由保障の一般論としての意味や，宗教性判断の基準等については，

既述のとおりであるので繰り返さない。本件における憲法２０条１項違反の

残る問題として，検討を要するものは，伝統的に「内心における信教の自由」

として把握されてきた信仰の自由の保障範囲が，「信仰ゆえの不起立」という

消極的な不作為態様ではあれ，外部行為の表出にまで及ぶことになるのか，

という問題である。 

  ウ 内心における信仰の自由は，特定の宗教を信仰する自由，あるいは信仰を

もたない自由として，絶対的に保障される。しかし，権力が国民の内心を直

接に改変することはそもそも不可能であることから，純粋に内心に押し込め

られた信仰の自由は，人権保障としての意味をもたない。憲法が実定的な人

権保障規定として意味あるものであるからには，信仰の保障範囲を厳格に内

心にとどまる自由として押し込めてはならない。 

  エ 憲法 20 条 1 項が純粋を内心における信仰の自由のみを保障する規定と解

したのでは，同条の意義はほとんど無に帰する。そのような解釈は，過去に

おいて「踏み絵」等，外部的行為の強制により信教の自由が踏みにじられて

きた歴史を全く無視するものである。自己の信仰を貫くために不可欠な消極

的不作為態様の「不服従行為」は，信仰の自由の絶対的保障の範疇の外部行

為と解しなければ，実定憲法における人権保障規定条項としての意味を持ち
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得ない。 

    したがって，統一的で体系的な人権としての信教の自由は，その内容の保

障に不可欠なかぎりにおいて，内心における信仰の一定の外部的表出をも絶

対的な保障対象として含むと解すべきである。その場合，信仰のあらゆる外

部的表出が憲法 20 条 1 項の保障対象となるものではないとしても，たとえ

ば，外部からの一定の働きかけ（命令，要求，勧誘，推奨など）によって，

自己の信仰が侵害されようとしている場合に，その信仰を保護・防衛するた

め，外部からの作用・働きかけに対して，防衛的・受動的に採る不服従の外

的行為は，自己の信仰の保障に不可欠な，信仰の消極的な外部的表出として，

憲法20条の保障対象となるものである。 

  オ 現憲法下において，江戸時代に行われたようなキリシタンに対する「踏み

絵」は絶対的に禁止されていると解するのが憲法学上の定説である。このよ

うな定説も，上記のように憲法 20 条の保障範囲が，外部からの命令等によ

って自己の信仰が侵害されようとする場合に自己の信仰を守るために採られ

る一定の不服従の外的行為にも及ぶ，という事理を前提にしているものと解

しなければならない。 

  カ 信仰を有する原告らが，卒業式・入学式等での君が代斉唱時に，日の丸に

向かって起立すること，君が代を斉唱することを命じられることは，自己の

信仰を否定され，信仰に反する行為を外部からの命令によって強制されるこ

とである。よって，当該原告らは，憲法 20 条 1 項に基づき，自己の信仰を

侵害しようとする校長からの 10・23 通達に基づく職務命令に対して，自己

の信仰を保護・防衛するために，起立斉唱を拒否する不服従の自由を保障さ

れているのである。かかる憲法上の保障を無視して，上記職務命令への違反

を理由に懲戒処分を行うことは許されない。 

  キ 都教委は，上記のように「日の丸・君が代」が天皇崇拝のシンボルである

と解釈する者がいたとしても，日本国憲法下では，天皇は日本国および日本

国民統合の象徴と定められているのだから，そのような解釈は一般的なもの

ではない，などと主張することが考えられる。 

    しかし，ここでは憲法上の人権の保障が問題になっているのであるから，

「日の丸・君が代」についての解釈が一般的なものであるかどうかは問題で
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はない。現に「日の丸・君が代」について，過去の歴史や自己の信仰に照ら

して「天皇崇拝のシンボル」としか解釈し得ない原告らがいる以上は，かか

る原告らの信仰に基づく解釈は，たとえそれが時の政府や与党の解釈と異な

るものであっても，憲法上，尊重されなければならないのである。それが憲

法上の人権保障ということの意味である。 

  ク 神戸高専剣道実技受講拒否事件最高裁判決について 

    改めて指摘するまでもないが，憲法 20 条の意義および保障内容について

は，同事件最高裁判決が重要な判示をしている。 

    同判決は，神戸市立工業高等専門学校の校長が，信仰上の理由により剣道

実技の履修を拒否した学生に対し，必修である体育科目の修得認定を受けら

れないことを理由として2年連続して原級留置処分をし，さらに，それを前

提として退学処分をしたという事案において， 

   (ｱ) 剣道実技の履修が高等専門学校において必須のものとまでは言い難く，

体育科目による教育目的の達成は，他の体育種目の履修などの代替的方法

によってこれを行うことも可能であること（代替的方法の存在），しかるに

神戸高専においては原告および保護者からの代替措置を採って欲しいと

の要求も拒否したこと 

   (ｲ) 他方，原告が剣道実技への参加を拒否する理由は，信仰の核心部分と密

接に関連する真摯なものであったこと， 

   (ｳ) 原告は，剣道実技の履修拒否の結果として，原級留置，退学という事態

に追い込まれたものであり，その不利益は極めて大きく，本件各処分は，

原告においてそれらによる重大な不利益を避けるためには宗教上の教義

に反する行動を採ることを余儀なくされるという性質を有するものであ

ったこと， 

   等の事情からすると，本件各処分は，社会観念上著しく妥当を欠く処分をし

たものとして，裁量権の範囲を超える違法なものであると判示している（『最

高裁判所判例解説民事篇平成8年度（上）』174頁参照）。 

  ケ かかる最高裁判決は，①少数者の信教の自由を保障することの重要性，②

信教の自由への制約の可否を検討する場合の代替的方法についての検討の必

要性，③信教の自由が内心における信仰の自由の保障にとどまらず，外部か
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らの一定の働きかけに対してその信仰を保護・防衛するために防衛的・受動

的に取る拒否の外的行為の保障（最高裁判決の事案では，剣道実技履修の拒

否という外的行為の保障）を含むことが明らかにされていること，などの諸

点で，本件において直接参考にされるべきものである。 

  コ また，憲法 20 条 1 項前段は，信教の自由を「何人に対しても」保障して

いる。信仰をもたない原告らについても，消極的な信教の自由が憲法上の基

本権として保障されている。 

    上述のとおり「日の丸・君が代」は，かつては国家神道の宗教的シンボル

であった。制度としての国家神道は廃されたが，現在なお日本社会において，

「日の丸・君が代」の宗教的性格は完全には払拭し得ていない。 

    そのような存在としての「日の丸・君が代」に対して敬意の表明を命令し，

これに従わないとして処分することは，信仰をもたない原告らの消極的信仰

の自由（信仰をもたず一切の宗教関わりから自由であること）を侵害するも

のである。 

 (10) 以上のとおり、都教委の原告らに対する本件各処分は、いずれも憲法20条

に違反する違憲違法なものとして、取り消されなければならない。 

 

３ 本件懲戒処分は，憲法23条，26条に違反するものであること 

 (1) 「教師の教育の自由」は教育条理に基づく教育の本質的要請であること 

  ア 学校教育において，子どもの成長・発達・人格の形成発展のために，働き

かけを行う存在は教師である。 

    教師は，個々の生徒との人格的接触を通じて，当該生徒の発達段階に応じ

て，生徒の潜在的能力を引き出していく。このとき，教師が，生徒に対して，

どのような働きかけを行うか，その方法，内容については，教師自身の主体

的判断が認められなければならない。そうでなければ，教師の生徒に対する

人格的接触を通じて子どもの学習権を充足するという役割を果たすことがで

きなくなるからである。 

    教師による子どもとの人格的接触に基づく教育活動は，その内容や方法の

すべてを一律に，あるいは事前に決めておくことなど到底できないのであっ

て，教師が，子どもの心身の発達状況，性格，理解度，心理状態などに応じ，
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柔軟かつ臨機応変に教育内容・方法を選択していくことが必要となる。 

    したがって，教師には，教育の本質的要請である生徒の「成長・発達と人

格の完成をめざし」た人格的接触を行う専門職として，柔軟かつ臨機応変に

教育の内容・方法について主体的判断が委ねられるという意味で一定の教育

的裁量が認められなければならない。 

    この教育的裁量に基づく判断に委ねられる範囲においては，教師は自ら，

子どもの発達段階に応じた教育方法を工夫・研究するなど高度な専門性を求

められるとともに，一人一人の生徒の発達段階や個性を最もよく知る教師の

主体性が尊重されなければならないのである。 

    この一定の教育的裁量に基づく判断に委ねられる範囲において，教師は権

力の制約から自由でなければならない。この教師の主体性の尊重こそが専門

職としての「教師の教育の自由」である。しかし他面，この主体性尊重は，

子どもの学習権，成長・発達の権利に応えるためのものであり，教師は，子

どもの学習権，成長・発達の権利に専門職として応えるべき責務を負ってい

る。教師は，この責務を果たす上でも，権力の制約に対して自由であるとい

う意味での「教師の教育の自由」が保障されなければならないのである。 

    教師は，そうした「権限」と「責務」を負っているのであり，「教師の教育

の自由」と言われるものは，こうした「権限」の面に関わるものであり，従

ってそれは，教師が個人的に好き勝手なことを生徒に教え込んで良い，など

というものではあり得ないのである。 

  イ この「教師の教育の自由」は，教育が，一面で自ら学んだことを子どもに

教授・伝達する行為であるとともに，教師による児童生徒の心身の発達段階

に対する科学的認識と経験による教育学の学問的実践という面をもつ，いず

れの面においても真理の探究活動という文化的精神的活動であることからす

れば，他の精神的活動の自由について公権力から侵害されない自由が保障さ

れているのと同様，教師の教育の自由についても公権力によって侵害されて

はならないことはいうまでもない。 

  ウ 他方，前述のように，教師は子どもの学習権の充足をその責務としている

のであって，教育が子どもの心身の発達段階に応じた人格的接触によって成

り立つものであることからすれば，教師は，個々の子どもの発達段階や個性
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に応じた教育方法を工夫・研究するなどして，生徒に対して，その発達段階

を考慮した人格的接触を行う責務を負っている。とくに，子どもの発達段階

によって，教師の裁量の内容が大きく異なってくることは当然である。 

    すなわち，例えば，大学における学生は，人格的接触に基づく働きかけに

対して，それを受け入れるか否かを自ら主体的に判断できるだけの判断能力

を有しているのに対し，小学生は，人格的接触に基づく働きかけに対して，

これを受け入れるか否かを自ら主体的に判断できるだけの判断能力が十分で

はなく，自己に対する働きかけを無批判に受け入れてしまう危険性がある。

そのために教師は，高度の専門職として，発達段階を考慮した人格的接触を

行う責務を負っているのである。 

 (2) 教師の教育の自由は憲法上保障されていること 

  ア 「教師の教育の自由」の憲法上の根拠 

   (ｱ) 教育は，一面で教師にとって，自ら学んだ学問を教授・伝達する行為で

もあり，教育学の学問的実践でもある。したがって，初等中等教育機関に

おける教師の教育実践についても憲法 23 条の保障が及び，初等中等教育

機関の「教師の教育の自由」についても憲法23条がその根拠規定となる。 

     この点については，旭川学テ事件最高裁判決においても，「教師の教授の

自由」が，憲法 23 条が保障する学問の自由の内容として，学問研究の自

由，研究発表の自由とともに保障されていると解されるところ，大学教育

においてだけでなく，初等中等教育機関においても一定の範囲において認

められるとしているところである。 

   (ｲ) さらに，憲法26条の「教育をうける権利」の前提に，憲法13条に由来

する学習する権利が存在し，とりわけ自ら学習できない子どもにとって，

学習する権利を充足する営みが「教育」であることから，「教育」にたずさ

わる教師が「子どもの学習権」を充足する役割を果たすために，主体的に，

柔軟かつ臨機応変に教育活動の内容・方法を選択していく「教師の教育の

自由」が認められなければならない。換言すると，「教師の教育の自由」が

認められなければ，「子どもの学習権」を充足することは困難となり，「教

育をうける権利」の侵害につながるのである。 

     したがって，教育をうける権利は「教師の教育の自由」を前提としてい
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るのであり，「教師の教育の自由」は憲法26条の前提としての学習権を充

足するために認められると位置づけられる。 

     なお，旭川学テ事件最高裁大法廷判決は，憲法 26 条の規定の背後に国

民の学習をする固有の権利があることを明らかにした上で 

       「子どもが自由かつ独立の人格として成長することを妨げるような

国家的介入，例えば誤った知識や一方的な観念を子どもに授けるよ

うな内容の教育を施すことを強制することは，憲法26条，13条の

規定上からも許されない」 

    と判示しているところであり，憲法26条が「教師の教育の自由」の根拠と

なることを認めているところである。 

   (ｳ) 以上のとおり，憲法は，教師の教育の自由を保障する明文規定を置いて

いないとしても，教育条理に基づく「教師の教育の自由」はなお憲法23条

及び26条によって保障されていると解されるのである。 

  イ ILO・ユネスコ勧告に示される国際的教育条理からも保障されるべきこと 

   (ｱ) 教師の専門職性，職業上の自由であるところの「学問の自由」及び「教

師の教育の自由」は，ILO・ユネスコ勧告においても認められている。 

     すなわち，ユネスコ特別政府間会議が採択した（1966 年）「教員の地位

に関する勧告」では，まず，「指導原理」の第１として「教育は……人格の

全面的発達ならびに共同社会の精神的，道徳的，社会的，文化的および経

済的進歩を目指すとともに，人権および基本的自由に対する深い尊敬の念

を植えつけるものとする。これらの諸価値の範囲の中で最も重要なのは，

教育が平和並びに全ての諸国民間および人種的集団間または宗教的集団

間の理解，寛容および友好に貢献することを最も重視する」との教育理念

が示され（3 項），「教育の仕事は，専門職とみなされるものとする。教育

の仕事は，きびしい不断の研究を通じて獲得され，かつ維持される専門的

知識および特別の技能を教師に要求する公共の役務の一形態であり，また，

教員が受け持つ児童・生徒の教育および福祉に対する個人および共同の責

任感を要求するものである」（同6項）とされ教師が専門職であることが認

められている。 

   (ｲ) そして，教師が専門職であることから「教職にある者は，専門的職務の
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遂行にあたって学問の自由を享受するものとする。」として，教師の「職業

上の自由」としての「学問の自由」が保障されるべきことが示された上で，

「教員は生徒に最も適した教材及び方法を判断するための各別の資格を

認められたものである」とした上で，教師が「教材の選択と採用，教科書

の選択，教育方法の採用などについて不可欠な役割を与えられるべきであ

る」として，教師が教科書や教材の選択等について積極的に関与すること

が求められているのである（61項）。 

   (ｳ) さらに「一切の視学，あるいは監督制度は，教員が専門職としての任務

を果たすことを励まし，援助するよう計画されるものでなければならず，

教員の自由，創造性，責任感をそこなうようなものであってはならない。」

として，教育の自由・自立の必要性が明言されているのである（63項）。 

     そして，「教員の権利」として「教員の社会生活および公的生活への参加

は，教員の個人的発達，教育事業および社会全体の利益のために奨励され

なければならない。」（79 項），また「教員は市民が一般に享受する一切の

市民的権利を行使する自由をもち，かつ公職につく権利を持たなければな

らない。」（80項）と規定されている。 

   (ｴ) これは「勧告」ではあるとしても，国際的に承認されている教育条理を

明文化したものであって，日本における教育法規の解釈，および教育事案

についての判断基準とされるべきは当然である。 

 (3) 教師の教育の自由の保障は教育の本質的要請であることから導き出される

教育の自由の具体的内容 

   教師による児童生徒に対する働きかけの態様，方法は，それこそ教師ごと，

さらには対象となる児童生徒ごとに異なるものであることが予定されており，

教師の教育活動の内容を一義的に確定することはできない。 

   したがって，教育活動において，主に権力との関係で観念される「教師の教

育の自由」の内容も一義的に確定することは困難ではあるが，教育が子どもの

学習権を充足するため，教師と児童生徒の人格的接触を本質的要素とするもの

であることからすれば，「教師の教育の自由」には，少なくとも以下の内容が含

まれていると解される。 
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  ア 公権力による自由な創意と工夫の余地を残さない介入を拒否する自由 

    教育が，児童生徒一人ひとりの発達段階に応じて，当該生徒と教師の人格

的接触を通じて，生徒の潜在的能力を引き出すことをめざして行われるとい

う学校教育の特性からすれば，教師は，子どもの心身の発達状況，性格，理

解度，心理状態などに応じ，柔軟かつ臨機応変に教育内容・方法を選択して

いく余地が残されていなければならないことは前述したところである。 

    そして，教師に，児童生徒の発達段階に応じて自らの知識経験を生かした

工夫あふれる創造的な教育活動を行うことが保障されていなければ，柔軟か

つ臨機応変な人格的接触を行うことはできない。 

    そして，公権力による自由な創意と工夫の余地を残さない介入を拒否でき

なければ，生徒一人ひとりの発達段階に応じた教育活動はできなくなること

は明らかであり，教師の自由な創意と工夫の余地が残されてこそ，柔軟かつ

臨機応変な対応が可能となるのである。 

    したがって，教師には，教育の本質的要請である生徒の「人格の完成をめ

ざし」た人格的接触を行う専門職として，柔軟かつ臨機応変に教育の内容・

方法を選択していく一定の裁量が認められるのであるから，その柔軟かつ臨

機応変に行われる，個々の教師の工夫あふれる創造的な教育活動を行うこと

が公権力によって妨げられてはならず，教師の教育の自由には，児童生徒の

発達段階に応じて創造的な教育活動をする自由が含まれており，換言すれば，

教師の教育の自由のコロラリーとして，「公権力による自由な創意と工夫の

余地を残さない介入を拒否する自由」が含まれているのである。 

  イ 公権力によって特定の見解のみを教授することを強制されない自由 

    教育が「人格の完成をめざし」て行われる人格的接触を本質とする文化的

精神活動であって，一人ひとりの児童生徒の発達段階に応じて柔軟かつ臨機

応変に行われる必要がある。 

    にもかかわらず，教師が，多様な見解が存在するなかで特定の見解のみを

教授することを強制されていては，生徒の発達段階に応じた対応をすること

や柔軟かつ臨機応変に対応していくことは不可能となり，子どもの学習権を

保証しようとする教育の本質的要請に基づく教育活動ができなくなるであろ

う。このような，教師に対して，公権力が特定の見解のみの教授を強制する
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ことは，もはや「教育」ではなく「洗脳」であると言わざるを得ず，このよ

うな「洗脳」が子どもの学習権を侵害するものであることはいうを待たない

ところである。 

    すなわち，教師が，自らの専門職上の知見に基づいて，自らの判断によっ

て教育活動に従事できなければ，発達段階に応じた柔軟かつ臨機応変の対応

などできないのであるから，公権力が一方的に特定の見解のみを教授するよ

う強制すること自体が忌避されるべきことなのである。 

    また，わが国では，戦前の中央集権的教育行政制度については，「この制度

の精神及びこの制度は，教育行政が教育内容の面にまで立ち入った干渉をな

すことを可能にし，遂には時代の政治力に服して，極端な国家主義的又は軍

事的イデオロギーによる教育・思想・学問の統制さえ容易に行われるに至ら

しめた制度であった。更に，地方教育行政は，一般内務行政の一部として，

教育に関して十分な経験と理解のない内務系統の官吏によって指導せられて

きた」と指摘され，「このような教育行政が行われるところに，はつらつたる

生命をもつ，自由自主的な教育が生れることは極めて困難であった」（『教育

基本法の解説』とされ，戦前期の特定のイデオロギーに基づく教育活動の排

除こそが戦後教育改革の眼目であった。このことに鑑みても，公権力が特定

の見解のみの教授を強制することが許されないことは明らかである。 

    そこで，特定の見解の教授から自由でなければ，教師は，専門職としての

十分な教育活動ができず，子どもの学習権を十二分に保障することができな

くなるのであるから，教師の教育の自由のコロラリーとして，「公権力によっ

て特定の見解のみを教授することを強制されない自由」の保障をも含んでい

ると言わなければならない。 

  ウ 公権力によって教師としての人格の統一性の破壊をもたらす行為を強制

されない自由 

    教育が，教師と児童生徒との人格的接触に基づいて行われることをその本

質とするものであることからすれば，教師が人格的接触に必要な人格を保持

することが認められなければならない。教師としての人格を保持することが

認められてこそ，人格的接触が可能となり，子どもの学習権の充足を図るこ

とができるからである。 
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    そして，人格的接触を担当する教師の人格が破壊されてしまっては，教育

において本質的要素とされる教師と生徒との人格的接触が失われ，子どもに

とっては自らの学習権の充足の機会を奪われることになるのである。 

    したがって，教師には，専門職として，自己の人格の統一性を保持するこ

とが必要であり，教師の教育の自由のコロラリーとして，「公権力によって教

師としての人格の統一性の破壊をもたらす行為を強制されない自由」が含ま

れているといわなければならない。 

    以上のとおり，憲法23条及び26条を根拠として保障される教師の教育の

自由の具体的内容は，一義的に確定することはできないとしても，教育の本

質的要請から，そのコロラリーとして 

   (ｱ) 公権力による自由な創意と工夫の余地を残さない介入を拒否する自由 

   (ｲ) 公権力によって特定の見解のみを教授することを強制されない自由 

   (ｳ) 公権力によって教師としての人格の統一性の破壊をもたらす行為を強

制されない自由 

   が導かれるのである。 

 (4) 10・23通達および職務命令は，教師の教育の自由を侵害されていること 

  ア 自由な創意と工夫の余地を残さない介入を拒否する自由が侵害されてい

ること 

    10・23通達およびこれに基づく各校長の職務命令によって，各教師は，入

学式あるいは卒業式等の儀式において，「国旗に向かって起立し，国歌を斉唱

する」ことが命じられており，また，生徒らに対しても内心の自由の説明を

させることなく起立斉唱を促し，国旗の掲揚方法や国歌斉唱時の行動だけで

なく，座席の配置や式の進行なども卒業式及び入学式を都教委が「適正」と

考えるやり方で行わせたのであって，原告ら教師はこれに従うほかない状況

に追い込まれたのである。すなわち，都教委が定めた 10・23 通達および実

施指針によって，各教師が自由な創意と工夫をする余地は全て奪われていた

のである。 

  イ 本件通達および職務命令によって，特定の見解のみを教授することを強制

されない自由が侵害されていること 

   (ｱ) 10・23通達およびそれに基づく職務命令は，教師に「国旗に向かって起
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立し，国歌を斉唱すること」を強制しているが，これは，国旗という国家

のシンボルに対して敬意を表することを強制するものである。 

     すなわち，国旗のような「国家のシンボルに対してどのような行動をと

るか」は，とりもなおさず国家とどう向き合うかに密接に関連するもので

あることは明らかである。そのようなセンシティブな問題について，教師

及び生徒その他参列者の全員が国旗に向かって起立して国歌を斉唱する

方式のみが「適正」であり，それ以外の方式を一切認めないことは，卒業

式あるいは入学式における国旗掲揚・国歌斉唱を通じて，生徒に国家のシ

ンボルを受容させ，こうした行動により国旗に対して敬意を表させること

を一方的に教え込むことにつながるものである。したがって，10・23通達

およびそれに基づく職務命令を通じて，都教委は教師に対し，「国旗に正対

し国歌を起立・斉唱することにより国旗に敬意を表さなければならない」

という一方的な観念を生徒に教え込むことを強制しているのである。 

   (ｲ) 学習指導要領は「卒業式や入学式などの儀式的行事においては，その意

義を踏まえ，国旗を掲揚し，国歌を斉唱するよう指導するものとする」と

規定している。 

     都教委は，卒業式は「卒業証書を授与する」場であり，入学式は「入学

を許可する」場であるというが，これは「卒業式や入学式の意義を踏まえ

ることなく」都教委の観念を押し付けるものである。 

     すなわち，卒業式は最後の授業と位置づけられる教育活動であって，各

学校において特色ある卒業式が行われてきたにもかかわらず，10・23通達

以降は，伝統ある母校の歴史を踏まえた卒業式を行うべく，校旗を中心と

して国旗と都旗を並べて掲揚するよう提案があっても，都教委の方針によ

って認められないのである。 

     これは，都教委が「適正」と考える方式を一方的に押し付け，それ以外

の方式を一切許さないものであって，都教委の観念を教授することを強制

強いているのである。 

   (ｳ) 以上のとおり，10・23通達およびそれに基づく職務命令のもとでは，教

師に対して，国歌のシンボルとどう向き合うかという極めてセンシティブ

な問題について，起立して国歌を斉唱することによって敬意を表すること
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が「適正」であるという観念を押し付け，その観念を生徒に指導すること

を強制しているのである。 

     したがって，10・23通達およびそれに基づく職務命令によって，教師ら

は，特定の見解のみを教授することを強制されない自由が侵害されている

のである。 

  ウ 10・23 通達および職務命令によって，教師としての人格の統一性の破壊

をもたらす行為を強制されない自由が侵害されていること 

    そもそも卒業式は3年間（定時制は4年間）の教育の総括であり，最後の

授業である。また，入学式は教育の出発であり，最初の授業である。 

    すなわち，卒業式・入学式ともに日常の教育活動の延長線上にあるもので

あり，原告ら教師は，こうした教育活動の場で，日常の教育活動で指導して

きた内容と異なる内容の指導をすることを強制されることにより，自ら行っ

てきた教育実践を，まさに教育の総括ないし出発点という象徴的な場面にお

いて放棄させられることになる。 

    例えば，「自ら主体的に判断すること」を求めて指導を行ってきた教師にと

って，10・23通達および校長の職務命令によって「日の丸」に向かって起立

し，「君が代」を斉唱することは「自ら主体的に判断すること」を放棄して，

権力に盲従する姿を生徒の前で示すことになるのである。 

    すなわち，自ら行ってきた指導と異なる内容の指導を強制されることによ

って，原告らは自らの教育的信念を強制的に放棄させられることになり，自

らを偽って教育活動を行わなければならないことになる。教師としての自分

を偽ることを強制されては，教師としての人格の統一を保持することは困難

であることは明らかである。 

    特に，最後の授業（最初の授業）という教育活動において重要な場面で，

生徒たちの前で，教師みずからが，教師としての良心に反する行為を面従腹

背的に演じさせられることを強制されることは，教師としての人格の統一性

を破壊することである。 

    したがって，10・23通達およびそれに基づく職務命令によって，自らのそ

れまでの教育活動と異なることを強制されることは，各教師の人格の統一性

を破壊することになり，同通達および職務命令によって，教師としての人格
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の統一性の破壊をもたらす行為を強制されない自由が侵害されることになる

のである。 

  エ 全校的学校行事である卒業式，入学式等において自らその内容や方法の決

定に参与する機会を奪われていること 

    10・23通達およびその後の指導を通じて，各校長が職務命令を発するか否

かの裁量権すら奪われてしまっているのであって，各学校において10・23通

達およびその実施指針と異なる内容の卒業式あるいは入学式を許されていな

かった。各校長においても，実施指針通りの卒業式を行うために，どのよう

な卒業式あるいは入学式を行うか，その内容や方法について集団的討議がな

されることはなく，なされたとしても校長ら管理職が一方的に議論を打ち切

り，管理職らにおいて卒業式あるいは入学式の内容を決定し，押しつけたの

である。卒業学年の担任が協議して決定した卒業式の内容，方法が管理職ら

によって一方的に反故にされ，管理職らの言う通りの卒業式の実施が押しつ

けられたのである。 

    すなわち，原告ら教師は，全校的学校行事である卒業式あるいは入学式に

おいて自らその内容や方法の決定に参与する機会を与えられていなかったの

であって，10・23通達およびそれに基づく職務命令のもとでは，教師は，全

校的学校行事において，その内容や方法の決定に参与する機会を奪われてい

るのである。 

 (5) 結論 

   以上のとおり，10・23通達は，憲法上保障される上記のような原告ら教師の

専門職上の自由を侵害したものであり，違憲・違法と評価されなければならな

い。教師らは，このような違憲・違法の通達及びそれに基づく校長の職務命令

を拒否することのできる，憲法上の権利を有すると解すべきである。 

   そうすると，卒業式等における国歌斉唱時に国歌の起立斉唱を命じる職務命

令自体が違憲無効であって，それに違反したことを理由とする懲戒処分もまた

無効であるといわなければならない。 
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４ 本件各処分は国際条約等に違背すること 

 (1) 自由権規約、児童の権利に関する条約の裁判規範性とその適用の具体例 

   わが国が批准した児童（子ども）の権利に関する条約及び自由権規約は条約

という法形式の規範である。日本国憲法は条約について一般的受容体制をとる

ことから、批准した条約と確立した国際法規については、特別にそれらを実行

するための国内法制定を待つまでもなく、当然に国内法になるものとされてい

る（憲法98条2項、同7条1号、同8号、同73条3項）。 

   そのうえ、国内法となった条約が更に具体的な裁判規範となることについて

は、上記自由権規約等が自動執行力（self-executing）のある条約として、批准

のうえ公布され日本の国内法として国内の法体系に組み入れられていること

から、裁判規範性を持つことについても、学説上の争いはない。近時、わが国

に最高裁判決も、具体的事案において国際条約を適用する例が急速に増えてき

ている。 

 (2) 本件通達及びこれに基づく本件懲戒処分の自由権規約18条違反 

  ア 卒業式等の式典における国歌斉唱の際の起立斉唱命令に従わないことは

自由権規約 18 条 1 項の思想，良心及び宗教の自由の保障の範囲内にあるこ

と。 

    原告らが、思想，良心及び信仰に基づき，卒業式等の式典において、国旗

に向かって起立し、国歌を斉唱する職務命令及びピアノ伴奏を命ずる職務命

令に従わないことは、自由権規約18条の保障を受けるか。 

    規約18条１項は，「すべての者は、思想、良心および宗教の自由について

の権利を有する。これらの権利は、自ら選択する宗教又は信念を受け入れ又

は有する自由並びに、単独で又は他の者と共同して及び公に又は私的に、礼

拝、儀式、行事及び教導によってその宗教又は信念を表明する自由を含む。」

と規定する。 

    自由権規約委員会は，自由権規約 18 条が保障する思想，良心及び宗教の

自由は，「広大で深遠な権利」であり，「あらゆる事柄についての思想（thought 

on all matters），個人的確信（personal conviction）及び宗教又は信念への

関与（the commitment to religion or belief）の自由を包含する」（一般的意

見22第１項）とする。 



172 

 

    さらに、上記条項に関し、以下のような一般的意見を付している。 

      宗教又は信念を表明する自由は ｢単独で又は他の者と共同して及び公

に又は私的に｣行使することができる｡ 礼拝，儀式，行事及び教導におい

て宗教又は信念を表明する自由は，広範な行動を包含している｡礼拝の

概念は，信念を直接的に表現する儀式的及び祭儀的行為ばかりでなく，

かかる行為に必要な多様な行為まで包含され，礼拝のための場所の建設，

儀式的式文及び器具の使用，象徴の展示，及び祭日及び安息日の遵守等

も含まれる｡ 宗教又は信念の儀式及び行事には，祭儀的行為だけではな

く，食事に関する規制，特有の衣服又は頭部覆いの着用，人生のある段

階における儀式への参加及びある集団によって習慣的に用いられる特

殊な言語の使用も含む。（後略） 

    国旗・国歌は，これが有する国民統合的機能に照らして，重要な政治的イ

シューとなり得る。したがって，国旗・国歌についての思想，良心及び信仰

が，同規約 18 条の保障する思想，良心及び信仰に含まれることは明らかで

ある。とりわけ，またキリスト教信仰を有する者については，その信仰が同

規約18条の保障する思想等に含まれることは明らかである。 

    このことは国際的にみた場合、常識的なこととなっており、自由権規約を

批准した世界の国を見渡しても、卒業式等の学校行事で、国旗・国歌を強制

的に実施している国は存しない。 

    現在、東京都で続けられている卒業式等の学校行事で、国旗・国歌が一律

に強制的に実施されている事態が異常なことである。 

    卒業式等の式典は、学習指導要領上、儀式的行事とされるが、原告らが国

旗・国歌についての思想，良心及び信仰に基づき，卒業式等の式典において、

国旗に向かって起立し、国歌を斉唱する職務命令及びピアノ伴奏を命ずる職

務命令を拒否することは、実質上、上告人らの思想，良心及び信仰の表明と

なっており、自由権規約第 18 条 1 項の保障の範囲内にあることは明らかと

いわなければならない。 

    なお、本件問題が争点となった最高裁判決は、「卒業式等の式典における国

歌斉唱の際の起立斉唱行為は、一般的、客観的にみて、これらの式典におけ

る慣例上の儀礼的な所作としての性質を有する」ことから、思想，良心及び
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信仰の自由と直接結びつくものでないとの結論となっている。しかしながら、

上記一般的意見の内容からも明らかなように、仮に「慣例上の儀礼的所作」

であったとしても、同 18 条 1 項の保障の範囲内にあることは明らかといわ

なければならない。 

    さらに、付言すれば、本件で問われている起立斉唱行為は、卒業式等の式

典において、国旗に向かって起立し、国歌を斉唱することを一律に命ずる通

達（本件通達）に基づく校長の職務命令（その職務命令に従わなかった時は

懲戒処分に付される）に基づく起立斉唱行為である。 

    卒業式等の式典において、国旗、国歌が実施されるようになったこと自体、

1989 年の学習指導要領改訂以降といってよくそれほど前のことでない。ま

して、校長の起立斉唱の職務命令に従わなかった場合は懲戒処分に付される

こととなったのは、2003年に被告が発出した10・23通達以降である。10・

23通達は、それまでの卒業式等学校行事の性質を一変するものとなった。到

底、本件で問われている「起立斉唱行為」を、歴史的意味づけの変化を無視

し、「式典における慣例上の儀礼的な所作」と位置づけることはできないとい

わなければならない。 

    また、2018（平成30）年4月18日東京高裁判決では，「起立斉唱行為は、

一般的、客観的に見ても、国旗及び国歌に対する敬意を表明を含む行為であ

るから、……個人の歴史観ないし世界観又は信仰に由来する外部的行動（敬

意の表明の拒否）とは異なる外部的行為（敬意の表明の要素を含む行為）を

求められることになり、その限りにおいて、自由権規約 18 条が保障する思

想、良心及び宗教の自由についての間接的な制約となる面があることは否定

し難い。」との判断が示されている。同判決自身、校長の起立・斉唱の職務命

令に原告らが従わないことが、「個人の歴史観ないし世界観又は信仰に由来

する外部的行動（敬意の表明の拒否）とは異なる外部的行為（敬意の表明の

要素を含む行為）を求められることにな」るとし、「自由権規約18条が保障

する思想、良心及び宗教の自由についての間接的な制約となる面があること

は否定し難い。」との判断を示しているのである。 

    上述した一般的意見は、「宗教又は信念を表明する自由は ｢単独で又は他

の者と共同して及び公に又は私的に｣行使することができる｡ 礼拝，儀式，行
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事及び教導において宗教又は信念を表明する自由は，広範な行動を包含して

いる｡」としている。校長の起立・斉唱の職務命令に原告らが従わないことも、

当然上記条項の保障の範囲内に入るといわなければならない。 

    同条 2 項は，「何人も，自ら選択する宗教又は信念を受け入れ又は有する

自由を侵害するおそれのある強制を受けない」と規定する。これは，「いかな

る制限も許容しない」という絶対的保障の規定である（一般的意見 22 第 3

項）。 

    この絶対的に禁止される強制の意味するところとして，自由権規約委員会

は，「暴力の行使又は刑事罰の使用もしくはそれによる脅迫が含まれる」とし，

また，「雇用を得る権利を制限する」場合を例示する（一般的意見22第5項）。 

    本件では，不起立者に対して懲戒処分が繰り返されるとともに，定年等に

よる退職後の再雇用・再任用が不起立の一事をもって拒否されるなど，不利

益処分と雇用剥奪による脅しが行われているから，これにより自らの思想等

に反する起立・斉唱・ピアノ伴奏を強制することは，「自ら選択する宗教又は

信念を受け入れ又は有する自由を侵害するおそれのある強制」に当たると解

される。 

    なお、後に述べるとおり、本件で同規約18条3項を適用しても，同規約18

条違反の結論は変わらない。 

  イ 自由権規約委員会の日本政府の第 6 回報告に対する総括所見は充分考慮

されるべきこと 

    2014（平成26）年7月23日に、国連・自由権規約委員会は、第６回日本

政府報告に対する総括所見を採択し、翌 24 日、CCPR センターより発表し

た。総括所見の22番は、次のような内容であった。 

    「委員会は、前回の最終所見(CCPR/C/JPN/CO/5, para.10)を想起し、締

約国に対し、第18条及び第19条の各第３項に規定された厳格な要件を満

たさない限り、思想、良心及び宗教の自由あるいは表現の自由に対する権

利への如何なる制限を課すことを差し控えることを促す。」  

    上記総括所見は、自由権規約委員会の2013年10月の第６回政府報告書の

事前審査において、「教員及び学校職員が、学校行事の際、国歌の起立斉唱を

拒んだために、減給、停職及び解雇を含む制裁の対象となってきたという報
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告にかんしてコメント願いたい。」という質問事項が採択され、同年11月に

その質問事項が日本政府に示され、日本政府は 2014 年 3 月に、自由権規約

委員会にその質問事項に対する回答を行ったのを踏まえて出されている。 

    自由権規約委員会は、上記質問に対する政府回答を検討した上で、初めて

規約第18条の思想、良心の自由、信教の自由上、問題があるとの総括書見を

示したのである。 

    したがって、「厳格な要件を満たさない限り」「思想、良心及び宗教の自由

への如何なる制限を課すことを差し控えることを促す。」と、自由権規約第18

条の規定を明示し、「厳格な要件を満たさない限り」、思想、良心、宗教の自

由を制限してはならないとする勧告22番は、10・23通達とこれに基づく懲

戒処分の問題を意識したものであることは明らかであると考えられる。少な

くとも、10・23通達とこれに基づく懲戒処分の自由権規約18条違反の有無

の判断に当たっては充分に留意すべき勧告内容であることは明らかである。 

  ウ 結論 

    以上のとおり，10・23通達及びこれに基づく職務命令による，卒業式等の

式典において国旗に向かって起立し国歌を斉唱すること，並びに，ピアノ伴

奏をする命じ、それに反した教職員を懲戒処分に付することは，自由権規約

18条に違反することは明らかといわなければならない。 

 (3) 児童（子ども）の権利に関する条約違反 

  ア 児童（子ども）の権利に関する条約の意義とその内容 

   (ｱ) 児童（子ども）の権利に関する条約の意義 

     児童（子ども）の権利に関する条約は、1959（昭和34）年の児童（子ど

も）の権利宣言から30年目の1989（平成元）年に国連総会において全会

一致で採択され，わが国も，1994（平成6）年に批准した。 

     狭義の意味での「法律」と条約との間の優劣関係については、条約が国

際的な取り決めであり、憲法が条約の締結に国会の承認を必要としている

こと（73条3号）、憲法が条約の誠実な遵守を求めていること（98条2項）

などから、条約は法律に優位する。そして、条約が法律より上位に位置づ

けられる法規範であることから、法律は条約に抵触する限り「違法」なも

のとなり、法的に「無効」となる（広島高裁1999（平成11）年4月28日
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判決ほか多数）。 

     また、何の留保も付さずに批准した以上、児童（子ども）の権利に関す

る条約は全面的に受け入れられたのであるから、国内法は児童（子ども）

の権利に関する条約に矛盾することは許されず、児童（子ども）の権利に

関する条約に適合するように解釈されなければならない。 

     なお、2006（平成18）年に、教育基本法が全面改定され、それを受けて

翌2007（平成19）年に学校教育法の改正がなされた。さらに、2014（平

成26）年には、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（地教行法）の

改正がなされ、首長及び教育委員会の権限強化と責任明確化がなされた。 

     教育基本法の改定により、「教育の目標」のなかに、「伝統と文化を尊重

し、それらをはぐくんできたわが国と郷土を愛する」等の条項が加えられ

るとともに、教育行政の権限強化が計られてきている。 

     ここで留意されなければならないのは、児童（子ども）の権利に関する

条約がすべての子どもに人間としての尊厳が確保されることを規定し、そ

の保障を裁判所をはじめとするあらゆる政府機関に義務づけるとともに、

教育の目的規定について詳細な規定を定めたことの意義についてである。 

     すなわち、人類に甚大な惨禍をもたらすこととなった第二次世界大戦が

各国の教育内容がその国の意のままに偏狭な国家主義・軍国主義に堕し、

人命、人権が蔑ろにされたことに遠因するとの深い反省の上に立って、今

後、そのような事態を生じさせないため、国の恣意的な教育統制を戒め、

すべての子どもに人間としての尊厳が確保されるようにすることを各国

政府機関に義務づけるとともに、国際人権保障の水準に各国の教育目的を

適合させることに重点を置いたところにあるのである。 

     既に述べたとおり、条約は、法律よりも上位に置かれることから、改正

教育基本法・学校教育法に定める目標規定においても、児童（子ども）の

権利条約の教育目的と合致することが求められている。 

  (ｲ) 児童（子ども）の権利に関する条約の内容とその特徴  

    条約は、子どもも独立した人格と尊厳を持ち、権利を享有し行使する主体

として把握し、意見表明の権利（12条）ならびに表現・情報の自由（13条）、

思想・良心・宗教の自由（14 条）、集会・結社の自由（15 条）、プライバシ
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ー・通信・名誉の保護（16条）などを規定する。 

    このなかでも、12 条の意見表明権は子どもにとって意義深い権利である。

国連・子どもの権利委員会は12条を「子どもの意見の尊重」と認識して条約

の一般原則とし、条約の解釈・運用の基本に置いている。さらに、委員会や

ユニセフはこの 12 条から子どもの参加の権利を導き出している。この意見

表明権は、子どもの年齢と成熟度の高い段階では、自己決定権につながる権

利として理解される。また、この権利は表現の自由のカテゴリーとしての意

見表明の自由である。さらに、この権利は自己に影響を及ぼす全ての事柄の

決定過程に参加する権利としての意味を持つ。そして、この権利は自分の最

善の利益を確保する際の手続的権利としての意義を有する。このように意見

表権利は、個人と集団の権利の両方を含み、複合的な性格を持つ権利として

理解される（国連・子どもの権利委員会「一般意見」12号）。 

    条約は、また、生命への固有の権利及び生存と発達の確保（6 条）を出発

点として、実体的権利を包括的に保障している。 

    子どもの権利侵害が多様で複雑になっている現状では、子どもを独立した

人格としてその尊厳を尊重・確保し、これを基本に権利を統一的に保障して

いくことが求められている。 

  イ 児童（子ども）の権利に関する条約で保障された具体的権利の内容 

   (ｱ) 第３条（子どもの最善の利益） 

     子どもの最善の利益は、条約のキー概念の１つであり、条約の一般原則

である。この原則は、社会福祉機関・裁判所・行政・立法機関など子ども

にかかるすべての活動において第一義的に考慮される。この原則は、親が

子どもの養育や発達に責任を果たす際にも基本的な関心事項となる（18

条）。しかし、最善の利益を誰がいかなる基準でどのような手続きによって

確定するかは曖昧なままであるため、12条の子どもの意見の尊重・参加の

権利の保障が不可欠となる。本条1項は単なる理念規定ではなく、個別事

案から公共政策に至る、子どもに影響を与えるさまざまな活動において適

用されるべき手続き上の一般原則である。 

   (ｲ) 12条（子どもの意見表明権） 

     子どもの意見表明権は，子ども自身の問題の決定に際して，広く子ども 
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自身の意思を反映させる適正手続きを求める権利であり，かつ，自己の生

活条件（みずからの成長発達の場を含む）や社会条件の決定に対して、子

ども自身の意思を尊重すること（自己決定の促進）を求めた権利であると

いうことができる。 

   (ｳ) 14条（思想、良心及び宗教の自由） 

     子どもも独立した人格と尊厳を持ち、権利を享有し行使する主体として

把握し、思想・良心及び宗教の自由（14条）を尊重するものである。 

   (ｴ) 29条（教育の目的） 

     条約 27 条が教育への権利を保障したことを受けて，どのような教育が

指向されるかについて定めるものである。このような教育目的規定は，世

界人権宣言26条や社会権規約13条に既にみることができる。本条は，世

界人権宣言や社会権規約では，教育への権利と同一条項で規定していた教

育目的規定を独立させ，さらに内容を発展させたものとみることができる。 

     本条が掲げる教育目的は，(a)人格の完成と能力の発達保障，(b)人権の尊

重，(C)文化的アイデンティティ・価値の尊重，(d)国際理解，異文化教育・

平和教育，(e)自然環境の尊重，を指向していると解せられる。 

     なお、条約は，法律よりも上位に置かれることから，新教育基本法・学

校教育法に定める徳目規定についても，本条の教育目的と合致することが

求められ，もとより，14条が保障する子どもの思想・良心の自由に牴触す

るものであってはならないし，そのためにも 12 条で保障された意見表明

権が反映されるものでなければならないと解される。 

     既に述べたように，ほとんどの都立学校で外国出身や外国籍の子どもに

対しても，一律に日本の国旗，国歌を押しつけることは，外国出身や外国

籍の子どもの文化的アイデンティティ・価値の尊重を損なわせることにな

ることに留意しなけれなならない。 

  ウ 10・23通達に基づく卒業式等の実施の児童（子ども）の権利条約違反 

   (ｱ) 国連・児童（子ども）の権利に関する委員会の日本政府の第３回報告に

対する総括所見は考慮されるべきであること 

    ① 2010（平成22）年6月22日、国連・児童（子ども）の権利に関する

委員会は、日本政府の第３回報告に対し、総括所見を採択した。 
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      その中で、子どもの意見の尊重の項は、次のような懸念、勧告を行っ

ている。 

     「43 本委員会は、司法的及び行政的手続き、学校、児童養護施設、な

らびに家庭において子どもの意見が考慮されているとの締約国政府か

らの情報に留意するが、公的な規則が年齢を高く設定していること、

児童相談所を含む子どもの福祉サービスにおいて子どもの意見がほと

んど考慮されていないこと、学校において子どもの意見が考慮される

領域が限定されていること、ならびに、政策決定過程において子ども

及びその意見が省みられれることがめったにないことを、引き続き懸

念する。本委員会は、権利を持つ人間として尊重しない伝統的見方が、

子どもの意見に対する考慮を著しく制約していることを懸念する。 

      44 本委員会は、本条約 12 条及び意見を聞いてもらう子どもの権利

に関する一般的注釈 12 号に照らし、学校、およびその他の子ども関

連施設、家庭、地域、裁判所、行政組織、並びに政策策定過程を含む

すべての場面において、子どもに影響を与えるすべての事柄について、

子どもがその意見を十分に表明する権利を促進するための措置を強化

することを締約国政府に勧告する。」 

    ② 総括所見の意味 

      上記43の懸念は、10・23通達の策定過程及び通達に従った実際の卒

業式の実施に関し、全く、子どもの意見を聞くことがなられておらず、

したがって、子どもの意見を尊重することが全くなされていないこと、

すなわち、子どもの最善の利益に対する配慮がなされず、子どもの意見

表明権が全く確保されていないことに問題があることを表明したもの

と解することができる。 

      その上で上記 44 は、そのような状況を是正するように勧告したもの

であるが、現在に至るもそのような状況は全く是正されないままである。 

      このことは、また、10・23通達とそれに基づく卒業式の実施の規約違

反性を強く推認させるもと言わざるを得ない。 

   (ｲ) 具体的検討 

     前述したとおり、国連・児童（子ども）の権利に関する委員会は、第 3
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条の子どもの最善の利益が次の三層の概念であることを強調している。 

     また、子どもの最善の利益の評価には、子どもに影響を与えるすべての

事柄について自由に自分の意見を表明し、かつ表明された意見を正当に重

視される子どもの権利の尊重が含まれなければならない。「第12条の要素

が満たされなければ、第３条の正しい適用があり得ない。」としている。 

     卒業式等の学校行事は、教育課程の１つであり、その実施の主体が学校

当局であったとしても、上記条約の趣旨からして、子どもの最善の利益が

考慮されなければならない。これは、卒業式を儀式と捉えたとしても、同

様である。 

     10・23通達は、その作成過程からしても、子どもの最善の利益が全く考

慮されていない。また、卒業式等の実施にあたって、生徒の意見や参加も

全く保障されていない。とりわけ、特別支援学校においては、障がいのあ

る子どもとその親の意見をも踏まえ、壇上もない、対面式の卒業式で、「国

旗・国歌」の強制もない卒業式が長い間、実施されてきた実績を全く無視

して、一律強制の 10・23 通達を作成し、以後、障がいのある子どもの意

見表明権を全く無視して、一律強制を強行し続けている。 

     また、都立高校の卒業生のなかには、外国籍の子どもやキリスト教の信

仰を有する生徒もいる。が、そのような生徒に対する配慮も全くないまま、

本件通達の一律実施を強行している。 

     このことはまた、ほとんどの都立学校に在籍する外国出身や外国籍の子

どもに対しても，一律に日本の国旗，国歌を押しつけることになっており、

外国出身や外国籍の子どもの文化的アイデンティティ・価値の尊重を損な

わせることになっている。 

   (ｳ) 小括 

     以上述べたことからすれば、10・23 通達とそれに基づく実施が、児童

（子ども）の権利に関する条約３条（子どもの最善の利益の確保）、12 条

（意見表明権）、14条（思想、良心、宗教の自由）、29条（文化的アイデン

ティティ・価値の尊重）に反することは明らかと言わなければならない。 
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第７ 本件各懲戒処分は取り消されるべきこと 

１ 問題の所在 

 (1) 都教委が原告らに交付した「処分説明書」には，本件各懲戒処分の根拠とし

て，地方公務員法32条違反および同法33条違反が挙げられている。 

   すなわち，原告らは， 

   ① 「上司の職務上の命令に忠実に従わなければならない」とする地方公務

員法32条に違反した 

   ② 「その職の信用を傷つけ，又は職員の職全体の不名誉となるような行為

をしてはならない」とする地方公務員法33条に違反した 

  というのが都教委の示した処分理由である。 

 (2) もっとも，服務義務違反の事実と信用失墜行為の事実とは同じであるから，

結局，処分の根拠は職務命令違反に収斂される。いいかえれば，被告は，同じ

ひとつの職務命令違反の事実を，地公法の2つの条文に該当するものとしてい

るにすぎない。 

   しかし，本件について，地公法32，33条を適用するのは，「教育現場におい

て職務命令はオールマイティーだ」という誤ったドグマにもとづく，誤った解

釈・運用である。 

   けっして，職務命令はオールマイティーなものではない。当然に一定の限界

がある。懲戒処分の前提となる職務命令は，実現可能でなければならないし，

憲法以下の法令に適合した命令でなければならない。個人の尊厳を踏みにじる

命令や教育の本質に悖る命令は，教育現場においてあってはならない職務命令

である。 

   本件職務命令は，前述第5及び第6で論じたとおり違憲違法で無効な職務命

令である。したがって，形式的にこれに違反する事実が仮にあったとしても，

「重大かつ明白な瑕疵」ある職務命令であって，これに服する義務はなく，義

務違反に問われることはないというべきである。 

 (3) さらに当該処分の手続上的違法についても吟味されなければならない。 

  ア この点，行政庁がその所属公務員に対して懲戒処分を行うに当たって，手

続自体の適正・公正が確保されなければならないことは，憲法第 31 条の趣

旨に照らし当然のことである（1992（平成4）年7月1日最高裁大法廷判決
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参照）。 

地公法第27条第1項は，「すべて職員の分限及び懲戒については，公正で

なければならない」と規定しているが，その中には手続的公正も含まれると

解するべきである。確かに，行政手続法第 3 条第 1 項 9 号は，「公務員に対

しその職務又は身分に関してされる処分」について，同法第2章から第4章

までの規定の適用を除外しているが，その理由は地方自治体においては，各

地の実情に応じて条例や地方公務員法等の関連法規により手続的公正を担保

することを期待できるからであり，地方公務員に対する懲戒処分についても

行政手続の公正が確保されるべきことは疑う余地はない。 

特に本件では，教育という本来公権力による強制に馴染まない場における，

教職員及び生徒・保護者の内心の自由（原告らは，自分が職務命令を言い訳

にして起立等することが，自分のみならず生徒や保護者の内心の自由をも制

約する結果につながることを自覚している。）に密接に関連する問題につい

ての懲戒処分であることからすれば，通常の行政手続と比べ，一層手続的な

公正・適正と透明性が確保されることが要求される。 

  イ 本件においては， 

   (ｱ) 本件各懲戒処分の前提としての告知・聴聞の機会が与えられていなかっ

たり，与えられた者についても不十分であった。すなわち原告らの中には，

事情聴取に当たって適正手続の保障と自己の権利擁護のため弁護士の立

会などを申し出た者がいたが，いずれも拒否されている。 

   (ｲ) また，本件各懲戒処分に至る手続があまりにも杜撰であり，その拙速さ

は当初から懲戒処分自体を目的として行われたものと判断せざるを得な

い。 

     したがって，本件各懲戒処分は，当該処分の手続の面からも公正・適正

を欠いており，手続上の違法が認められる。 

２ 行政裁量との関係について 

 (1) 懲戒処分における行政裁量 

   仮に本件において，原告らに対する地公法上の懲戒権行使が許されるとして

も，その「裁量権の範囲をこえ，又はその濫用があった場合……，裁判所はそ

の処分を取り消すことができる」（行訴法第 30条）。 
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   この点，裁量権の行使における限界を判断する基準が問題となるが，裁判例

によれば，仮に当該処分を明白に違憲違法と断定するまでに至らない場合でも，

諸般の事情を総合考慮した結果，その処分が「社会観念上著しく妥当性を欠く」

場合には処分権者（行政庁）の裁量の範囲を超えて濫用があったとされ，違法

な処分と判断されることになる。 

 (2) 本件懲戒処分が裁量権を逸脱・濫用したものであること 

  ア 最高裁判例における一般的基準 

    神戸税関事件最高裁判決（最高裁1977（昭和52）年12月20日判決 民

集第31巻7号1101頁）及び地方公務員法上の分限処分の裁量権濫用に関し

て判示した最高裁判例 （1973（昭和 48）年 9 月 14 日最高裁判決 広島県

公立小学校長降任事件 民集第27巻8号925頁)から裁量権濫用に関して以

下の判断基準が導き出される。 

   ⅰ ① 裁量処分が，制度の目的と関係のない目的や動機に基づいてされる

場合 

     ② 考慮すべき事項を考慮せず，考慮すべきでない事項を考慮して処分

理由の有無が判断された場合 

   ⅱ 処分理由の有無の判断が合理性をもつものとして許容される限度を超え

た場合 

   は裁量権の逸脱・濫用となり，懲戒処分が著しく不合理であり取り消される

べきことになる。 

  イ 処分目的の逸脱による裁量権濫用 

   (ｱ) 処分目的の判断にあたって考慮されるべきこと 

     懲戒処分が，懲戒権者に処分権限を付与した立法の趣旨に反して，法の

想定を逸脱した目的，動機に基づいて行われた場合には，形式的には懲戒

権の行使であっても，裁量権の逸脱･濫用として違法となる。もっとも，立

法目的違反も不当な動機・目的も，通例は隠されている。厳格な目で法の

目的に違反した不当な権力作用の動機が見抜かれなければならない。 

   (ｲ) 都教委が原告らに懲戒処分を科す目的は，起立斉唱できない教職員をあ

ぶりだして制裁を加えることにある 

     10・23 通達の真の意図は，第 3 の 3 で述べたとおりであって，かかる
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通達及びこれに基づく職務命令に違反をしたことを理由とする本件各懲

戒処分は，あるべき公務員秩序を維持するためのものではない。特定の価

値観，特定の教育観をもって，教育を支配し統制しようという違法な意図

と動機に基づくものにほかならない。 

     本件の処分対象となった不起立，不斉唱は，懲戒処分をもって禁圧しな

ければならない公務員秩序紊乱行為と言うにあたらないことは明らかで

ある。 

     卒業式等の進行が妨げられたわけでもなく，客観的に実害や支障が生じ

たわけでもない。それにもかかわらず，一律に職務命令を発出し，当該職

務命令に従えない教職員に対し懲戒処分に至っているのは，都教委の側に

「公務員秩序の維持」を超えた不当な教育支配の意図，職務命令に従えな

い教職員らの思想・良心又は信仰を否定し，それらの教職員をあぶり出し

て制裁を加える目的があったからにほかならない。 

   (ｳ) 一連の最高裁判決やCEART勧告後の都教委の対応などにより，不当な

目的が一層明らかになった 

     都教委は，一連の最高裁判決が合憲判断を示したことを受けて，自らの

主張の正当性が認められたとし，多くの補足意見には耳をふさぎ，本件職

務命令に従うことができない教職員に対して再発防止研修の強化をはじ

めとして，被処分者に対する圧力を一層強めている。 

     また、ＣＥＡＲＴ勧告により、都教委が行っている教員に対する国歌起

立斉唱の強制が、市民的権利を侵害していると指摘されたにもかかわらず、

これを無視している。同勧告は、日本政府に向けられたものであって、都

教委は無関係だというのである。 

     このような都教委の姿勢からも，本件懲戒処分が，本件職務命令に従え

ない教職員に対して制裁を加える目的で行われていることが一層明らか

になっている。 

   (ｴ) 本件各懲戒処分自体，都教委によって，国家主義的価値観や，本件職務

命令に従えない思想・良心又は信仰を有する者に対する否定的評価，また

その者達に不利益処分を科することを目的としたものであることは明ら

かである。 
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  ウ 比例原則違反 

   (ｱ) 精神的自由に対する制約は極めて大きい 

     まず，何よりも本来保障されるべき憲法上の思想・良心の保護を剥奪さ

れたこと自体の不利益が甚大である。 

     教育現場において権力的な国旗国歌の強制があってはならないなどの真

摯な思想・良心及び信条を有し，又は信仰と相反することから起立するこ

とができない原告らに対して，国旗に向かって起立し国歌を斉唱すること

は，憲法上の保障のもとにある原告らの上記信念などを真正面から直接に

否定することにほかならない。言い換えれば，起立斉唱の強制は，原告ら

の思想・良心，信条又は信仰の核心部分を直接に否定する権力作用であっ

て，憲法上保障された権利を蹂躙された原告らの精神的被害はこの上なく

大きい。 

   (ｲ) 懲戒処分は戒告処分であっても過酷な処分である 

     原告らに科されている戒告処分の実態は，単に「規律違反を確認し戒め

る」ようなものではない。 

    ａ 戒告処分の不利益は減給処分と変わらない 

      まず，認識すべき事は，戒告処分も，減給処分の場合と同様，勤勉手

当，昇給，退職金，年金，再雇用等にさまざまな不利益が生ずることで

ある。 

      戒告処分の「勤勉手当」の減額率は減給より小さいものの，原告らに

対して行われた減額は後述のとおり，2006年以前の「停職処分」と同率

の減額率となっておりけっして小さくはない。 

    ｂ 戒告処分による不利益は加重され，更に過酷な処分となっている 

      そして，原告らに科された戒告処分の不利益は，2012年1月16日最

高裁判決が判断対象とした事案と比較しても不利益の程度が格段に重

くなっている。本件では，そのことをも勘案して判断がなされなければ

ならない。 

      2012 年 1月 16 日最高裁判決が判断対象とした事案は 2006 年の制度

改正以前の事案であり，その当時の処分による勤勉手当の減額は戒告処

分が 10％減，減給処分が 15％減であった。しかし，本事件当時は，戒
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告処分が20％減と減額率が増加し，改正前の減給処分の勤勉手当よりも

減額率が高くなり，制度改正前の停職処分に対する減額率（20％）と同

等まで不利益が加重されているのである。 

      また，都の全職員は毎年標準として4号級昇給することになっている

が，2006年の制度改正により戒告処分を受けた者（本件原告らがあたる）

は2号級しか昇給されないこととなった。以前は，戒告処分及び減給処

分については，いずれも昇給延伸が3ヶ月（実質上3号級の昇進）とさ

れていた。現在は，昇給についても不利益が加重され，改正前の減給処

分よりも重くなり，制度改正前の停職処分（昇級延伸 6 ヶ月：実質上 2

号級の昇進）と同等にまで加重されているのである。 

      すなわち，現在では，戒告処分であっても，2012年1月16日最高裁

判決が判断対象とした事案の減給処分を上回り，当時の停職処分に相当

する経済的不利益が科されるのである。 

      さらに，1 回の戒告処分は，勤勉手当の減額に加え，昇給延伸をもた

らすものであるところ，この措置の影響は生涯ついて回ることになる。

もちろん，退職金にも年金にも影響することになる。履歴として刻印さ

れ，転勤にも昇進にも影響する。 

      戒告処分は，その名のとおりの「規律違反を確認し戒める」ものにと

どまらず，その実態は減給処分と同等の過酷な経済的不利益を伴う処分

となっているのである。 

   (ｳ) 積極的な妨害ではないこと 

     国旗に向かって起立し国歌を斉唱することを求める本件職務命令に従わ

ないことは，積極的な物理的妨害行為などとは明白に異なる。そのことよ

って卒業式等の進行が妨げられるわけでもなく，客観的に実害や支障が生

じるわけでもない。 

     そもそも，卒業式等の参加者のなかにひとりでも起立しない者がいれば，

式典の進行に支障や実害が生じるということになれば，保護者や来賓のな

かで起立しない者もまた支障や実害を与えていることになってしまうが，

この結論は，明らかに非常識である。ただ単に立たない，歌わないという

だけでは，式典の円滑な進行が阻害されることはありえないし，なんらの
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支障も実害も生じるはずはないのである。 

   (ｴ) 国際基準に照らせば市民的権利として保障される行為であること 

     第 4 の 5 で詳述したように、CEART 勧告は、「起立や斉唱を静かに拒

否することは、職場という環境においてさえ、個人的な領域の市民的権利

を保持する個々の教員の権利に含まれる」とし、起立斉唱を静かに拒否す

る行為に懲戒処分を課している現状の是正を求めている。 

     CEART 勧告の前提となる、教職に関して存在する唯一の包括的な国際

基準である ILO/UNESCO教員の地位勧告（1966）は、UNESCOがパリ

で開催した特別政府間会議に提出され、日本を含め参加国の全会一致で採

択されている。 

     原告ら対する国歌起立斉唱の強制や懲戒処分は、国際基準である、同地

位勧告に抵触すると指摘されているのである。 

     起立斉唱命令を静かに拒否する行為は、日本も賛同した国際的な基準か

らすれば、職務中の教員であっても、市民的権利として保障される行為で

ある。 

     仮に、本件職務命令が違憲ではないとしても、本件職務命令を静かに拒

否する行為については、国際的には市民的権利として保障されているもの

であって、当該行為に対し懲戒処分を課することは、許されないと言うべ

きものである。 

   (ｵ) まとめ 

     職務命令に従わず国旗に向かって起立し国歌を斉唱しなかったことを理

由とする懲戒処分は，懲戒処分のなかでもっとも軽い戒告処分も含め許容

されるべきものではない。 

     本件事案においては，戒告処分の不利益の重さや不起立行為の態様，都

教委の態度等，また，国際基準に照らせば職務中の教員であっても市民的

権利として保障されている行為であることからすれば，戒告処分という懲

戒処分を科すること自体が，比例原則に反しているものと言わざるを得な

い。 

  エ 要考慮事項・不可考慮事項の判断過誤の違法 

    都教委の判断は， 
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   ○ 本件職務命令が教職員の精神・信仰の自由の制約となっていること 

   ○ 教育に対する不当な支配を抑制することによって生徒の教育を受ける権

利を擁護する必要があること 

   ○ 卒業式等の進行が妨げられるわけでもなく，客観的に実害や支障が生じ

ていないこと 

   ○ 懲戒処分の処分内容が従前より加重され，不利益が増大していること 

   ○ 本件事案に対し，「謙抑的な対応」「寛容の精神」「相互の理解」が，教育

環境の改善のために求められているにもかかわらず，再発防止研修など不

起立行為に対する圧力が強化されていること 

   ○ 国際的な基準からすれば、勤務中の教員であっても起立や斉唱を静かに

拒否することは、市民的権利として保障されること 

   という，本来最も重視すべきことがらを不当かつ安易に軽視し，他方で， 

   ● 知事や一部の都議などの意向という本来考慮に容れるべきでない事項を

考慮に容れ， 

   ● かつ，卒業式の進行が妨害される抽象的可能性 

   という，本来過大に評価すべきでないことがらを過重に評価している。 

    その結果として，精神の自由や教育の自由という憲法的要請と，卒業式等

における教育上の必要性とをいかにして調和させるべきかの手段，方法の探

究や教育環境の改善について，当然尽すべき考慮を尽さずに判断し重い懲戒

処分を科したものであって，違法である。 

  オ 小括 

    以上のとおり，本件各懲戒処分は，懲戒処分の目的が制度目的から逸脱し，

非違行為の程度と懲戒処分がもつ制裁としての不利益性の程度との権衡を欠

いて比例原則に違背し，しかも，要考慮事項および不可考慮事項の選択に誤

りがあるというべきである。 

    したがって，戒告処分を含む本件懲戒処分全てが裁量権の逸脱・濫用にあ

たり違法であって，取り消されなければならない。 

３ 減給以上の処分は当然に取り消されなければならない 

 (1) 2012年 1月16日最高裁判決の要点 

   2012年1月16日最高裁判決は，不起立行為等により過去に懲戒処分を受け
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た処分歴があることのみを理由として，後の不起立行為に対して加重した処分

を行うことは原則として違法とした。そして，当該減給処分又は停職処分の「不

利益の内容との権衡を勘案してもなお規律や秩序の保持等の必要性の高さを十

分に基礎付ける」「具体的な事情が認められる」ような例外的な場合であること

を被告が主張・立証しない限り，処分は裁量権の逸脱・濫用にあたり違法とな

ることを明らかにしたものである。 

 (2) 本件での減給以上の処分の合理性を支える事情は存在しないこと 

   本件において，減給処分を受けている原告A及び原告Bは，いずれも，10・

23通達以降，卒業式等での不起立行為等により過去に戒告等の処分を受け，こ

の度，同様の不起立行為等により，減給処分を受けた者である。懲戒処分理由

書には，過去に不起立行為等による職務命令違反で懲戒処分を受けたことおよ

び今回不起立行為等による職務命令違反を受けたこと以外の事情は一切記載さ

れていない。 

   したがって，原告A及び原告Bになされた減給処分は，原告らに過去に処分

歴があることのみを理由に加重処分がなされたものであり，原告らになされた

減給処分について，処分の「不利益の内容との権衡を勘案してもなお規律や秩

序の保持等の必要性の高さを十分に基礎付ける」「具体的な事情」は全くないも

のである。 

   なお，原告Bが本件訴訟で取消を求めている減給処分の前の4回目及び5回

目の不起立行為に対して行われた2度の減給処分は，すでに別訴における処分

取消請求が認容され確定している。 

 (3) まとめ 

   原告 A 及び原告B に対する減給処分は，2012 年 1 月 16 日最高裁判決に照

らせば，いずれも社会観念上著しく妥当を欠き裁量権の範囲を超えものであり，

違法であることは明らかであって，処分は速やかに取り消されるべきである。 

４ 再処分は実質上二重の処分であり取り消されなければならない 

  訴状別紙３に記載した各戒告処分は、各原告に対して行われた減給処分が判決

により取り消され，確定した後に、同じ事実に対して行われたものである。 

  この点、そもそも懲戒処分自体が許されないことは、上記第７の２で主張した

とおりであるが、これらの再度の処分が、そもそも処分の必要性がないにもかか
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わらずなされたものであり，原告らに過度な不利益を被らせるものであって，裁

量権を逸脱・濫用したものでもあることを補充して主張する。 

 (1) 減給処分が取り消されても，処分よる不利益は残存している 

  ア 減給処分が取り消された原告らは、処分が取り消されたことによって，本

給の減給については遡及してなかったこととして，その経済的不利益につい

ては，違法な処分から，7～8年経過してようやく回復された。 

  イ しかし，懲戒処分を受けたことによる不利益は，本給の減給のような経済

的不利益だけではない。 

    例えば，原告らは，服務事故再発防止研修として「基本研修」及び「個別

研修」を受講させられることとなった。いずれも通常の都教委主催研修とは

異なる厳戒な警備・監視体制の下で，一方的に職務命令への服従を迫り，か

つ反省を要求する内容を有するものであった。しかも，原告らは，減給処分

を受けた者として，本来であれば受けなくても良かった個別研修までも受講

することを余儀なくさせられた。 

    また，原告らが在籍した学校では，管理職が都教委主催の研修を受けさせ

られ，卒業式等において職員全員が起立して国歌斉唱をすることを徹底する

よう指導された。その後，校内の職員全員を招集して実施する「全員研修」

と分掌等を単位として実施する「グループ研修」が行われた。更には，被処

分者のみを対象にして，上記の「基本研修」「個別研修」とは別に，「校内で

の個別研修」，指導主事等訪問による研修も実施された。 

    これらの研修において管理職等により起立して国歌斉唱するように執拗に

「指導」されることも，原告らにとって耐え難い苦痛となった。そして，全

職員に連帯責任を負わせるがごとく，所属していた学校の全職員を対象に研

修が行われることにより，原告らは同僚に対する負い目を感じさせられるこ

ととなり，いっそうの苦しみを味わうこととなった。 

    また，業績評価制度では，被処分者であるとして「学校運営」の項におい

て，懲戒処分を受けた時点で例外なくC以下の評価とされ，このことにより

総合評価にマイナスの影響が生じ，昇給時の不利益のみならず，人事任用上

の不利益を被ることとなった。 

    更には，国歌斉唱に起立できないことを理由に学級担任の業務に就くこと
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を委嘱されないなど，校内での校務分掌（役割分担）上の不当な取り扱いを

受け，また被処分者であることを理由に，不利な立場に置かれることとなっ

た。 

    減給処分を受けた原告らは，減給処分を受けた後，処分がなされたことを

公表され，判決で取り消されるまで6年以上ものあいだ，減給処分を受けた

被処分者として取り扱われてきた。 

  ウ これに対し，処分者（都教委）は，違法な懲戒処分を行ったことについて

原告らに対する謝罪はおろか，減給処分が判決により取り消されたことを公

表することすらしていない。 

    減給処分が取り消された後も，原告らが再発防止研修などの研修，業績評

価，人事上の措置により被った不利益については，まったく回復されないま

ま残っているか，また，不利益の性質からして今後も回復することができな

いのが現状である。 

 (2) 戒告処分を行うことは，実質的に二重処分にあたる 

   上述のように，原告らは，度重なり行われた再発防止研修などで，処分者（都

教委）などから何度も規律違反を指摘され，反省を求められ，不利益を受けて

きた。 

   戒告処分が最高裁判決の言うように「規律違反を確認し戒める」ものにすぎ

ないのであれば，原告らは被処分者として，すでに十二分に「規律違反を確認

し戒め」られてきたところである。 

   そして，上述のとおり，処分に伴う不利益は，減給処分が取り消されたとし

ても回復されず，またその性質上回復されることもない。 

   原告らは，減給処分が取り消されたとはいえ，実質上すでに戒告処分を受け

ているも同然であり，原告らに更に処分を科することは実質的には二重に処分

を科するに等しい。 

   原告らに改めて処分を科することは，一事不再理を定める憲法 39 条の趣旨

からしても，許されないというべきである。 

 (3) 処分の必要性はない 

   懲戒処分は，公務員の義務違反について，その責任を確認し公務員関係にお

ける秩序を維持する目的で行われなければならない。 
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   しかしながら，原告らに課された本件再処分が「公務員秩序の維持」を超え

た不当な教育支配の意図や，職務命令に従えない教職員らの思想・良心又は信

仰を否定し，制裁を加える目的があったことについては第7の2で述べたとお

りである。 

   仮に，懲戒処分の目的が秩序維持にあったとしても，国旗に向かって起立し，

国歌を斉唱するとの職務命令が，思想・良心の自由に対し，少なくとも間接的

制約とされていることを考えれば，「慎重な衡量的配慮」及び「謙抑的な対応」

が求められる。また、そもそも、国際基準に照らせば，起立や斉唱を静かに拒

否することは、市民的権利に含まれる行為である。 

   そして，上述のとおり，原告らは減給処分がなされたことにより，度重なる

研修の受講を余儀なくされ，その度に職務命令違反の事実を指摘され，処分者

（都教委）などから反省を求められているだけでなく，他にも多大な不利益を

被り，相当に重い制裁をすでに受けている。そうであれば，重ねて懲戒処分を

科する必要性はないと言わなければならない。 

   更に，今回の戒告処分となった行為は 7～8 年前の不起立の事実であり，原

告らの勤務先も不起立行為を職務命令違反とされた職場とすでに変わっている。 

   そして，そもそも当時卒業式等の進行が妨げられたわけでもなく，客観的に

実害や支障が生じたわけでもない。 

   そうであれば，本件再処分を科すことと公務員関係の秩序の維持との間に何

ら関連性はなく，再度の懲戒処分を科する必要性が無いことは，なお一層明ら

かである。 

 (4) 原告らが科された戒告処分は不利益が加重されている 

  ア 戒告処分の不利益の加重 

    今回原告らに科された戒告処分の不利益は，原告らが最高裁判決によって

取り消しが確定した減給処分を科された当時の戒告処分より不利益の内容が

格段に重くなっている。その内容は、前述の通りである。 

  イ 処分者（都教委）の違法行為により原告らが不当な不利益を被ることは許

されない 

    更に，今回，取り消しを求めている戒告処分は，処分者（都教委）が行っ

た懲戒処分が原告らに対して行った減給処分が最高裁判決で違法と判断され
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取り消されたことから，7～8年前の同じ不起立の事実に対し再度懲戒処分を

行い，戒告処分を科したものである。 

    2005 年あるいは 2006 年に処分者（都教委）が，原告らに対し減給 10 分

の1・1月の懲戒処分ではなく，戒告処分を選択していれば，原告らが受けた

不利益は，戒告処分とそれに伴う勤勉手当の10％減額，3号給の昇級（通常

より1号級減）に留まっていたことになる。 

    しかし，2005年あるいは2006年に処分者（都教委）が，原告らに対し裁

量権を逸脱濫用して減給10分の1・1月という違法な処分を科し，それが司

法判断によって取り消された結果なされた，本件再処分では，原告らが受け

る不利益は，戒告処分のほか，それに伴う勤勉手当の20％減額，1号級の昇

級（通常より3号級減）となるのである。 

    すなわち，本件において，原告らに本件再処分として戒告処分を科するこ

とを許すならば，処分者（都教委）の違法行為を原因として，原告らが被る

不利益が拡大するという極めて不合理な結論となる。 

 (5) 小括 

   以上のように，原告らになされた懲戒処分の実態を正確に把握すれば，戒告

処分であっても，原告らに対し再度の懲戒処分を科する必要性はなく，また実

質的に二重の処分となる事や戒告処分の不利益の程度が格段に重くなっている

ことからすれば，原告らに再度の懲戒処分を科することは許されない。 

   懲戒処分を課することはそもそも許されるものではないが，これらの再度の

処分が、裁量権の逸脱・濫用にあたり違法であることは一層明らかであり，速

やかに取り消されなければならない。 

５ 結論 

  以上のとおり，本件各懲戒処分は，違憲違法な職務命令に違反したことを理由

としている点で，重大かつ明白な瑕疵が認められ，手続的にも公正・適正を欠く

点で違法であって，かつ，処分裁量を逸脱・濫用してなされたものであるからい

ずれも取り消されなければならない。 

 

第８ 結論 

  よって，原告らは，東京都教育委員会が，原告番号１から１５までの各原告に
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対し，別紙１懲戒処分一覧表の懲戒処分発令日欄記載の日付でおこなった同一覧

表の懲戒処分内容欄記載の各懲戒処分の取消しを求める。 

以 上 

 

証   拠   方   法 

            追って，必要に応じて提出する。 

 

附   属   書   類 

１ 訴状（副本）         １通 

２ 訴訟委任状         １５通 

３ 訴額計算書          １通  
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別紙 懲戒処分一覧表（１～３の原表を統合して匿名化） 

原告

番号 

処分

番号 

氏名（本文中に

記載した記号） 

処分の種類  

※（再）は再処分 
懲戒処分発令日 審査請求申立日 

１ ① A 戒告 2014年3月28日 2014年5月23日 

 ② A 戒告（再） 2015年4月28日 2015年5月22日 

 ③ A 減給1月 2017年4月20日 2017年6月12日 

２ ① B 減給1月 2014年3月30日 2014年5月23日 

 ② B 減給1月 2014年4月28日 2014年5月23日 

 ③ B 減給1月 2015年3月30日 2015年5月21日 

 ④ B 減給1月 2015年4月28日 2015年5月21日 

 ⑤ B 減給1月 2016年4月15日 2016年5月13日 

 ⑥ B 戒告（再） 2020年12月25日 2020年12月28日 

 ⑦ B 戒告（再） 2020年12月25日 2020年12月28日 

３ ① C 戒告（再） 2014年12月17日 2014年2月13日 

４ ① D 戒告（再） 2014年12月17日 2014年2月13日 

 ② D 戒告（再） 2015年4月28日 2015年5月21日 

５ ① E 戒告（再） 2014年12月17日 2014年2月13日 

 ② E 戒告（再） 2018年2月21日 2018年3月6日 

６ ① F 戒告（再） 2014年12月17日 2014年2月13日 

７ ① G 戒告（再） 2014年12月17日 2014年2月13日 

 ② G 戒告（再） 2015年4月30日 2015年5月29日 

８ ① H 戒告（再） 2014年12月17日 2014年2月13日 

９ ① I 戒告（再） 2015年4月28日 2015年5月21日 

10 ① J 戒告（再） 2015年3月30日 2015年5月26日 

11 ① K 戒告（再） 2015年4月28日 2015年5月27日 

12 ① L 戒告（再） 2015年4月28日 2015年5月21日 

13 ① M 戒告 2016年3月25日 2016年5月13日 

14 ① N 戒告 2016年3月25日 2016年5月13日 

15 ① O 戒告 2017年4月20日 2017年6月12日 
 


